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公平委員会 

○大和高田市公平委員会処務規則及び大和高田市管理職員等の範囲を定 

める規則の一部を改正する規則･･･････････････････････････････････（公 平 委 員 会)･････125 

公営企業 

（水道事業) 

○水道事業指定給水装置工事事業者の指定･････････････････････････（水 道 総 務 課)･････126 

○配水管布設替工事及び消火栓新設工事（市場 第１工区)に関する条件 

付き一般競争入札公告･･･････････････････････････････････････････（ 〃  )･････126 

○測量業務委託（今里町外)に関する条件付き一般競争入札公告････････（ 〃  )･････129 

○測量業務委託（池田・市場外)に関する条件付き一般競争入札公告････（ 〃  )･････131 

（下水道事業) 

○敷枝築山地内管渠工事（１０)・給配水管移設工事（Ｇ１０)に関する 

条件付き一般競争入札公告･･･････････････････････････････････････（下 水 道 課)･････134 

○敷枝築山地内管渠工事（５１)・給配水管移設工事（Ｇ５１)に関する 

条件付き一般競争入札公告･･･････････････････････････････････････（ 〃  )･････137 

○高６枝南陽町地内管渠工事（１１)・給配水管移設工事（Ｇ１１)に関 

する条件付き一般競争入札公告････････････････････････････････････（ 〃  )･････140 

○高５枝東中１丁目地内管渠工事（５３)・給配水管移設工事（Ｇ５３) 

に関する条件付き一般競争入札公告････････････････････････････････（ 〃  )･････142 

○曽７枝根成柿地内管渠工事（５２)・給配水管移設工事（Ｇ５２)に関 

する条件付き一般競争入札公告････････････････････････････････････（ 〃  )･････145 

○高６枝大東町地内管渠工事（５５)・給配水管移設工事（Ｇ５５)に関 

する条件付き一般競争入札公告････････････････････････････････････（ 〃  )･････148 

○敷枝築山地内管渠工事（５４)・給配水管移設工事（Ｇ５４)に関する 

条件付き一般競争入札公告･･･････････････････････････････････････（ 〃  )･････151 

○大和高田市流域関連公共下水道事業ストックマネジメント基本計画策定 

業務委託に関する条件付き一般競争入札公告････････････････････････（ 〃  )･････153 

○大和高田市流域関連公共下水道事業業務継続計画（下水道ＢＣＰ)策定 

業務委託に関する条件付き一般競争入札公告････････････････････････（ 〃  )･････156 

○大和高田市流域関連公共下水道事業に伴う事業計画変更等業務委託に関 

する条件付き一般競争入札公告････････････････････････････････････（ 〃  )･････159 

○高５枝曽大根・曽大根１丁目地内管渠工事（２)に関する条件付き一般 

競争入札公告･･･････････････････････････････････････････････････（下 水 道 課)･････162 
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○高５枝東三倉堂町・中今里町･南今里町地内管渠工事（４－１)・給配水 

管移設工事（Ｇ０４－１)に関する条件付き一般競争入札公告･･････････（ 〃  )･････164 

○築幹大谷地内管渠工事（１)・給配水管移設工事（Ｇ０１)に関する条 

件付き一般競争入札公告･････････････････････････････････････････（ 〃  )･････167 

 

 

 

◇大和高田市新庁舎建設基本構想等策定委員会条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

新庁舎建設に係る基本構想及び基本計画を策定するため、市長の附属機関として大和高田市新庁

舎建設基本構想等策定委員会を設置するに当たり必要な事項を定めるものです。 

２ 内容 

  組織の改編により新たに設置された庁舎建設準備室へ大和高田市新庁舎建設基本構想等策定委

員会の庶務を行う主管を変更するものです。 

３ 施行期日 

  平成２９年４月１日 

 

◇大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

地方税法等の一部を改正する法律等の公布に伴い、所要規定の整備を行うものです。 

２ 内容 

  （１） 所得税と住民税で異なる課税方式を選択した申告書の提出があった場合において、当該

申告書に記載された事項を勘案して市長が課税方式を決定することができることを明確化し

ます。（第１７条、第２４条の２、附則第１６条の３、附則第１８条の１１の２、附則１８条

の１２関係） 

  （２） 地方税法で定める範囲内において、地方自治体の判断により固定資産税等を減額する割

合を決定できるようにする制度（わがまち特例）の対象となる事業として、家庭的保育事業、

居宅訪問型保育事業並びに事業所内保育事業及び企業主導型保育事業を定め、当該事業の用

に供する固定資産及び償却資産に係る固定資産税及び都市計画税について、課税標準の特例

措置を講じます。（第５４条の２、附則第１０条の２関係） 

  （３） 居住用超高層建築物に係る税額の按分方法について、区分所有者全員の協議による補正

方法の申出に係る規定整備を行います。（第５５条の２関係） 

  （４） 被災市街地復興推進地域に定められた場合における共用土地に係る税額の按分の申出及

び住宅用地に係る適用の申告について規定します。（第５５条の３及び第６５条の２関係） 

  （５） 耐震改修又は熱損失防止改修工事が行われた住宅が長期優良住宅の認定を受けた場合の

固定資産税の減額措置を新設します。（附則第１０条の３関係） 

（６） 軽自動車税の軽課（グリーン化特例）について、適用期限を２年延長するとともに、当

該特例の適用を受ける軽自動車について、賦課徴収の特例を新設します。（附則第１６条、

附則第１６条の２関係） 

（７） その他所要の改正を行います。（第４０条、第４１条、第５４条、附則第８条、附則第

１０条、附則第１７条の２、附則第１８条の１６、附則第２８条関係） 

３ 施行期日 

  平成２９年４月１日、公布の日 

 

公布された条例のあらまし 
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◇大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

国民健康保険税の算定基準を定める地方税法施行令が一部改正され、国民健康保険税の軽減判定

所得が見直されたことを受け、本市においても、国民健康保険税の軽減基準額を引き上げ、軽減対

象者の拡大を図るものです。 

２ 内容 

国民健康保険税の減額の基準について、５割又は２割減額の対象となる所得の算定において被保

険者の数に乗ずべき金額を、次のとおり引き上げます。（第２１条関係） 

  

区分 現行 改正後

7 割 軽 減 基 準 額基 礎 控 除 額 （ 3 3 万 円 ）変更なし

5 割 軽 減 基 準 額
基 礎 控 除 額 （ 3 3 万 円 ） ＋2 6 . 5 万

円（被保険者数）

基 礎 控 除 額 （ 3 3 万 円 ） ＋27万

円（被保険者数）

2 割 軽 減 基 準 額
基 礎 控 除 額 （ 3 3 万 ） ＋4 8 万 円

×（被保険者数）

基 礎 控 除 額 （ 3 3 万 ） ＋4 9 万 円

×（被保険者数）
 

３ 施行期日 

  平成２９年４月１日 

 

◇大和高田市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部改正により、消防団員等に係る損害

補償の算定の基礎となる額の加算額及び加算対象区分が改められたことを受け、所要の規定の整備

を行うものです。 

２ 内容 

  補償基礎額の加算額を改定します。（第５条関係） 

区分 第１号 第２号 第３号 第４号 第５号 第６号 

配偶者（婚

姻の届出

をしない

が、事実上

婚姻関係

と同様の

事情にあ

る者を含

む。 

２２歳に

達する日

以後の最

初の３月

３１日ま

での間に

ある子 

２２歳に

達する日

以後の最

初の３月

３１日ま

での間に

ある孫 

６０歳以

上の父母

及び祖父

母 

２２歳に

達する日

以後の最

初の３月

３１日ま

での間に

ある弟妹 

重度障害

者 

旧 加算額 ４３３円 ２１７円 ２１７円 

配 偶 者

が な い

場 合 の

加 算 額

（ 扶 養

親 族 の

う ち １

人 限

る。） 

－ ３６７円 ３６７円 

新 加算額 ３３３円 ２６７円 ２１７円 

配 偶 者

が な い

場 合 の

－ ３３３円 － 
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加 算 額

（ 扶 養

親 族 の

う ち １

人 限

る。） 

配 偶 者

及 び 扶

養 親 族

に 係 る

子 が な

い 場 合

の 加 算

額（扶養

親 族 の

う ち １

人 に 限

る。） 

－ － ３００円 

 

３ 施行期日 

  平成２９年４月１日 

 

◇大和高田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例 

１ 理由 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準及び子ども・子育て支援法施行

規則が改正されたことを受け、受給資格等の確認の手続について、所要の改正を行うものです。 

２ 内容 

  支給認定を受けた保護者が教育・保育施設を利用する際に、当該施設に義務付けていた支給認定

証の確認については、必要に応じて行うこととし、支給認定証の交付を受けていない場合は、子ど

も・子育て支援法施行規則第７条第２項に定める通知書を確認することとします。（第８条関係） 

３ 施行期日 

  公布の日 

 

 

 

条例第６号 

 大和高田市新庁舎建設基本構想等策定委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市新庁舎建設基本構想等策定委員会条例の一部を改正する条例 

大和高田市新庁舎建設基本構想等策定委員会条例（平成２８年条例第３２号）の一部を次のように

改正する。 

第７条中「財産管理課」を「庁舎建設準備室」に改める。 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

条 例 
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条例第７号 

 大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

 大和高田市税賦課徴収条例（昭和２６年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 第１７条第４項中「第２７条第１項の規定による申告書（その提出期限後において」を「特定配当

等申告書（」に、「送達されるとき」を「送達される時」に、「もの及びそのときまでに提出された

第２８条第１項の確定申告書を含む」を「次に掲げる申告書をいう。以下この項において同じ」に、

「これらの申告書」を「特定配当等申告書」に改め、同項に次のただし書及び各号を加える。 

  ただし、第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がいずれも提出された場合におけるこ

れらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して、この項の規定を適用しないことが適当で

あると市長が認めるときは、この限りでない。 

 （１） 第２７条第１項の規定による申告書 

 （２） 第２８条第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に掲げる申告書が提出され

たものとみなされる場合における当該確定申告書に限る。） 

 第１７条第６項中「第２７条第１項の規定による申告書（その提出期限後において」を「特定株式

等譲渡所得金額申告書（」に、「送達されるとき」を「送達される時」に、「もの及びそのときまで

に提出された第２８条第１項の確定申告書を含む」を「次に掲げる申告書をいう。以下この項におい

て同じ」に、「これらの申告書」を「特定株式等譲渡所得金額申告書」に改め、同項に次のただし書

及び各号を加える。 

  ただし、第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がいずれも提出された場合におけるこ

れらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して、この項の規定を適用しないことが適当で

あると市長が認めるときは、この限りでない。 

 （１） 第２７条第１項の規定による申告書 

 （２） 第２８条第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に掲げる申告書が提出され

たものとみなされる場合における当該確定申告書に限る。） 

 第２４条の２第１項中「第１７条第４項の申告書」を「第１７条第４項に規定する特定配当等申告

書」に、「同条第６項の申告書」を「同条第６項に規定する特定株式等譲渡所得金額申告書」に、「法

第２章第１節第６款」を「同節第６款」に改める。 

 第４０条第１項中「によって」を「により」に改め、同条第２項中「においては」を「には」に改

め、同条第３項中「においては」を「には」に改め、「とする」の次に「。第５項第１号において同

じ」を加え、「によって」を「により」に改め、同条第５項中「については」の次に、「、前項の規

定にかかわらず」を加え、同条第６項中「によって」を「により」に、「第７５条の２第７項」を「第

７５条の２第９項」に改め、同条第７項中「によって」を「により」に改める。 

 第４１条第１項中「においては」を「には」に、「によって」を「により」に改め、同条第２項中

「とする」の次に「。第４項第１号において同じ」を加え、同条第４項中「法第３２１条の８第２２

項に規定する申告書（以下この項において「修正申告書」という。）の提出」を「納付すべき税額を

増加させる更正（これに類するものを含む。以下この項において「増額更正」という。）」に、「（当

該修正申告書」を「（当該増額更正」に、「同条第１項」を「法第３２１条の８第１項」に、「修正

申告書が提出された」を「増額更正があった」に、「修正申告書の提出」を「増額更正」に改め、「に

ついては」の次に「、前項の規定にかかわらず」を加え、「が提出した修正申告書に係る」を「につ
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いてされた当該増額更正により納付すべき」に、「第４８条の１５の５第３項」を「第４８条の１５

の５第４項」に改め、同項第２号中「修正申告書に係る更正」を「増額更正」に、「まで」を「（法

人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税に係る更正若しくは決定がされたことによる更正に係る

ものにあっては、当該修正申告書を提出した日又は国の税務官署が更正若しくは決定の通知をした日）

まで」に改める。 

 第５４条の見出し中「土地又は家屋に対して課する」を削り、同条第１項中「基準年度の」を「基

準年度（昭和３１年度及び昭和３３年度並びに昭和３３年度から起算して３年度又は３の倍数の年度

を経過するごとの年度をいう。以下同じ。）に係る賦課期日に所在する土地又は家屋（以下「基準年

度の土地又は家屋」という。）に対して課する」に改め、「課税標準は、」の次に「当該土地又は家

屋の基準年度に係る」を加え、「又は家屋課税台帳」を「若しくは土地補充台帳（以下「土地課税台

帳等」という。）又は家屋課税台帳若しくは家屋補充台帳（以下「家屋課税台帳等」という。）」に

改め、同条第２項中「第２年度及び第３年度」を「基準年度の土地又は家屋に対して課する第２年度

（基準年度の翌年度をいう。以下同じ。）」に改め、「課税標準は、」の次に「当該土地又は家屋に

係る」を加え、「、土地課税台帳等」を「土地課税台帳等」に改め、同項ただし書中「次に掲げる事

情があるため、市長が課税上著しく均衡を失すると認めた場合においては、」を「基準年度の土地又

は家屋について第２年度の固定資産税の賦課期日において地目の変換、家屋の改築若しくは損壊その

他これらに類する特別の事情があるため、又は他の市町村の区域の全部若しくは一部を編入したため、

基準年度の固定資産税の課税上著しく均衡を失すると市長が認める場合においては、当該土地又は家

屋に対して課する第２年度の固定資産税の課税標準は、当該土地又は家屋に類する土地又は家屋の」

に改め、各号を削る。 

 第５４条第６項中「第３項」を「第６項」に改め、同項を同条第１０項とし、同条第５項中「第３

項」を「第６項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第４項中「、第３４９条の４又は第３４９条

の５」を「又は第３４９条の３の４から第３４９条の５まで」に、「前項」を「前７項」に改め、同

項を同条第８項とし、同条第３項中「及び第３年度」を削り、「となる土地又は家屋」の次に「（以

下「第２年度の土地又は家屋」という。）に対して課する第２年度の固定資産税の課税標準」を加え、

同項を同条第４項とし、同項の次に次の３項を加える。 

５ 第２年度の土地又は家屋に対して課する第３年度の固定資産税の課税標準は、当該土地又は家屋

に係る第２年度の固定資産税の課税標準の基礎となった価格で土地課税台帳等又は家屋課税台帳

等に登録されたものとする。ただし、第２年度の土地又は家屋について、第３年度の固定資産税の

賦課期日において地目の変換、家屋の改築若しくは損壊その他これらに類する特別の事情があるた

め、又は他の市町村の区域の全部若しくは一部を編入したため、第２年度の固定資産税の課税標準

の基礎となった価格によることが不適当であるか又は市内を通じて固定資産税の課税上著しく均

衡を失すると市長が認める場合においては、当該土地又は家屋に類似する土地又は家屋の基準年度

の価格に比準する価格で土地課税台帳等又は家屋課税台帳等に登録されたものとする。 

６ 第３年度において新たに固定資産税を課することとなる土地又は家屋に対して課する第３年度の

固定資産税の課税標準は、当該土地又は家屋に類似する土地又は家屋の基準年度の価格に比準する

価格で土地課税台帳等又は家屋課税台帳等に登録されたものとする。 

７ 償却資産に対して課する固定資産税の課税標準は、賦課期日における償却資産の価格で償却資産

台帳に登録されたものとする。 

 第５４条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 基準年度の土地又は家屋に対して課する第３年度（第２年度の翌年度をいう。以下同じ。）の固定

資産税の課税標準は、当該土地又は家屋に係る基準年度の固定資産税の課税標準の基礎となった価
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格（第２年度において前項ただし書に掲げる事情があったため、同項ただし書の規定によって当該

土地又は家屋に対して課する第２年度の固定資産税の課税標準とされた価格がある場合において

は、当該価格とする。以下この項において同じ。）で土地課税台帳等又は家屋課税台帳等に登録さ

れたものとする。ただし、基準年度の土地又は家屋について第３年度の固定資産税の賦課期日にお

いて地目の変換、家屋の改築若しくは損壊その他これらに類する特別の事情があるため、又は他の

市町村の区域の全部若しくは一部を編入したため、基準年度の固定資産税の課税標準の基礎となっ

た価格によることが不適当であるか又は市内を通じて固定資産税の課税上著しく均衡を失すると

市長が認める場合においては、当該土地又は家屋に対して課する第３年度の固定資産税の課税標準

は、当該土地又は家屋に類似する土地又は家屋の基準年度の価格に比準する価格で土地課税台帳等

又は家屋課税台帳等に登録されたものとする。 

 第５４条の２を次のように改める。 

 （法第３４９条の３第２８項等の条例で定める割合） 

第５４条の２ 法第３４９条の３第２８項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

２ 法第３４９条の３第２９項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

３ 法第３４９条の３第３０項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

 第５５条の２の見出し中「第１５条の３第２項」を「第１５条の３第３項並びに第１５条の３の２

第４項及び第５項」に改め、同条第１項中「第１５条の３第２項」を「第１５条の３第３項並びに第

１５条の３の２第４項及び第５項」に改め、同項第３号中「の区分所有者全員の共有に属する共用部

分」を削る。 

 第５５条の３の見出し中「あん分」を「按分」に改め、同条第１項中「あん分の」を「按
あん

分の」に

改め、同項第５号中「あん分する」を「按分する」に改め、同条第２項中「土地（」の次に「以下」

を加え、「あん分の」を「按分の」に、「以後３年」を「から起算して３年」に改め、「各年度」の

次に「とし、法第３４９条の３の３第１項に規定する被災市街地復興推進地域(第６５条の２において

「被災市街地復興推進地域」という。)が定められた場合（避難の指示等が行われた場合において、避

難等解除日の属する年が被災年の翌年以後の年であるときを除く。第６５条の２において同じ。）に

は、当該被災年度の翌年度から被災年の１月１日から起算して４年を経過する日を賦課期日とする年

度までの各年度とする。」を加え、「次に」を「次の各号に」に改め、同項第６号中「あん分する」

を「按分する」に改め、同条第３項中「あん分」を「按分」に改める。 

 第６５条の２第１項中「以後３年」を「から起算して３年」に改め、「各年度」の次に「とし、被

災市街地復興推進地域が定められた場合には、当該被災年度の翌年度から被災年の１月１日から起算

して４年を経過する日を賦課期日とする年度までの各年度とする。」を加え、同条第２項中「以後３

年」を「から起算して３年」に改め、「各年度分」の次に「とし、被災市街地復興推進地域が定めら

れた場合には、当該被災年度の翌年度から被災年の１月１日から起算して４年を経過する日を賦課期

日とする年度までの各年度とする。」を加える。 

 附則第８条第１項中「平成３０年度」を「平成３３年度」に改める。 

 附則第１０条を次のように改める。 

 （読替規定） 

第１０条 法附則第１５条から第１５条の３の２までの規定の適用がある各年度分の固定資産税に限

り、第５４条第４項中「又は第３４９条の３の４から第３４９条の５まで」とあるのは、「若しく

は第３４９条の３の４から第３４９条の５まで又は法附則第１５条から第１５条の３の２まで」と

する。 



平成２９年６月１０日（土） 大 和 高 田 市 公 報 第３４１号 

 

 

 

 

10 

 附則第１０条の２第６項中「附則第１５条第３３項第１号イ」を「附則第１５条第３２項第１号イ」

に改め、同条第７項中「附則第１５条第３３項第１号ロ」を「附則第１５条第３２項第１号ロ」に改

め、同条第８項中「附則第１５条第３３項第２号イ」を「附則第１５条第３２項第２号イ」に改め、

同条第９項中「附則第１５条第３３項第２号ロ」を「附則第１５条第３２項第２号ロ」に改め、同条

第１０項中「附則第１５条第３３項第２号ハ」を「附則第１５条第３２項第２号ハ」に改め、同条第

１１項中「附則第１５条第３９項」を「附則第１５条第３７項」に改め、同条第１２項を削り、同条

第１３項中「附則第１５条第４２項」を「附則第１５条第３９項」に改め、同項を同条第１２項とし、

同項の次に次の１項を加える。 

１３ 法附則第１５条第４４項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

 附則第１０条の３第２項中「附則第７条第２項」を「附則第７条第３項」に改め、同条第３項中「附

則第７条第３項各号」を「附則第７条第４項各号」に改め、同条第５項中「附則第１２条第２１項第

２号」を「附則第１２条第２１項第１号ロ」に改め、同条第６項第２号中「附則第１２条第２２項の

規定により読み替えて適用される」を「附則第１２条第２４項において準用する」に改め、同条第７

項中「当該耐震改修の」を「当該耐震改修後の」に、「附則第１２条第２４項」を「附則第１２条第

２６項」に改め、同条第８項中「附則第７条第８項各号」を「附則第７条第９項各号」に改め、同項

第４号中「附則第１２条第２８項」を「附則第１２条第３０項」に改め、同項第６号中「附則第１２

条第２９項」を「附則第１２条第３１項」に改め、同条第９項中「附則第７条第９項各号」を「附則

第７条第１０項各号」に改め、同項第５号中「附則第１２条第３６項」を「附則第１２条第３８項」

に改め、同条第１０項中「に施行規則附則第７条第１１項」を「に施行規則附則第７条第１４項」に、

「附則第１２条第２４項」を「附則第１２条第２６項」に改め、同項第５号中「附則第７条第１１項」

を「附則第７条第１４項」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第９項の次に次の２項を加える。 

１０ 法附則第１５条の９の２第１項に規定する特定耐震基準適合住宅について、同項の規定の適用

を受けようとする者は、当該特定耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１１項各号に規定する書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

 （１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 

 （２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

 （３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 

 （４） 耐震改修が完了した年月日 

 （５） 耐震改修に要した費用 

 （６） 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合には、３月以内に提

出することができなかった理由 

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修住宅又は同条第５項に規定する

特定熱損失防止改修住宅専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、法附則第

１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第７条第１２項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

 （１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 

 （２） 家屋の所在、家屋番号、種類、床面積及び人の居住の用に供する部分の床面積 

 （３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 
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 （４） 熱損失防止改修工事が完了した年月日 

 （５） 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第１２条第３８項に規定する補助金等 

 （６） 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合には、３

月以内に提出することができなかった理由 

 附則第１６条第３項中「次項」を「以下この条（第５項を除く。）」に改め、同条に次の３項を加

える。 

５ 法附則第３０条第６項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対する第７６条の規定の

適用については、当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には平成３０年度分の軽自動車税に限り、当該軽自動車が平成３０年４月

１日から平成３１年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３１年度分の

軽自動車税に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

６ 法附則第３０条第７項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対する第７６条の規定の

適用については、当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には平成３０年度分の軽自動車税に限り、当該軽自動車が平成３０年４月

１日から平成３１年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３１年度分の

軽自動車税に限り、第３項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

７ 法附則第３０条第８項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車（前項の規定の適用を受け

るものを除く。）に対する第７６条の規定の適用については、当該軽自動車が平成２９年４月１日

から平成３０年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３０年度分の軽自

動車税に限り、当該軽自動車が平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には平成３１年度分の軽自動車税に限り、第４項の表の左欄に掲げる同条の

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 附則第１６条の２を次のように改める。 

 （軽自動車税の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ 市長は、軽自動車税の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条第２項から第７項

までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通

大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において

同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の額について不足額があることを第７７条第２項の納期限（納期

限の延長があったときは、その延長された納期限）後において知った場合において、当該事実が生

じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に

当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。）により国土

交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消

したことによるものであるときは、当該申請をした者又はその一般承継人を賦課期日現在における

当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者とみなして、軽自動車税に関する規定（第７９条及

び第８０条の規定を除く。）を適用する。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の額は、同項の不足額に、これに１

００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とする。 

４ 第２項の規定の適用がある場合における第９条の規定の適用については、同条中「納期限(」とあ

るのは、「納期限（附則第１６条の２第２項の規定の適用がないものとした場合の当該３輪以上の
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軽自動車の所有者についての軽自動車税の納期限とし、当該」とする。 

 附則第１６条の３第２項中「申告書」を「特定配当等申告書」に改め、「提出した場合」の次に「（次

に掲げる場合を除く。）」を加え、「第１７条第１項」を「同条第１項」に改め、同項に次の各号を

加える。 

 （１） 第１７条第４項ただし書の規定の適用がある場合 

 （２） 第１７条第４項第１号に掲げる申告書及び同項第２号に掲げる申告書がいずれも提出され

た場合におけるこれらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して、前項の規定を適用し

ないことが適当であると市長が認めるとき。 

 附則第１７条の２第１項中「平成２９年度」を「平成３２年度」に、「附則第３４条の２第４項」

を「附則第３４条の２第１項」に、「除く。以下この条」を「除く。次項」に、「同項の」を「前条

第１項の」に、「応じ」を「応じ、」に改め、同条第２項中「平成２９年度」を「平成３２年度」に、

「附則第３４条の２第９項」を「附則第３４条の２第１０項」に、「場合においては」を「ときは」

に改める。 

 附則第１８条の１１の２第４項中「第２７条第１項の規定による申告書（その提出期限までに提出

されたもの及びその提出期限後において」を「特例適用配当等申告書（」に、「ものに限り、その時

までに提出された第２８条第１項に規定する確定申告書を含む」を「次に掲げる申告書をいう。以下

この項において同じ」に、「これらの申告書」を「特例適用配当等申告書」に改め、同項に次のただ

し書及び各号を加える。 

  ただし、第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がいずれも提出された場合におけるこ

れらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して、同項後段の規定を適用しないことが適当

であると市長が認めるときは、この限りでない。 

 （１） 第２７条第１項の規定による申告書 

 （２） 第２８条第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に掲げる申告書が提出され

たものとみなされる場合における当該確定申告書に限る。） 

 附則第１８条の１２第４項中「第２７条第１項の規定による申告書（その提出期限後において」を

「条約適用配当等申告書（」に、「もの及びその時までに提出された第２８条第１項の確定申告書を

含む」を「次に掲げる申告書をいう。以下この項において同じ」に、「これらの申告書」を「条約適

用配当等申告書」に改め、同項に次のただし書及び各号を加える。 

  ただし、第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がいずれも提出された場合におけるこ

れらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して、同項後段の規定を適用しないことが適当

であると市長が認めるときは、この限りでない。 

 （１） 第２７条第１項の規定による申告書 

 （２） 第２８条第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に掲げる申告書が提出され

たものとみなされる場合における当該確定申告書に限る。） 

 附則第１８条の１２第６項中「第２７条第１項の規定による申告書（その提出期限後に 

おいて市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及びその時までに提出された第２８

条第１項の確定申告書を含む。)」を「同条第４項に規定する条約適用配当等申告書」に、「これらの

申告書」を「条約適用配当等申告書」に改める。 

 附則第１８条の１６を削る。 

 附則第２８条中「第２８項、第３２項、第３７項、第４２項」を「第２７項、第３１項、第３５項、

第３９項、第４２項、第４４項」に改める。 

   附 則 
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 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、附則第６条の規定は、公布の日か

ら施行する。 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、改正後の大和高田市税賦課徴収条例（以下「新条例」という。）

の規定中個人の市民税に関する部分は、平成２９年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、

平成２８年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第４０条第３項及び第５項並びに第４１条第２項及び第４項の規定は、平成２９年１月 1

日以後に新条例第４０条第３項又は第４１条第２項に規定する納期限が到来する法人の市民税に

係る延滞金について適用する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、平成２９年度以

後の年度分の固定資産税について適用し、平成２８年度分までの固定資産税については、なお従前

の例による。 

２ 新条例第５４条第４項及び附則第１０条（地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法

律（平成２９年法律第２号。第４項及び次条第２項において「改正法」という。）による改正後の

地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下この項において「新法」という。）第３４９条の３の

４に係る部分に限る。）の規定は、平成２８年４月１日以後に発生した新法第３４９条の３の３第

１項に規定する震災等（第４項において「震災等」という。）に係る新法第３４９条の３の４に規

定する償却資産に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

３ 新条例第５４条の２の規定は、平成３０年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２

９年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

４ 新条例第５５条の３第２項及び第６５条の２の規定は、平成２８年４月１日以後に発生した震災

等により滅失し、又は損壊した家屋の敷地の用に供されていた土地に対して課する平成２９年度以

後の年度分の固定資産税について適用し、同日前に発生した改正法による改正前の地方税法（以下

この条において「旧法」という。）第３４９条の３の３第１項に規定する震災等により滅失し、又

は損壊した家屋の敷地の用に供されていた土地に対して課する固定資産税については、なお従前の

例による。 

５ 平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日までの間に新たに取得された旧法附則第１５条第

４０項に規定する機器に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中軽自動車税に関する部分は、平成２９年度以

後の年度分の軽自動車税について適用し、平成２８年度分までの軽自動車税については、なお従前

の例による。 

２ 市長は、納付すべき軽自動車税（平成２８年度以前の年度分のものに限る。）の額について不足額

があることを大和高田市税賦課徴収条例第７７条第２項の納期限（納期限の延長があったときは、

その延長された納期限）後において知った場合において、当該事実が生じた原因が当該不足額に係

る３輪以上の軽自動車の所有者以外の者（以下この条において「第３者」という。）にあるときは、

地方税法第１３条第１項の規定による告知をする前に、当該第３者（当該第３者と改正法附則第１

８条第２項に規定する特別の関係のある者を含む。以下この条において同じ。）に対し、当該不足

額に係る軽自動車税の納付を申し出る機会を与えることができるものとし、当該申出の機会を与え

られた第３者が当該申出をしたときは、当該第３者を賦課期日現在における当該不足額に係る３輪
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以上の軽自動車の所有者とみなして、軽自動車税に関する規定（大和高田市税賦課徴収条例第７９

条及び第８０条の規定を除く。）を適用する。 

３ 前項の規定による申出をした第３者は、当該申出を撤回することができない。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第５条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は、平成２９年度以

後の年度分の都市計画税について適用し、平成２８年度分までの都市計画税については、なお従前

の例による。 

 （大和高田市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第６条 大和高田市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例（平成２９年条例第３号）の一部を次の

ように改正する。 

  第２条中大和高田市税賦課徴収条例附則第１６条第２項から第４項までを削る改正規定の次に次

のように加える。 

   附則第１６条の２を次のように改める。 

  第１６条の２ 削除 

  第３条を次のように改める。 

  （大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例（平成２６年条例第１４号）の一部を次

のように改正する。 

   附則第５条の表新条例附則第１６条第１項の表第７６条第２号アの項の項の左欄及び中欄中

「第７６条第２号ア」を「第２号ア」に改める。 

  附則第１条第３号中「から第４条まで」を「及び第４条」に改める。 

 

 

条例第８号 

 大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 大和高田市国民健康保険税条例（昭和３２年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

 第２１条第２号中「２６万５千円」を「２７万円」に改め、同条第３号中「の数に４８万円を乗じ

て得た金額」を「１人につき４９万円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の大和高田市国民健康保険税条例の規定は、平成２９年度以後の年度分の国民健康保険税

について適用し、平成２８年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 

 

 

条例第９号 

 大和高田市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   
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   大和高田市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 大和高田市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第２項第１号中「にあっては」を「には」に、「よって」を「より」に改め、同項第２号中

「にあっては」を「には」に改め、同条第３項中「よって」を「より」に、「４３３円」を「３３３

円」に、「から第５号までのいずれかに該当する扶養親族については１人につき２１７円（非常勤消

防団員等に第１号に掲げる者がない場合にあっては、そのうち１人については３６７円）をそれぞれ」

を「に該当する扶養親族については１人につき２６７円（非常勤消防団員等に第１号に該当する者が

ない場合には、そのうち１人については３３３円）を、第３号から第６号までのいずれかに該当する

扶養親族については１人につき２１７円（非常勤消防団員等に第１号に該当する者及び第２号に該当

する扶養親族がない場合には、そのうち１人については３００円）を、それぞれ」に改め、同項第２

号中「及び孫」を削り、同項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第

２号の次に次の１号を加える。 

 （３） ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫 

 第５条第４項中「満」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の大和高田市消防団員等公務災害補償条例第５条第３項の規定は、この条

例の施行の日以後に支給すべき事由の生じた大和高田市消防団員等公務災害補償条例同条第１項

に規定する損害補償（以下「損害補償」という。）及び同日前に支給すべき事由の生じた同日以後

の期間に係る同条例第４条第３号に規定する傷病補償年金、同条第４号アに規定する障害補償年金

及び同条第６号アに規定する遺族補償年金（以下「傷病補償年金等」という。）について適用し、

同日前に支給すべき事由の生じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき事

由の生じた同日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお従前の例による。 

 

条例第１０号 

 大和高田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例をここに公布する。 

  平成２９年５月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

 大和高田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平２６

年条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

 第８条中「場合は」の次に「、必要に応じて」を、「支給認定証」の次に「（支給認定保護者が支

給認定証の交付を受けていない場合にあっては、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府

令第４４号）第７条第２項に規定する通知）」を加える。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

規則第８号 

規 則 
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 大和高田市職員互助会規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２８年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市職員互助会規則の一部を改正する規則 

 大和高田市職員互助会規則（昭和３１年規則第１１号）の一部を次のように改正する。 

第８条第１項中「１０，０００円」を「２０，０００円」に改め、同条第２項中「１０，０００円」

を「２０，０００円」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の出産祝金は、出生児が複数である場合も同額とする。 

 第８条に次の１項を加える。 

４ 出生児の父母ともに会員である場合には、第１項の出産祝金及び前項の出産費は、会員である父

母それぞれについて支給する。 

第９条中「内縁」を「届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある状態」に改め、同条に次

のただし書を加える。 

ただし、支給は１回限りとする。 

第９条第１号中「３０，０００円」を「５０，０００円」に改め、同条第２号中「５０，０００円」

を「７０，０００円」に改める。 

第９条の２中「入学祝金として」の次に「、入学する子」を加え、「１０，０００円」を「２０，

０００円」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 入学する子の父母ともに会員である場合には、前項の入学祝金は、会員である父母それぞれにつ

いて支給する。 

   附 則 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

規則第１号の２ 

大和高田市学校給食費徴収条例施行規則を次のように定める。 

 平成２９年１月１９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市学校給食費徴収条例施行規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、大和高田市学校給食費徴収条例（平成２８年条例第５１号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例において使用する用語の例による。 

 （保護者に準じる者） 

第３条 条例第２条第２号の規則で定める者は、次に掲げる者とする。 

 （１） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条に規定する保護者 

 （２） 前号に掲げる者のほか、市長が保護者に準じる者として認めるもの 

 （学校給食等の申込み） 

第４条 保護者は、当該保護者の児童、生徒又は園児が条例第３条各号に規定する施設に入学若しく

は入園し、又は転入しようとするときは、学校給食等申込書（様式第１号）を市長に提出するもの

とする。 

 （給食費の額） 

第５条 条例第４条第２項の規定により規則で定める給食費の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める額とする。 
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 （１） 小学校の児童 月額４，３００円 

 （２） 中学校の生徒 月額４，５００円 

 （３） 幼稚園の園児 月額４，１００円 

２ 前項の規定にかかわらず、８月分の給食費は徴収しない。 

 （給食費の納付期限） 

第６条 条例第５条の規則で定める日は、児童、生徒又は園児が学校給食等の提供を受けた日の属す

る月の２５日（以下「納付期限」という。）とする。ただし、その日が大和高田市の休日を定める

条例（平成元年条例第３号）に定める市の休日（以下「休日」という。）に当たるときは、その日

後において、その日に最も近い休日でない日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長がやむを得ない事情があると認めるときは、給食費の納付期限を

変更することができる。 

 （給食費の納付） 

第７条 給食費の納付は、口座振替の方法により行うものとする。ただし、口座振替の方法によりが

たい場合は、市長が指定する方法により行うものとする。 

 （給食費の基準額） 

第８条 給食１食当たりの基準額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

 （１） 小学校の児童 第５条第１項第１号に定める額に１１を乗じ、当該年度の年間予定給食回

数で除して得た額 

 （２） 中学校の生徒 第５条第１項第２号に定める額に１１を乗じ、当該年度の年間予定給食回

数で除して得た額 

 （３） 幼稚園の５歳児及び浮孔西幼稚園の４歳児 第５条第１項第３号に定める額に１１を乗じ、

当該年度の年間予定給食回数で除して得た額 

 （４） 幼稚園（浮孔西幼稚園を除く。）の４歳児 第５条第１項第３号に定める額に１０を乗じ、

当該年度の年間予定給食回数で除して得た額 

 （５） 幼稚園の３歳児 第５条第１項第３号に定める額に９を乗じ、当該年度の年間予定給食回

数で除して得た額 

２ 前項の規定により算出して得た額に１０円未満の端数があるときは、これを切り上げるものとす

る。 

 （給食費の額の調整） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第５条の規定にかかわらず、給食費の額を

日割計算（算出した額が当該児童、生徒又は園児に係る第５条各号に定める給食費の額を超えると

きは、当該児童、生徒又は園児に係る第５条各号に定める額を当該児童、生徒又は園児に係る給食

費の額）により徴収するものとする。 

 （１） 転入、転出その他の理由により、児童、生徒又は園児が月の途中から学校給食等の提供を

受け、又は受けることができないとき。 

 （２） 傷病等の理由により、市が学校給食等を実施する日において、児童、生徒又は園児が連続

して８日（休日を除く。）以上学校給食等の提供を受けることができないとき。 

 （３） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるとき。 

２ 市長は、食物アレルギー等の理由により、児童、生徒又は園児が次の各号のいずれかに該当する

ときは、第５条の規定にかかわらず、当該各号に定める額を給食費の月額として徴収するものとす

る。 

 （１） 牛乳の提供を受けることができないとき 第５条各号に定める額から牛乳代に相当する額

を減額した額 

 （２） 牛乳以外の学校給食等の提供を受けることができないとき 牛乳代に相当する額 
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 （給食費の減免） 

第１０条 条例第６条の特別の理由があると認めるときは、次に掲げるとおりとする。 

 （１） 災害その他やむを得ない理由により、学校給食等を受ける児童、生徒又は園児の保護者が

一時的に給食費を納付する資力を失った場合であって、かつ、生活保護法（昭和２５年法律第１

４４号）の規定による保護又は大和高田市就学援助費事務取扱要綱（平成１４年教育委員会告示

第２３号）の規定による援助を受けることができないとき。 

 （２） 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるとき。 

 （減免の申請） 

第１１条 条例第６条の規定による減免を受けようとする保護者は、減免を受けようとする月の納付

期限の７日前までに、その理由を証明する書類を添えて給食費減免申請書（様式第２号）を市長に

提出しなければならない。 

 （減免の決定） 

第１２条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その可否を決定し、給食費減免決定通知

書（様式第３号）又は給食費減免不承認決定通知書（様式第４号）により保護者に通知するものと

する。 

 （補則） 

第１３条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、中学校において実施する学校給食等に

係る規定については、平成２９年６月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ この規則を施行するために必要な準備行為は、この規則の施行の日前においても行うことができ

る。 

 

様式第１号（第４条関係） 

学校給食等申込書 

    年  月  日 

大和高田市長 殿 

保 

護 

者 

住 所 
〒   － 

フリガナ  認 印 

名 前 
 

電話番号 
 

 

児
童
・
生
徒
・
園
児 

             □ 小学校 

大和高田市立       □ 中学校 

             □ 幼稚園 

     年   組   番 

      歳児     組 

フリガナ    
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名 前 
 生年月日   年  月  日 

 小学校・中学校・幼稚園にて提供される学校給食等を申し込みます。 

 給食費の支払については「大和高田市税等口座振替納付依頼書」を提出し、在校・在園に限り、預

貯金口座から口座振替により支払うこととしたいので、下記事項等を確約の上口座振替を依頼します。 

記 

 １ 私が支払うべき学校給食費について、私に通知することなく請求金額を指定預貯金口座から引
き落としの上支払ってください。なお、預貯金の引き落としに当たっては、普通預貯金規定にか
かわらず、普通預貯金通帳及び同払戻し請求書の提出はしません。 

 ２ 振替の都度、金融機関からの振替済みその他の通知はありません。 
 ３ 指定預貯金口座の残高が振替日において請求金額に満たないときは、私に通知することなく引

き落とし不能として処理されても差し支えありません。 
 ４ 振替日に残高不足で引き落とし不能となることが重なり、金融機関に迷惑を掛けることがある

場合は、この契約を解除されても差し支えありません。 
 ５ この契約を解除するときは、私から金融機関に書面により届け出ます。なお、この届出がない

まま長期間にわたり大和高田市から請求がない等相当の事由があるときは、特に申出をしない限
り、この契約を解除されても差し支えありません。 

 ６ この取扱いについて万一紛議が生じても、金融機関及び大和高田市には一切迷惑を掛けません。 
 ７ 過誤納等により私に対する還付金が発生した場合には、同一口座に振り込んでください。 
※ご注意 
  振替時の預貯金残高については、十分にご確認ください（振替不能分の再振替はできませんので、
ご了承ください。）。 

 

様式第２号（第１１条関係） 

給食費減免申請書 

    年  月  日 

大和高田市長 殿 

申請者（保護者）住所 〒 

                             氏名             印 

                             電話番号 

 

  大和高田市学校給食費徴収条例施行規則の規定により、次のとおり給食費の減免を申請します。 

記 

１ 児童、生徒又は園児の氏名及び生年月日 

   ふりがな 

   氏 名                （    年  月  日生） 

２ 在校又は在園する学校名等 

   大和高田市立      小学校・中学校     年     組     番 

                   幼稚園     歳児    組 

３ 減免の金額及び期間 

金 額           円 

期 間     年  月  日から    年  月  日まで 

 

４ 減免を申請する理由 

 

 

３ 添付書類 
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様式第３号（第１２条関係） 

第     号 

    年  月  日 

 

給食費減免決定通知書 

 

 殿 

大和高田市長      印   

 

      年  月  日付け申請のありました給食費の減免について、次のとおり決定したので

通知します。 

記 

１ 児童、生徒又は園児の氏名及び生年月日 

   ふりがな 

   氏 名                （    年  月  日生） 

２ 在校又は在園する学校名等 

   大和高田市立      小学校・中学校     年     組     番 

                   幼稚園     歳児    組 

３ 減免の金額及び期間 

金 額           円 

期 間     年  月  日から    年  月  日まで 

 

４ その他 

 

 

 

 

様式第４号（第１２条関係） 

第     号 

    年  月  日 

 

給食費減免不承認決定通知書 

 

 殿 

 大和高田市長      印   

 

      年  月  日付け申請のありました給食費の減免については、次の理由により減免し

ませんので通知します。 

記 

１ 児童、生徒又は園児の氏名及び生年月日 
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   ふりがな 

   氏 名                （    年  月  日生） 

２ 在校又は在園する学校名等 

   大和高田市立      小学校・中学校     年     組     番 

                   幼稚園     歳児    組 

３ 減免しない理由 

 

 

１ この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に

大和高田市長に対して審査請求をすることができます。（なお、この決定があったことを知った日

の翌日から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査

請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に大和高田

市長を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取

消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを

提起することができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対

する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

 

規則第１４号 

 大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例施行規則の一部を改正す

る規則を次のように定める。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克 

   大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例施行規則の一部を改

正する規則 

 大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例施行規則（平成２７年規

則第２号の２）の一部を次のように改正する。 

 別表第１の１ 公立幼稚園又は公立認定こども園の表中 

「 

３－Ａ 
市町村民税の所得割課税額が

７７，１０１円未満の世帯 

ひとり親世帯等 ２，６５０円 

３－Ｂ 
ひとり親世帯等

以外の世帯 
６，３００円 

３－Ｃ 
市町村民税の所得割課税額が７７，１０１円以上

の世帯 
６，３００円 

                                       」を 

「 

３－Ａ 

第２階層を除

き、市町村民税

の所得割課税額

の区分が次の区

分に該当する世

帯 

７７，１０１

円未満 

ひとり親世帯等 ２，６５０円 

３－Ｂ 

ひとり親世帯等

以外の世帯 

５，５００円 

４ ２１１，２０１円未満 ５，９００円 
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５ ２１１，２０１円以上 ６，３００円 

 

                                        」 

に改め、同表備考５中「第３－Ｃ階層」を「第４階層及び第５階層」に、「第２－Ｂ階層及び第

３－Ｂ階層」を「第３－Ｂ階層」に改め、同表備考６中「第３－Ａ階層」を「第２－Ｂ階層及び

第３－Ａ階層」に改め、同表備考７中「第３－Ｃ階層」を「第５階層」に改める。 

 別表第１の２ 私立幼稚園又は私立認定こども園の表中「５，５００円」を「３，０００円」

に、「７，５００円」を「３，０００円」に、「１６，０００円」を「１４，１００円」に改め、

同表備考５中「第２－Ｂ階層、第３－Ｂ階層」を「第３－Ｂ階層」に改め、同表備考６中「第３

－Ａ階層及び第４－Ａ階層」を「第２－Ｂ階層、第３－Ａ階層及び第４－Ａ階層」に改める。 

 別表第２の表中 

「 

２

―

Ａ 市町村民税均等

割非課税世帯 

ひとり親

世帯等 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

２

―

Ｂ 

ひとり親

世帯等以

外の世帯 

7,500 7,400 7,500 7,400 5,000 4,900 5,000 4,900 

３

―

Ａ 

第２階

層を除

き、市

町村民

税の所

得割課

税額の

区分が

次の区

分に該

当する

世帯 

48,600円

未満 

ひとり親

世帯等 
7,650 7,500 7,650 7,500 6,400 6,300 6,400 6,300 

３

―

Ｂ 

ひとり親

世帯等以

外の世帯 

16,300 16,000 16,300 16,000 13,800 13,600 13,800 13,600 

４

―

Ａ 

48,600円

以上 

77,101円

未満 

ひとり親

世帯等 
12,600 12,400 12,600 12,400 11,300 11,100 11,300 11,100 

４

―

Ｂ 

ひとり親

世帯等以

外の世帯 

25,200 24,800 25,200 24,800 22,600 22,200 22,600 22,200 

４

―

Ｃ 

77,101円以上 

97,000円未満 
25,200 24,800 25,200 24,800 22,600 22,200 22,600 22,200 

５ 
97,000円以上 

169,000円未満 
37,300 36,700 37,300 36,700 29,000 28,500 23,600 23,200 

６ 
169,000円以上 

301,000円未満 
51,200 50,300 51,200 50,300 29,000 28,500 23,600 23,200 

７ 
301,000円以上 

397,000円未満 
59,200 58,200 59,200 58,200 29,000 28,500 23,600 23,200 

８ 397,000円以上 66,500 65,400 60,900 59,900 29,000 28,500 23,600 23,200 

                                          」 

を 

「 

２

―

Ａ 

市町村民税均等

割非課税世帯 

ひとり親

世帯等 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

２ ひとり親 7,200 7,000 7,200 7,000 5,000 4,900 5,000 4,900 
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―

Ｂ 

世帯等以

外の世帯 

３

―

Ａ 

第２階

層を除

き、市

町村民

税の所

得割課

税額の

区分が

次の区

分に該

当する

世帯 

48,600円

未満 

ひとり親

世帯等 
7,650 7,500 7,650 7,500 6,000 5,800 6,000 5,800 

３

―

Ｂ 

ひとり親

世帯等以

外の世帯 

15,600 15,300 15,600 15,300 13,200 12,900 13,200 12,900 

４

―

Ａ 

48,600円

以上 

77,101円

未満 

ひとり親

世帯等 
9,000 8,800 9,000 8,800 6,000 5,800 6,000 5,800 

４

―

Ｂ 

ひとり親

世帯等以

外の世帯 

24,000 23,500 24,000 23,500 21,600 21,200 21,600 21,200 

４

―

Ｃ 

77,101円以上 

97,000円未満 
24,000 23,500 24,000 23,500 21,600 21,200 21,600 21,200 

５ 
97,000円以上 

169,000円未満 
37,300 36,700 37,300 36,700 29,000 28,500 23,600 23,200 

６ 
169,000円以上 

301,000円未満 
51,200 50,300 51,200 50,300 29,000 28,500 23,600 23,200 

７ 
301,000円以上 

397,000円未満 
59,200 58,200 59,200 58,200 29,000 28,500 23,600 23,200 

８ 397,000円以上 66,500 65,400 60,900 59,900 29,000 28,500 23,600 23,200 

                                          」

に改め、同表備考８中「第２－Ｂ階層、第３－Ｂ階層」を「第３－Ｂ階層」に改め、同表備考９

中「第３－Ａ階層」を「第２－Ｂ階層、第３－Ａ階層」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例施行規則別表

第１及び別表第２の規定は、平成２９年度以後の利用者負担額について適用し、平成２８年度以前

の利用者負担額については、なお従前の例による。 

 

規則第１５号 

 職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２９年３月３１日 

  大和高田市長 吉 田 誠 克   

   職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

 職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年規則第６号）の一部を次のように改正する。 

第９条の３中第５項を第６項とし、第１項から第４項までを１項ずつ繰り下げ、同条に第１項とし

て次の１項を加える。 

条例第８条の２第１項及び第２項のその他これらに準ずる者として規則で定める者は、児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の４第２項に規定する養育里親である職員（児童の親その

他の児童福祉法第２７条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定により、同法第６条の

４第１項に規定する里親であって養子縁組によって養親となることを希望している者として当該
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児童を委託することができない職員に限る。）に同法第２７条第１項第３号の規定により委託され

ている当該児童とする。 

第９条の６中「第９条の３第２項第３号」を「第９条の３第３項第３号」に改める。 

第１６条の見出しを削り、同条の前に「（介護休暇）」を付し、同条第１項中「次に掲げる者であ

って職員と同居しているものとする。」を「次に掲げる者（第２号に掲げる者にあっては、職員と同

居しているものに限る。）とする。」に改め、同条第３項を次のように改める。 

３ 条例第１５条第１項に規定する職員の申出は、同項に規定する指定期間（以下「指定期間」とい

う。）の指定を希望する期間の初日及び末日を休暇簿（介護休暇用）（様式第３号）に記入して、任

命権者に対し行わなければならない。 

第１６条に次の５項を加える。 

４ 任命権者は、前項の規定による指定期間の指定の申出があった場合には、当該申出による期間の

初日から末日までの期間（第７項において「申出の期間」という。）の指定期間を指定するものと

する。 

５ 職員は、第３項の申出に基づき前項若しくは第７項の規定により指定された指定期間を延長して

指定すること又は当該指定期間若しくはこの項の申出（短縮の指定の申出に限る。）に基づき次項

若しくは第７項の規定により指定された指定期間を短縮して指定することを申し出ることができ

る。この場合においては、改めて指定期間として指定することを希望する期間の末日を休暇簿（介

護休暇用）に記入して、任命権者に対し申し出なければならない。 

６ 任命権者は、職員から前項の規定による指定期間の延長又は短縮の指定の申出があった場合には、

第４項、この項又は次項の規定により指定された指定期間の初日から当該申出に係る末日までの期

間の指定期間を指定するものとする。 

７ 第４項又は前項の規定にかかわらず、任命権者は、それぞれ、申出の期間又は第３項の申出に基

づき第４項若しくはこの項の規定により指定された指定期間の末日の翌日から第５項の規定によ

る指定期間の延長の指定の申出があった場合の当該申出に係る末日までの期間（以下この項におい

て「延長申出の期間」という。）の全期間にわたり第２０条ただし書の規定により介護休暇を承認

できないことが明らかである場合は、当該期間を指定期間として指定しないものとし、申出の期間

又は延長申出の期間中の一部の日が同条ただし書の規定により介護休暇を承認できないことが明

らかな日である場合は、これらの期間から当該日を除いた期間について指定期間を指定するものと

する。 

８ 指定期間の通算は、暦に従って計算し、１月に満たない期間は、３０日をもって１月とする。 

第１６条の次に次の２条を加える。 

第１６条の２ 介護休暇の単位は、１日又は１時間とする。ただし、育児短時間勤務職員等及び再任

用短時間勤務職員に係る介護休暇の単位は、市長の定めるところによる。 

２ １時間を単位とする介護休暇は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続

した４時間（当該介護休暇と要介護者を異にする介護時間の承認を受けて勤務しない時間がある日

については、当該４時間から当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間）を超えな

い範囲内の時間とする。  

（介護時間） 

第１６条の３ 介護時間の単位は、３０分とする。 

２ 介護時間は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した２時間（労働基

準法第６７条の規定による育児時間の承認を受けて勤務しない時間がある日については、当該２時

間から当該育児時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間）を超えない範囲内の時間とする。 

第２０条の見出し中「介護休暇」の次に「及び介護時間」を加え、同条中「介護休暇」 

の次に「又は介護時間」を、「条例第１５条第１項」の次に「又は第１５条の２第１項」を加える。 
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 第２３条の見出し中「介護休暇」の次に「及び介護時間」を加え、同条第１項中「の承認」を「又

は介護時間の承認」に、「介護休暇用休暇簿（様式第３号）」を「休暇簿（介護休暇用）又は休暇簿（介

護時間用）（様式第４号）」に改め、同条第２項中「前項の」の次に「介護休暇の承認を受けようと

する」を加え、「条例第１５条第２項に規定する介護を必要とする一の継続する状態」を「１回の指定

期間」に改め、「期間」の次に「（当該指定期間が２週間未満である場合その他の市長が定める場合は、

市長が定める期間）」を加える。 

 第２５条第１項ただし書中「同項の」の次に「規定により介護休暇の」を加え、同条第２項中「又

は介護休暇」を「、介護休暇又は介護時間」に改める。 

 別表第２第３号中「子」の次に「（条例８条の２第１項において子に含まれるものとされる者を含む。

以下同じ。）」を加え、同表第９号中「親」の次に「（当該子について民法（明治２９年法律第８９号）

第８１７条の２第１項の規定により特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求

に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であって当該子を現に監護するもの又は児

童福祉法第２７条第１項第３号の規定により当該子を委託されている同法第６条の４第１項に規定す

る里親であって、養子縁組によって養親となることを希望している者若しくは同条第２項に規定する

養育里親である者（同法第２７条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定により、養子縁

組によって養親となることを希望している者として委託することができない者に限る。）を含む。）」を

加え、同表第１２号中「小学校」を「中学校」に改める。 

 様式第３号を次のように改める。 
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（
第
二
面
）

年　　月　　日まで □その他（　　） 時　分～　時　分 時 □不承認

(※印の欄は職員が記入又は押印する。)

年　　月　　日から □毎日 時　分～　時　分 日
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 時　分～　時　分 時 □不承認

年　　月　　日から □毎日 時　分～　時　分 日
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 時　分～　時　分 時 □不承認

年　　月　　日から □毎日 時　分～　時　分 日
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 時　分～　時　分 時 □不承認

年　　月　　日から □毎日 時　分～　時　分 日
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 時　分～　時　分 時 □不承認

年　　月　　日から □毎日 時　分～　時　分 日
年 月 日

□承認　

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 時　分～　時　分 時 □不承認

年　　月　　日から □毎日 時　分～　時　分 日
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 時　分～　時　分 時 □不承認

年　　月　　日から □毎日 時　分～　時　分 日
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 時　分～　時　分 時 □不承認

年　　月　　日から □毎日 時　分～　時　分 日
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 時　分～　時　分 時 □不承認

年　　月　　日から □毎日 時　分～　時　分 日
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 時　分～　時　分 時 □不承認

年　　月　　日から □毎日 時　分～　時　分 日
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 時　分～　時　分 時 □不承認

年　　月　　日から □毎日 時　分～　時　分 日
年 月 日

年　　月　　日まで □その他（　　） 時　分～　時　分 時 □不承認

員処理

年　　月　　日から □毎日 時　分～　時　分 日
年 月 日

□承認　

日・時間数 年月日 可否 の印

備　　考請　求　の　期　間 請　求 本人印 承認の 所属長 間管理

年　　月　　日 時　　間

※ ※ ※ 決　　裁 勤務時

介　護　休　暇　の　請　求　・　承　認

 
 

（
第
三
面
）

年　　月　　日から 時　分～　時　分 日

年　　月　　日まで 時　分～　時　分 時

年　　月　　日から 時　分～　時　分 日

年　　月　　日まで 時　分～　時　分 時

年　　月　　日から 時　分～　時　分 日

年　　月　　日まで 時　分～　時　分 時

年　　月　　日から 時　分～　時　分 日

年　　月　　日まで 時　分～　時　分 時

年　　月　　日から 時　分～　時　分 日

年　　月　　日まで 時　分～　時　分 時

年　　月　　日から 時　分～　時　分 日

年　　月　　日まで 時　分～　時　分 時

時　分～　時　分 日

年　　月　　日まで 時　分～　時　分 時

年　　月　　日から

年　　月　　日から 時　分～　時　分 日

年　　月　　日まで 時　分～　時　分 時

年　　月　　日まで 時　分～　時　分 時

(※印の欄は職員が記入又は押印する。)

年　　月　　日から 時　分～　時　分 日

年　　月　　日から 時　分～　時　分 日

年　　月　　日まで 時　分～　時　分 時

年　　月　　日まで 時　分～　時　分 時

年　　月　　日まで 時　分～　時　分 時

年　　月　　日から 時　分～　時　分 日

年　　月　　日から 時　分～　時　分 日

間管理

年　　月　　日　　 時　　間 日・時間数 の印 員処理

介　護　休　暇　の　取　消　し　等

※ ※ 決　　　　　　　　裁 勤務時

備　　　　　　　考
休暇の取消し等の期間 本人印 所属長

 

  

様式第３号の次に次の１様式を加える。 
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様式第４号（第２３条関係）

所属休　　暇　　簿
（ 介 護 時 間 用 ）

氏名

同・別居 □同居　　□別居

連続する３年の期間

　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

介護が必要となった時期

年　　月　　日

※
要介護者の状態
及び具体的な介
護の内容

氏　名

続　柄

※
要介護者に関
する事項

時　　間

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

年　　月　　日

□毎日

※

請　求　の　期　間

年　　月　　日から

年　　月　　日まで

年　　月　　日から

年　　月　　日まで

年　　月　　日から

年　　月　　日まで

年　　月　　日まで

年　　月　　日から

年　　月　　日まで

年　　月　　日まで

年　　月　　日から

年　　月　　日から

年　　月　　日まで

年　　月　　日から

□その他（　　）

□毎日

□その他（　　）

□その他（　　）

□毎日

□毎日

□その他（　　）

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

□その他（　　）

□毎日

□その他（　　）

□毎日

□その他（　　）

□毎日
年 月 日

年 月 日

年 月 日

※※

請　求

年月日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

本人印 所属長

の印

間管理

員処理

承認の

可否

年 月 日

□不承認

□承認　

□不承認

□承認　

□不承認

備　　考

勤務時決　　裁

□承認　

□不承認

□承認　

□不承認

□承認　

□承認　

□不承認

(※印の欄は職員が記入又は押印する。)

□承認　

□不承認

（
第
一
面
）

 

 

（

第
二
面
）

年　　月　　日から □毎日 午前　　時　分～　時　分
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 午後　　時　分～　時　分 □不承認

年　　月　　日から

年　　月　　日まで □その他（　　） 午後　　時　分～　時　分 □不承認

年　　月　　日まで □その他（　　） 午後　　時　分～　時　分 □不承認

年　　月　　日から □毎日 午前　　時　分～　時　分
年 月 日

□承認　

□毎日 午前　　時　分～　時　分
年 月 日

□承認　

年　　月　　日から □毎日 午前　　時　分～　時　分
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 午後　　時　分～　時　分 □不承認

年 月 日
□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 午後　　時　分～　時　分 □不承認

年　　月　　日まで □その他（　　） 午後　　時　分～　時　分 □不承認

(※印の欄は職員が記入又は押印する。)

年　　月　　日から □毎日 午前　　時　分～　時　分
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 午後　　時　分～　時　分 □不承認

年　　月　　日から □毎日 午前　　時　分～　時　分

年　　月　　日から □毎日 午前　　時　分～　時　分
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 午後　　時　分～　時　分 □不承認

年　　月　　日から □毎日 午前　　時　分～　時　分
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 午後　　時　分～　時　分 □不承認

年　　月　　日から □毎日 午前　　時　分～　時　分
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 午後　　時　分～　時　分 □不承認

年　　月　　日から □毎日 午前　　時　分～　時　分
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 午後　　時　分～　時　分 □不承認

年　　月　　日から □毎日 午前　　時　分～　時　分
年 月 日

□承認　

年　　月　　日から □毎日 午前　　時　分～　時　分
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 午後　　時　分～　時　分 □不承認

年　　月　　日から □毎日 午前　　時　分～　時　分
年 月 日

□承認　

年　　月　　日まで □その他（　　） 午後　　時　分～　時　分 □不承認

本人印 承認の 所属長 間管理

年　　月　　日 時　　間 年月日 可否 の印 員処理

※ ※ ※ 決　　裁 勤務時

備　　考請　求　の　期　間 請　求
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（
第
三
面
）

年　　月　　日まで

年　　月　　日から

年　　月　　日まで

年　　月　　日から

(※印の欄は職員が記入又は押印する。)

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

年　　月　　日まで

年　　月　　日まで

年　　月　　日から

年　　月　　日から

年　　月　　日まで

年　　月　　日から

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

年　　月　　日まで

年　　月　　日まで

年　　月　　日から

年　　月　　日まで

年　　月　　日から

年　　月　　日から

午後　　時　分～　時　分

年　　月　　日まで

年　　月　　日から 午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

年　　月　　日から

年　　月　　日まで

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

年　　月　　日から

年　　月　　日まで

年　　月　　日から 午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分年　　月　　日まで

員処理

年　　月　　日から

本人印 所属長 間管理

の印

備　　　　　　　考

時　　間

午前　　時　分～　時　分

午後　　時　分～　時　分

年　　月　　日　　

※

休暇の取消し等の期間

勤務時決　　　　　　　　裁

年　　月　　日まで

※

午前　　時　分～　時　分

   附 則 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

規則第１６号 

 大和高田市職員の育児休業等に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市職員の育児休業等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 大和高田市職員の育児休業等に関する条例施行規則（平成４年規則第１２号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条の３出し中及び同条中「条例第２条の２第３号イ」を「条例第２条の３第３号イ」に改める。 

第３条中「条例第３条第４号」を「条例第３条第５号」に改める。 

第３条の２第１項中「条例第３条第７号」を「条例第３条第８号」に改め、「条例第２条の２第３

号」を「条例第２条の３第３号」に改める。 

第３条の２第２項中「条例第３条第７号」を「条例第３条第８号」に改める。 

第９条中「条例第１１条第５号」を「条例第１１条第６号」に改める。 

様式第２号、様式第３号、様式第４号及び様式第５号を次のように改める。



平成２９年６月１０日（土） 大 和 高 田 市 公 報 第３４１号 

 

 

 

 

29 

様式第２号（第３条の２関係）  

育 児 休 業 承 認 請 求 書 

年  月  日 

          殿          

請求者 所 属           
職 名           

氏 名        印  

下記のとおり 
育 児 休 業 の 承 認 

を請求します。 
育児休業の期間の延長 

 

１ 請求に係る子 

氏 名  

続 柄 等  

生 年 月 日       年  月  日生 

２ 請 求 の 内 容  

□育児休業の承認      □育児休業の期間の延長 

□再度の育児休業の承認   □再度の育児休業の期間の延長 

（再度の育児休業、再度の育児休業の期間の延長又は非常勤職員の１歳

６か月までの子の育児休業が必要な事情を記入） 

  

 

３ 請 求 期 間  年  月  日から    年  月  日まで 

４ 既に育児休業 

  を し た 期 間  

年  月  日から    年  月  日まで 

年  月  日から    年  月  日まで 

５ 配 偶 者 
氏 名  

育児休業の期間 年 月 日から   年 月 日まで 

６ 備 考  
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（育児休業承認請求書の裏面） 

記入上の注意 

１ この請求書（非常勤職員の任期の更新等に伴う再度の育児休業及び育児休業の期間の延長に

係るものを除く。）には、請求に係る子の氏名、請求者との続柄等及び生年月日を証明する書

類（医師又は助産師が発行する出生（産）証明書、母子健康手帳の出生届出済証明書、官公署

が発行する出生届受理証明書等）を添付すること（写しでも可）。 

２ 「２ 請求の内容」欄の「非常勤職員の１歳６か月までの子の育児休業」とは、大和高田市

職員の育児休業等に関する条例（以下「条例」という。）第２条の３第３号に掲げる場合に該

当してする育児休業をいう。 

３ 子の出生前に請求する場合は、「３ 請求期間」欄は出産予定日以後の期間とし、「１ 請

求に係る子」欄の記入及び証明書類の添付は、出生後、速やかに行うこと。 

４ 非常勤職員の任期の更新等に伴う再度の育児休業をしようとする場合は、所属、職名、氏名、

「３ 請求期間」欄及び「４ 既に育児休業をした期間」欄のみを記入すること。 

５ 「５ 配偶者」欄は、非常勤職員が１歳２か月までの子の育児休業又は１歳６か月までの子

の育児休業をしようとする場合（条例第２条の３第２号又は第３号に掲げる場合に該当して育

児休業の承認を請求する場合）に記入すること。 

６ 「６ 備考」欄には、（ア）請求に係る子以外に３歳に満たない子を養育する場合（当該請求

に係る子の出生の日から５７日間に、職員（当該期間内に産後休暇（職員の勤務時間、休暇等

に関する規則別表第２第７号に掲げる場合における休暇をいう。）により勤務しなかった職員を

除く。）が当該請求に係る子について最初の育児休業をする場合を除く。）、その氏名、請求者と

の続柄等及び生年月日、（イ）請求に係る子が養子の場合においては、養子縁組の効力が生じた

日、（ウ）請求に係る子以外の子について現に育児休業の承認を受けている場合においては、そ

の旨並びに当該承認に係る子の氏名及び当該承認の請求に係る期間等について記入すること。 

７ 該当する□には、レ印を記入すること。 
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様式第３号（第５条関係） 

養 育 状 況 変 更 届 

 

（注）該当する□にはレ印を記入すること。 

      年  月  日 

          殿 

請求者 所 属           
職 名           

氏 名        印  

次のとおり 

育 児 休 業 

に係る子の養育の状況について変更が生じたので届け出 育児短時間勤務 

育 児 時 間 

ます。 

１ 届出の事由 

□ 育児休業等に係る子を養育しなくなった。 

   □同居しなくなった。 □負傷・疾病 □ 託児できるようになった。 

 □その他（          ） 

 □ 育児休業等に係る子が死亡した。 

 □ 育児休業等に係る子と離縁した。 

 □ 育児休業等に係る子との養子縁組が取り消された。 

 □ 育児休業等に係る子との親族関係が特別養子縁組により終了した。 

□ 育児休業等に係る子についての民法第８１７条の２第１項の規定による請求に係る

家事審判事件が終了した。 

□ 育児休業等に係る子との養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第１項第３

号の規定による措置が解除された。 

 □ その他（                           ） 

２ 届出の事由が発生した日 

      年  月  日 
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様式第４号（第１１条関係） 

育児短時間勤務承認請求書 

年  月  日 

          殿          

請求者 所 属           
職 名           

氏 名        印  

下記のとおり 

育 児 短 時 間 勤 務 の 承 認 

を請求します。 
育児短時間勤務の期間の延長 

 

１ 請求に係る子 

氏 名 
 

続 柄 等 
 

生 年 月 日 
     年  月  日生 

２ 請 求 の 内 容  

□育児短時間勤務の承認   □育児短時間勤務の期間の延長 

□再度の育児短時間勤務の承認 

（再度の育児短時間勤務が必要な事情を記入） 

 

３ 請 求 期 間 年  月  日から    年  月  日まで 

４ 勤 務 の 形 態 

 
週   時間  分勤務 
（育児休業法第１０条第１項第   号の勤務の形態） 

 

勤務の日 
及び 
時間帯 

月（  ：  ～  ：  ）  火（  ：  ～  ：  ） 
水（  ：  ～  ：  ）  木（  ：  ～  ：  ） 
金（  ：  ～  ：  ） 

５ 既 に 育 児 
  短 時 間 勤 務 
  を し た 期 間 

年  月  日から    年  月  日まで 

年  月  日から    年  月  日まで 

６ 備 考  

 （注）１ この請求書（育児短時間勤務の期間の延長に係るものを除く。）には、請求に係る子の

氏名、請求者との続柄等及び生年月日を証明する書類（医師又は助産師が発行する出生

（産）証明書、母子健康手帳の出生届出済証明書、官公署が発行する出生届受理証明書

等）を添付すること（写しでも可）。 

    ２ 子の出生前に請求する場合は、「３ 請求期間」欄は出産予定日以後の期間とし、「１

 請求に係る子」欄の記入及び証明書類の添付は、出生後、速やかに行うこと。 

    ３ 「勤務の日及び時間帯」欄に掲げられていない日に勤務を希望する場合等当該欄によ

り難い場合には、「６ 備考」欄に必要な事項を記入すること。 

    ４ 「６ 備考」欄には、（ア）請求に係る子以外に小学校就学前の子を養育する場合にお

いては、その氏名、請求者との続柄等及び生年月日、（イ）請求に係る子が養子の場合に

おいては、養子縁組の効力が生じた日、（ウ）請求に係る子以外の子について現に育児短

時間勤務の承認を受けている場合においては、その旨並びに当該承認に係る子の氏名及

び当該承認の請求に係る期間等について記入すること。 

    ５ 該当する□には、レ印を記入すること。
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様式第５号（第１５条関係） 

（表） 

部 分 休 業 承 認 請 求 書 

      年  月  日 

          殿 

請求者 所 属           

職 名           

氏 名        印  

 下記のとおり部分休業の承認を請求します。 

１ 請求に係る子 

氏 名  

続 柄 等  

生 年 月 日      年  月  日生 

２ 請 求 期 間 

  及 び 時 間 

期  間 時  間 

  年 月 日から 

  年 月 日まで 

□毎 日 

□その他（  ） 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

  年 月 日から 

  年 月 日まで 

□毎 日 

□その他（  ） 

午前 時 分～ 時 分 

午後 時 分～ 時 分 

３ 備 考  

 （注）１ この請求書には、請求に係る子の氏名、請求者との続柄等及び生年月日を証明する書

類（医師又は助産師が発行する出生（産）証明書、母子健康手帳の出生届出済証明書、

官公署が発行する出生届受理証明書等）を添付すること（写しでも可）。 

    ２ 請求に係る子について、（ア）職員以外の当該子の親が部分休業その他の育児のための

短時間勤務の制度の適用を受けている場合、（イ）託児の態様、通勤の状況以外に部分休

業を必要とする事情がある場合には、その内容を備考欄に記入すること。 

    ３ 部分休業の承認が、職員からの申請に基づき取り消された場合は、その旨を裏面に記

入すること。 

    ４ 該当する□には、レ印を記入すること。 
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（裏） 

日付 

休業の承認を取り消された
時間 時 間 数 請求者印 

任命権者
印 

備 考 

午 前 午 後 

 
時 分から 

時 分まで 

時 分から 

時 分まで 

時間 

分 
   

 
時 分から 

時 分まで 

時 分から 

時 分まで 

時間 

分 
   

 
時 分から 

時 分まで 

時 分から 

時 分まで 

時間 

分 
   

 
時 分から 

時 分まで 

時 分から 

時 分まで 

時間 

分 
   

 
時 分から 

時 分まで 

時 分から 

時 分まで 

時間 

分 
   

 
時 分から 

時 分まで 

時 分から 

時 分まで 

時間 

分 
   

 
時 分から 

時 分まで 

時 分から 

時 分まで 

時間 

分 
   

 
時 分から 

時 分まで 

時 分から 

時 分まで 

時間 

分 
   

 
時 分から 

時 分まで 

時 分から 

時 分まで 

時間 

分 
   

 
時 分から 

時 分まで 

時 分から 

時 分まで 

時間 

分 
   

 
時 分から 

時 分まで 

時 分から 

時 分まで 

時間 

分 
   

 
時 分から 

時 分まで 

時 分から 

時 分まで 

時間 

分 
   

 
時 分から 

時 分まで 

時 分から 

時 分まで 

時間 

分 
   

 
時 分から 

時 分まで 

時 分から 

時 分まで 

時間 

分 
   

 

   附 則 

 この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

規則第１７号 

 行政組織の変更に伴う関係規則の整理に関する規則を次のように定める。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   
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   行政組織の変更に伴う関係規則の整理に関する規則 

 （大和高田市公報発行規則の一部改正） 

第１条 大和高田市公報発行規則（昭和２４年規則第２号）の一部を次のように改正する。 

  第５条及び第６条中「企画法制課長」を「法務情報課長」に改める。 

 （大和高田市行政組織規則の一部改正） 

第２条 大和高田市行政組織規則（平成２０年規則第３号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第１項の表中 

 「 

企画政策部 企画法制課 企画法制グループ 観光企画調整係 

秘書課 秘書係 

広報情報課 広報広聴係 情報管理係 

人事課 人事グループ 

財務部 財政課 財政グループ 

財産管理課 文書管財係 庁舎建設準備係 

税務課 固定資産税係 市民税係 

   収納対策室  収納対策グループ 

                                         」を 

 「 

企画政策部 企画広報課 企画政策グループ 広報広聴係 

秘書課 秘書係 

法務情報課 法務係 情報管理係 

人事課 人事グループ 

財務部 財政課 財政グループ 

財産管理課 文書管財係         

税務課 固定資産税係 市民税係 

   収納対策室  収納対策グループ 

 庁舎建設準備室  庁舎建設準備係 

                                         」に改め、

同表市民部の部産業振興課の項中「商工振興係」を「商工観光係」に改め、同表福祉部の部保護課

の項中「生活困窮者自立支援係」を「くらし・せいかつ支援係」に改め、同表環境建設部の部営繕

住宅課の項中「建築営繕係」を「建築営繕グループ」に改め、同条第２項の表中「広報情報課」を

「企画広報課」に改める。 

  第４条第１項企画政策部の部企画法制課の款を次のように改める。 

   企画広報課 

    企画政策グループ 

     （１） 基本構想、基本計画の策定及び進行管理に関すること。 

     （２） 政策の企画及び重要な施策の総合調整に関すること。 

     （３） 行財政改革の進行管理及び連絡調整に関すること。 

     （４） 行政評価及び目標管理に関すること。 

     （５） 行政組織、事務の分掌及び職制に関すること。 

     （６） 行政の効率化に関すること。 

     （７） 指定管理者制度の総括及び総合調整に関すること。 

     （８） 総合教育会議に関すること。 

     （９） 市のマスコットキャラクターに関すること。 

     （１０） 葛城広域行政事務組合との連絡調整に関すること。 

     （１１） 課内の他の係の補助に関すること。 
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   広報広聴係 

     （１） 市政の広報施策の企画及び総合調整に関すること。 

     （２） 市政の報道及び報道機関との連絡調整に関すること。 

     （３） 市勢要覧、広報誌等の発行に関すること。 

     （４） 市のホームページの管理運営に関すること。 

     （５） 市民相談及び消費者支援対策に関すること。 

     （６） 市政についての陳情、業務に対する要望等の総括に関すること。 

     （７） 公益通報者保護法に基づく外部通報に関すること。 

     （８） 国際交流の推進に関すること。 

     （９） 行政不服審査会に関すること。 

     （１０） 課内の他のグループの補助に関すること。 

  第４条第１項企画政策部の部広報情報課の款中「広報情報課」を「法務情報課」に改め、同款広

報広聴係の項を次のように改める。 

    法務係 

     （１） 法令解釈及び運用に関すること。 

     （２） 条例、規則等の制定改廃に係る立案及び審査に関すること。 

     （３） 公告式に関すること。 

     （４） 例規集の編さん及び公報の発行に関すること。 

     （５） 情報公開に係る事務の総括に関すること。 

     （６） 個人情報保護に係る事務の総括に関すること。 

     （７） 行政手続の適正化に関すること。 

     （８） 訴訟、和解及び調停の総括に関すること。 

     （９） 政治倫理に関すること。 

     （１０） 公平委員会に関すること。 

     （１１） 課内の他の係の補助に関すること。 

  第４条第１項財務部の部財産管理課の款中庁舎建設準備係の項を削り、同部に次の款を加える。 

   庁舎建設準備室 

     （１） 新庁舎建設の準備に関すること。 

  第４条第１項市民部の部人権施策課の款推進係の項中 

 「（６） 課内の他の係の補助に関すること。」を 

 「（６） 人権擁護委員に関すること。 

  （７） 課内の他の係の補助に関すること。」に改め、同部まちづくり振興室産業振興課の款中

「商工振興係」を「商工観光係」に、 

「（１３） 課内の他の係の補助に関すること。         」を 

 「（１３） 観光事業進行施策の企画及び総合調整に関すること。 

  （１４） 観光宣伝に関すること。 

  （１５） 観光施設の整備及び管理に関すること。 

  （１６） 観光行事に関すること。 

  （１７） 課内の他の係の補助に関すること。         」に改める。 

  第４条第１項福祉部の部保護課の款中「生活困窮者自立支援係」を「くらし・せいかつ支援係」

に改める。 

  第４条第１項環境建設部の部営繕住宅課の款中「建築営繕係」を「建築営繕グループ」に改め、

同款住宅入居管理係の項中 

 「（４） 課の他の係の補助に関すること。」を 
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 「（４） 課の他のグループの補助に関すること。」に改め、同部クリーンセンター企画整備課の

款企画総務係の項中 

 「（１１） 課内の他の係の補助に関すること。」を 

 「（１１） 課内の他のグループの補助に関すること。」に改め、同款中「施設管理係」を「施設

管理グループ」に改め、同款広域化準備係の項中 

「（３） 課内の他の係の補助に関すること。」を 

「（３） 課内の他のグループの補助に関すること。」に改める。 

 （大和高田市法令遵守推進条例施行規則の一部改正） 

第３条 大和高田市法令遵守推進条例施行規則（平成２４年規則第２号）の一部を次のように改正す

る。 

  第１１条第３号中「企画法制課長」を「法務情報課長」に改める。 

 （大和高田市文書規則の一部改正） 

第４条 大和高田市文書規則（平成１１年規則第１４号）の一部を次のように改正する。 

  第７条及び第９条中「企画法制課」を「法務情報課」に改める。 

  第３４条中「企画法制課長」を「法務情報課長」に改める。 

  別表第２条情報公開・個人情報保護の項中「情報公開室」を「情報公開・個人情報保護担当課」

に改める。 

 （大和高田市公印規則の一部改正） 

第５条 大和高田市公印規則（平成１６年規則第２５号）の一部を次のように改正する。 

  第１４条第２項、第３項及び第５項中「広報情報課長」を「法務情報課長」に改める。 

 （大和高田市情報公開審査会規則の一部改正） 

第６条 大和高田市情報公開審査会規則（平成１１年規則第５１号）の一部を次のように改正する。 

  第４条中「企画法制課」を「法務情報課」に改める。 

 （大和高田市個人情報保護審査会規則の一部改正） 

第７条 大和高田市個人情報保護審査会規則（平成１３年規則第３４号）の一部を次のように改正す

る。 

  第４条中「企画法制課」を「法務情報課」に改める。 

 （大和高田市個人情報保護運営審議会規則の一部改正） 

第８条 大和高田市個人情報保護運営審議会規則（平成１３年規則第３５号）の一部を次のように改

正する。 

  第５条中「企画法制課」を「法務情報課」に改める。 

 （大和高田市コンピュータシステム運用管理規則の一部改正） 

第９条 大和高田市コンピュータシステム運用管理規則（平成１４年規則第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第２条第４号中「広報情報課」を「法務情報課」に改める。 

  第５条第１項中「広報情報課長」を「法務情報課長」に改める。 

 （大和高田市総合計画審議会規則の一部改正） 

第１０条 大和高田市総合計画審議会規則（昭和４９年規則第３５号）の一部を次のように改正する。 

  第７条中「企画法制課」を「企画広報課」に改める。 

 （大和高田市行政企画委員会規則の一部改正） 

第１１条 大和高田市行政企画委員会規則（昭和３５年規則第１０号）の一部を次のように改正する。 

  第７条中「企画法制課」を「企画広報課」に改める。 

 （大和高田市消費生活センターの設置及び運営に関する規則の一部改正） 

第１２条 大和高田市消費生活センターの設置及び運営に関する規則（平成２８年規則第３８号）の
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一部を次のように改正する。 

  第８条中「広報情報課長」を「企画広報課長」に、「広報情報課広聴係」を「企画広報課広報広

聴係」に改める。 

   附 則 

 この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

規則第１８号 

 大和高田市児童手当事務処理規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

   平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市児童手当事務処理規則の一部を改正する規則 

大和高田市児童手当事務処理規則（平成２４年規則第２２号）の一部を次のように改正する。 

 様式第１７号中 

「 なお、この決定に不服のあるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して３月以内に

大和高田市長に対して審査請求をすることができます。この決定の取消しを求める訴え（取消

訴訟）は、この通知を受けた日（上記の審査請求に対する決定を受けた日）の翌日から起算し

て６か月以内に大和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市 

長となります。）提起することができます。                      」 

を 

「 この処分について不服があるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して３月以内に、

大和高田市長に対して審査請求をすることができます。この処分については、上記の審査請求

のほか、この通知を受けた日の翌日から起算して６月以内に、大和高田市を被告として（訴訟

において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、上記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審

査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に提起することが

できます。 

ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処

分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記

の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日

から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起 

することが認められる場合があります。                        」 

に改める。 

 様式第１８号を次のように改める。 
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様式第１８号（第１８条関係） 

第     号 

   年  月  日 

         様 

児童手当・特例給付支払通知書 

児童手当 

        の支払については、次のとおり、あなたの預貯金等の 

  特例給付 

口座に振り込みましたので通知します。 

なお、児童手当法第 21 条第１項又は第２項の規定に基づき、学

校給食費等の費用について児童手当等の額から支払に充てること

を申し出ている場合及び第 22 条第１項の規定に基づき、児童福祉

法第 56 条第２項（同法第 51 条第４号又は第５号に係るものに限

る。）若しくは子ども・子育て支援法附則第６条第４項の規定によ

り徴収する保育料又は児童福祉法第 56 条第７項若しくは第８項の

規定により地方税の滞納処分の例により処分される保育料につい

て、児童手当等から特別徴収される場合は、当該費用及び当該特別

徴収される保育料の額を控除した額が児童手当等の支払金額とな

ります。 

 

受給者氏名  

支払期間  

支払金額  

支払年月日  

問い合わせ番号： 

 

 

大和高田市長      印 

 

   附 則 

 この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

規則第１９号 

大和高田市会計規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

 平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市会計規則の一部を改正する規則 

 大和高田市会計規則（平成１１年規則第５９号）の一部を次のように改正する。 

 第７３条第３項中「職員は、」の次に「次項の」を加え、同条第４項を削り、同条第５項中「備品

使用書の写しの送付を受けたときは」を「備品購入に係る支出命令を受けたときは、当該備品を使用

する職員に備品使用書を送付し」に改め、同項を同条第４項とする。 

 別表第１中 

「 
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企画法制

課 

課長 公文書の写しの発行に係る複写料

の収納 

  ふるさと応援寄附金の収納 

  その他所管に係る収入の収納 

  所管に係る物品の出納・保管 

                            」を 

「 

企画広報

課 

課長 ふるさと応援寄附金の収納 

  その他所管に係る収入の収納 

  所管に係る物品の出納・保管 

  

                            」に、 

「  

広報情報

課 

課長 

  

所管に係る収入の収納 

所管に係る物品の出納・保管 

 

                            」を 

「 

法務情報

課 

課長 公文書の写しの発行に係る複写料

の収納 

所管に係る収入の収納 

所管に係る物品の出納・保管 

                            」に、 

「 

収納対策

室 

室長及び

課長 

市県民税・固定資産都市計画税・

軽自動車税・国民健康保険税及び

その附帯金に係る収納 

  市税等滞納整理及び滞納処分等に

係る収入の収納 

  公売に係る処分費等の収納 

  その他所管に係る収入の収納 

  所管に係る物品の出納・保管 

                            」を 

「 

収納対策

室 

室長及び

課長 

市県民税・固定資産都市計画税・

軽自動車税・国民健康保険税及び

その附帯金に係る収納 

  市税等滞納整理及び滞納処分等に

係る収入の収納 

  公売に係る処分費等の収納 

  その他所管に係る収入の収納 

  所管に係る物品の出納・保管 
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庁舎建設 

準備室 

室長 所管に係る収入の収納 

所管に係る物品の出納・保管 

                           」に、 

「 

クリーン

センター

美化推進

課 

課長 所管に係る収入の収納 

  所管に係る物品の出納・保管 

下水道課 課長 公共下水道に係る使用料の収納 

  その他所管に係る収入の収納 

  所管に係る物品の出納・保管 

                           」を 

「 

クリーン

センター

美化推進

課 

課長 所管に係る収入の収納 

  所管に係る物品の出納・保管 

                           」に改める。 

   附 則 

 この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

規則第２１号 

 大和高田市保育所条例施行規則及び大和高田市立こども園条例施行規則の一部を改正する規則を

次のように定める。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長  吉 田 誠 克   

   大和高田市保育所条例施行規則及び大和高田市立こども園条例施行規則の一部を改正する規則 

 （大和高田市保育所条例施行規則の一部改正） 

第１条 大和高田市保育所条例施行規則（平成１７年規則第１号）の一部を次のように改正する。 

  第１２条第１項中「第７項、第８項」を「第６項、第７項」に改める。 

  第１４条に次の２項を加える。 

 ２ 市長は、次に掲げる場合であって必要があると認めるときは、給食費の全部又は一部を減免す

ることができる。 

  （１） 災害その他やむを得ない理由により、給食の提供を受ける子どもの保護者が一時的に給

食費を納付する資力を失った場合であって、かつ、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）

による保護を受けることができないとき。 

  （２） 前号に掲げるもののほか、市長が特別に必要と認めるとき。 

 ３ 前項の規定により給食費の減免を受けようとする保護者は、減免を必要とする理由を証する書

類を添えて、市長に申請しなければならない。 

 （大和高田市立こども園条例施行規則の一部改正） 

第２条 大和高田市立こども園条例施行規則（平成２２年規則第１５号）の一部を次のように改正す

る。 

  第１２条第１項中「第７項及び第８項」を「第６項及び第７項」に改める。 
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  第１４条に次の２項を加える。 

 ２ 市長は、次に掲げる場合であって必要があると認めるときは、給食費の全部又は一部を減免す

ることができる。 

  （１） 災害その他やむを得ない理由により、給食の提供を受ける子どもの保護者が一時的に給

食費を納付する資力を失った場合であって、かつ生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に

よる保護を受けることができないとき。 

  （２） 前号に掲げるもののほか、市長が特別に必要と認めるとき。 

 ３ 前項の規定により給食費の減免を受けようとする保護者は、減免を必要とする理由を証する書

類を添えて、市長に申請しなければならない。 

   附 則 

 この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

規則第２２号 

一般職の職員の初任給、昇格及び昇給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

 平成２９年３月３１日 

大和高田市長  吉 田 誠 克   

   一般職の職員の初任給、昇格及び昇給等に関する規則の一部を改正する規則 

一般職の職員の初任給、昇格及び昇給等に関する規則（昭和３３年規則第８号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表第５イの表中「 

３６ 

３６ 

３７ 

３８ 

３９ 

４０ 

４１ 

４１ 

４２ 

４２ 

４３ 

４３ 

４４ 

４４ 

４５ 

               」を 

         「 

３６ 

３６ 

３７ 

３７ 

３８ 

３８ 

３９ 

３９ 
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４０ 

４０ 

４１ 

４１ 

４２ 

４２ 

４３ 

」に改める。 

 別表第５ロの表中「 

３８ 

３９ 

４０ 

４１ 

４１ 

４２ 

４２ 

４３ 

４３ 

４４ 

」を 

          「 

３７ 

３８ 

３８ 

３９ 

３９ 

４０ 

４０ 

４１ 

４２ 

４３ 

                    」に改める。 

別表第５ハの表中「 

５４ 

５５ 

５６ 

５７ 

５７ 

５８ 

５８ 

５９ 

５９ 

６０ 

              」を 



平成２９年６月１０日（土） 大 和 高 田 市 公 報 第３４１号 

 

 

 

 

44 

         「 

５３ 

５４ 

５４ 

５５ 

５５ 

５６ 

５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

」に、 

         「 

６６ 

６６ 

６６ 

６６ 

６６ 

６７ 

６７ 

６７ 

６７ 

６７ 

６８ 

６８ 

６８ 

６８ 

６８ 

６９ 

６９ 

６９ 

７０ 

７０ 

７０ 

７１ 

７１ 

」を 

          「 

６５ 

６６ 

６６ 

６６ 



平成２９年６月１０日（土） 大 和 高 田 市 公 報 第３４１号 

 

 

 

 

45 

６６ 

６６ 

６６ 

６７ 

６７ 

６７ 

６７ 

６７ 

６７ 

６８ 

６８ 

６８ 

６８ 

６８ 

６８ 

６９ 

６９ 

７０ 

７０ 

 」に改める。 

別表第５ヘの表中「 

８２ 

８２ 

８２ 

８２ 

８３ 

８３ 

８３ 

８３ 

８４ 

８４ 

８４ 

８４ 

８５ 

８５ 

８５ 

８５ 

８６ 

８６ 

８６ 

８６ 

８７ 

８７ 

８７ 

８７ 
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８８ 

」を 

         「 

８１ 

８２ 

８２ 

８２ 

８２ 

８２ 

８３ 

８３ 

８３ 

８３ 

８３ 

８４ 

８４ 

８４ 

８４ 

８４ 

８５ 

８５ 

８５ 

８６ 

８６ 

８６ 

８７ 

８７ 

８７ 

         」に改める。 

 附 則 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

規則第２３号 

 大和高田市口座振替に関する収納事務取扱規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市口座振替に関する収納事務取扱規則の一部を改正する規則 

 大和高田市口座振替に関する収納事務取扱規則（平成２１年規則第１０号）の一部を次のように改

正する。 

 第２条第１３号を削る。 

 様式第１号中 

「 

□ し尿処理手数料 ３０ 地区コード（   ）整理番号（      ） 期別納付 年  月分から 

□ 水洗便所改造資金貸付償還金 
   
  期別納付 年  月分から 
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」を 

 
「 

□ し尿処理手数料 ３０ 地区コード（   ）整理番号（      ） 期別納付 年  月分から 

 

                                          」 

に改める。  

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正前の様式第１号の用紙で現に残存するものは、なお使用することができる。 

 

規則第２４号 

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２９年４月２４日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）の一部を次のよう

に改正する。 

第７条を第８条とし、第６条を第７条とし、第５条中「に規定する」を「の規定により」に、「１

４日間」を「１４日」に改め、同条を第６条とする。 

第４条中「に規定する」を「の」に、「１４日間」を「１４日」に改め、同条を第５条とする。 

第３条中「に規定する」を「の」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

（自転車等の移動に必要な措置） 

第４条 市長は、条例第９条並びに第９条の２第２項及び第３項の規定により自転車等を移動する場

合において、当該自転車等がガードレール、電柱その他の工作物にチェーン、ワイヤー錠等（以下

「チェーン等」という。）により係留されているため容易に移動することが困難であると認めると

きは、当該チェーン等の切断その他必要な措置を講じることができる。 

２ 前項の規定によりチェーン等を切断した場合に生ずる損害について、市はその責めを負わないも

のとする。 

別表を次のように改める。 

別表（第７条関係） 

種別 金 額（１台につき） 

移動費 ２，０００円 

保管費 １ 移動の日から１４日以内は無料とする。 

 ２ １の無料期間を経過した日以後は、大和高田市の休日を定める条例（平成元年

条例第３号）第１条第１項各号に掲げる市の休日を除き、１日当たり５０円 

 ３ 総額は、１，０００円を限度とする。 

附 則 

この規則は、平成２９年５月１日から施行する。 

 

 

 

訓令第１号 

訓 令 
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 行政組織の変更に伴う関係訓令の整理に関する訓令を次のように定める。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   行政組織の変更に伴う関係訓令の整理に関する訓令 

 （大和高田市職員の職務に関する要望等の事務処理要綱の一部改正） 

第１条 大和高田市職員の職務に関する要望等の事務処理要綱（平成２４年訓令第１０号）の一部を

次のように改正する。 

  第３条中「広報情報課長」を「企画広報課長」に改める。 

 （大和高田市総合教育会議設置要綱の一部改正） 

第２条 大和高田市総合教育会議設置要綱（平成２７年訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

  第８条中「企画法制課」を「企画広報課」に改める。 

 （大和高田市決裁規程の一部改正） 

第３条 大和高田市決裁規程（平成９年訓令第６号）の一部を次のように改正する。 

  第５条第１項第３号中「企画法制課長」を「企画広報課長」に改め、同項第４号中「広報情報課

長」を「企画広報課長」に改め、同項第５号及び第６号中「広報情報課長」を「法務情報課長」に

改め、同項第１２号から第１５号までの規定中「企画法制課長」を「法務情報課長」に改める。 

  別表第２の１ 企画政策部の項第２号を次のように改める。 

   （２） 企画広報課長の専決事項 

    ア 主要企画のための資料収集及び作成に関すること。 

    イ 広報活動の連絡調整に関すること。 

    ウ 市民相談の処理に関すること。 

    エ 報道機関との連絡調整に関すること。 

    オ 姉妹都市提携事業の連絡調整に関すること。 

    カ 消費者行政団体との連絡調整に関すること。 

  別表第２の１ 企画政策部の項第４号を次のように改める。 

   （４） 法務情報課長の専決事項 

    ア 公平委員会の所掌に係る事務のうち別表第１に掲げる事務に関すること。 

    イ 他の地方公共団体等からの市の掲示板への掲示依頼に関すること。 

    ウ コンピューターシステムに関する資料の収集及び作成に関すること。 

    エ コンピューターシステムの運用管理に関すること。 

    オ コンピューター機器台帳の作成に関すること。 

  別表第２の２ 財務部の項第６号及び第７号を削る。 

  別表第２の３ 市民部の項第８号に次のように加える。 

    ウ 観光事業に関し、各部局、各行政機関及び諸団体との連絡調整に関すること。 

  別表第２の７ 上下水道部の項を削り、同表８ 改革推進局の項を同表７ 改革推進局の項とす

る。 

 （大和高田市情報セキュリティ委員会設置要綱の一部改正） 

第４条 大和高田市情報セキュリティ委員会設置要綱（平成１６年訓令第１号）の一部を次のように

改正する。 

  第６条中「広報情報課」を「法務情報課」に改める。 

 （大和高田市ネットワークシステム運用管理規程の一部改正） 

第５条 大和高田市ネットワークシステム運用管理規程（平成１４年訓令第２号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第３条中「広報情報課」を「法務情報課長」に改める。 
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 （大和高田市情報化推進本部設置要綱の一部改正） 

第６条 大和高田市情報化推進本部設置要綱（平成１４年訓令第１１号）の一部を次のように改正す

る。 

  第５条中「広報情報課」を「法務情報課」に改める。 

  別表中「、企画法制課長」を「、企画広報課長」に、「、広報情報課長」を「法務情報課長」に

改める。 

 （大和高田市情報化推進委員設置要綱の一部改正） 

第７条 大和高田市情報化推進委員設置要綱（平成１４年訓令第１２号）の一部を次のように改正す

る。 

  第５条中「広報情報課長」を「法務情報課長」に改める。 

 （行政手続法及び大和高田市行政手続条例に基づく審査基準等の設定及び公表に関する取扱要綱の

一部改正） 

第８条 行政手続法及び大和高田市行政手続条例に基づく審査基準等の設定及び公表に関する取扱要

綱（平成２２年訓令第１２号の２）の一部を次のように改正する。 

  第８条第５項及び第１１条中「企画法制課長」を「法務情報課長」に改める。 

 （大和高田市行財政改革推進懇談会設置要綱の一部改正） 

第９条 大和高田市行財政改革推進懇談会設置要綱（昭和６０年訓令第４号）の一部を次のように改

正する。 

  第６条中「企画法制課」を「企画広報課」に改める。 

 （大和高田市行財政改革推進本部設置要綱の一部改正） 

第１０条 大和高田市行財政改革推進本部設置要綱（昭和６０年訓令第５号）の一部を次のように改

正する。 

  第８条中「企画法制課」を「企画広報課」に改める。 

 （大和高田市法令審査会規程の一部改正） 

第１１条 大和高田市法令審査会規程（平成８年訓令第１４号）の一部を次のように改正する。 

  第４条の２第１項中「企画法制課長」を「法務情報課長」に、「企画法制課」を「法務情報課」

に改める。 

  第８条中「企画法制課」を「法務情報課」に改める。 

 （能率改善等の職員の提案に関する規程の一部改正） 

第１２条 能率改善等の職員の提案に関する規程（昭和３４年訓令第７号）の一部を次のように改正

する。 

  第７条第５項及び第１０条中「企画法制課」を「企画広報課」に改める。 

 （大和高田市公有財産有効活用検討委員会設置要綱の一部改正） 

第１３条 大和高田市公有財産有効活用検討委員会設置要綱（平成１９年訓令第２号）の一部を次の

ように改正する。 

  第５条第３項中「企画法制課長」を「企画広報課長」に改める。 

 （大和高田市役所庁舎内設置案内地図広告掲出事業者選定委員会設置要綱の一部改正） 

第１４条 大和高田市役所庁舎内設置案内地図広告掲出事業者選定委員会設置要綱（平成２６年訓令

第１０号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第１項第３号中「広報情報課長」を「企画広報課長」に改める。 

 （大和高田市公共施設等総合管理計画策定業務委託事業者選定委員会設置要綱の一部改正） 

第１５条 大和高田市公共施設等総合管理計画策定業務委託事業者選定委員会設置要綱（平成２８年

訓令第７号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第１項第７号中「企画法制課長」を「企画広報課長」に改める。 
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 （大和高田市社会福祉法人設立認可等審査会設置要綱の一部改正） 

第１６条 大和高田市社会福祉法人設立認可等審査会設置要綱（平成２５年訓令第４号）の一部を次

のように改正する。 

  第２条第１項第４号中「企画法制課長」を「法務情報課長」に改める。 

 （大和高田市都市計画道路見直し庁内検討委員会設置要綱の一部改正） 

第１７条 大和高田市都市計画道路見直し庁内検討委員会設置要綱（平成２８年訓令第１０号）の一

部を次のように改正する。 

  第３条第２号中「企画法制課長」を「企画広報課長」に改める。 

   附 則 

 この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

訓令第２号 

 大和高田市まち・ひと・しごと創生総合戦略策定委員会設置要綱を廃止する訓令を次のように定め

る。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市まち・ひと・しごと創生総合戦略策定委員会設置要綱を廃止する訓令 

 大和高田市まち・ひと・しごと創生総合戦略策定委員会設置要綱（平成２７年訓令第７号）は、廃

止する。 

附 則 

この訓令は、告示の日から施行する。 

 

訓令第３号 

 大和高田市人事評価システム構築業務プロポーザル選定委員会設置要綱を廃止する訓令を次のよ

うに定める。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市人事評価システム構築業務プロポーザル選定委員会設置要綱を廃止する訓令 

 大和高田市人事評価システム構築業務プロポーザル選定委員会設置要綱（平成２５年訓令第１１号）

は、廃止する。 

附 則 

この訓令は、告示の日から施行する。 

 

 

 

告示第８号の２ 

 コミュニティバスきぼう号の運行に関する要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２９年１月２５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   コミュニティバスきぼう号の運行に関する要綱の一部を改正する告示 

 コミュニティバスきぼう号の運行に関する要綱（平成１３年告示第１３０号）の一部を次のように

改正する。 

 第４条第１号中「月曜日」を「毎月第１月曜日及び第３月曜日」に改める。 

 第６条第１項中「精神障害者保健福祉手帳」の次に「（以下「各種手帳」という。）」を加え、同

告 示 
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条第４項を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項を同条第３項とし、同条第１

項の次に次の１項を加える。 

２ 前項に規定するきぼう号カード（市内公共施設バス優待乗車証）の交付は、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める方法により行うものとする。 

 （１） 本市に住所を有し、かつ、各種手帳の交付を受けている者 市の窓口において当該各種手

帳の交付を行う際に交付する方法 

 （２） 本市に住所を有し、かつ、７０歳以上の者 満７０歳に到達する誕生日の属する月の前月

の末日までに郵送により交付する方法 

   附 則 

 この告示は、告示の日から施行する。ただし、第４条第１号の改正規定は、平成２９年４月１日か

ら施行する。 

 

告示第２０号 

 大和高田市臨時福祉給付金（経済対策分）支給事業実施要綱を次のように定める。 

  平成２９年２月２８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市臨時福祉給付金（経済対策分）支給事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、消費税率の引上げに際し、低所得の住民に与える負担の影響に鑑み、適切な配

慮を行うため、暫定的かつ臨時的な措置として実施する臨時福祉給付金（経済対策分）の支給事業

に関し必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この告示において「臨時福祉給付金」とは、前条の目的を達成するために本市によって贈与

される給付金をいう。 

（支給対象者） 

第３条 この告示に基づき臨時福祉給付金の支給を受けることができる者（以下「支給対象者」とい

う。）は、大和高田市臨時福祉給付金支給事業実施要綱（平成２７年告示第８９号。以下「給付金

要綱」という。）第３条第１項の臨時福祉給付金の支給対象者（同条第４項から第６項までの適用

を受ける者を含む。）とする。 

（支給額） 

第４条 支給対象者に対して支給する臨時福祉給付金の金額は、支給対象者１人につき１５，０００

円とする。 

（申請受付開始日及び申請期限） 

第５条 臨時福祉給付金に係る申請受付開始日は、次条第２項各号に掲げる申請方式ごとに市長が別

に定める日とする。 

２ 申請期限は、市長がやむを得ないと認める場合を除き、前項の規定により市長が定める申請受付

開始日のうち最も早い日から起算して３月を経過する日とする。ただし、市長が必要と認める場合

は、当該期限を３月以内に限り延長することができる。 

（申請及び支給の方式） 

第６条 臨時福祉給付金の支給を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、臨時福祉給付金

（経済対策分）申請書（請求書）（様式第１号）又は臨時福祉給付金（経済対策分）申請書（請求

書）（施設入所等児童等用）（様式第２号）以下これらを「申請書」という。）により申請を行う

ものとする。 

２ 申請者による申請及び臨時福祉給付金の支給は、次の各号に掲げる方式のいずれかにより行う。
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この場合において、第３号に掲げる方式は、申請者が金融機関に口座を開設していないこと、金融

機関から著しく離れた場所に居住していることその他第１号又は第２号の方式による支給が困難

な場合に限り行うものとする。 

（１） 郵送申請方式 申請者が申請書を郵送により市長に提出し、市長が申請者から通知された金

融機関の口座に振り込む方式をいう。 

（２） 窓口申請方式 申請者が申請書を本市の窓口において市長に提出し、市長が申請者から通知

された金融機関の口座に振り込む方式をいう。 

（３） 窓口現金受領方式 申請者が申請書を郵送により、又は本市の窓口において市長に提出し、

市長が当該窓口で現金を交付することにより支給する方式をいう。 

３ 申請者は、臨時福祉給付金の申請に当たり、公的身分証明書の写し等を提出し、又は提示するこ

と等により、申請者本人による申請であることを証しなければならない。 

（代理による申請） 

第７条 申請者の代理人として前条の規定による申請を行うことができる者は、原則として次に掲げ

る者とする。 

（１） 平成２８年１月１日（以下「基準日」という。）時点における申請者の属する世帯の世帯

構成者 

（２） 法定代理人（民法（明治２９年法律第８９号）に規定する親権者、未成年後見人、成年後

見人、代理権付与の審判がなされた保佐人及び代理権付与の審判がなされた補助人をいう。） 

（３） 親族その他の平素から申請者本人の身の回りの世話をしている者等で市長が適当と認める

もの 

２ 代理人が臨時福祉給付金の支給の申請をするときは、当該代理人は申請書に原則として委任状（申

請書の委任欄への記載を含む。）を添付して市長に提出しなければならない。この場合において、

市長は、公的身分証明書の写し等の提出又は提示を求めること等により、代理人が当該代理人本人

であることを確認するものとする。 

３ 市長は、代理人が第１項第１号の者にあっては住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号。以下

「住基法」という。）第３条に規定する住民基本台帳により、同項第２号及び第３号の者にあって

は市長が別に定める方法により、代理権を確認するものとする。 

（支給の決定） 

第８条 市長は、第６条の規定により提出された申請書を受理したときは、速やかにその内容を審査

の上、支給の可否を決定し、申請者に対して臨時福祉給付金を支給するものとする。 

２ 基準日において、いずれかの市町村（特別区を含む。以下同じ。）の住民基本台帳に記録されて

いる者（基準日以前に、住基法第８条の規定により住民票を削除されていた者で、基準日において、

日本国内で生活していたがいずれの市町村の住民基本台帳にも記録されておらず、かつ、基準日の

翌日以後初めていずれかの市町村の住民基本台帳に記録されることとなったものを含む。次項にお

いて同じ。）であり、かつ、基準日以後に次の第１号から第６号までのいずれかに該当する児童等

（児童（基準日において満１８歳に満たない者（平成１０年１月３日以降に生まれた者）をいう。）

及び児童以外の基準日において満２０歳に満たない者（平成８年１月３日以降に生まれた者）をい

う。以下同じ。）については、当該児童分の臨時福祉給付金につき、当該児童等の保護者から代理

申請があった場合でも、不支給決定とする（本市において、当該児童等の入所等の事実を把握した

時点で、当該児童等に係る臨時福祉給付金の代理申請について、支給決定通知が既に行われている

場合を除く。）。 

（１） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の規定により同法に規定する小規模住居型児童

養育事業を行う者又は同法に規定する里親に委託されている児童等（保護者（同法に規定する保

護者をいう。以下同じ。）の疾病、疲労その他の身体上若しくは精神上又は環境上の理由により
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家庭において養育することが一時的に困難となったことに伴い、２月以内の期間を定めて行われ

る委託をされている者を除き、児童以外の基準日において満２０歳に満たない者にあっては、同

法の規定により、基準日以前から引き続き委託されている者に限る。） 

（２） 児童福祉法の規定により障害児入所給付費の支給を受けて、若しくは同法の規定により入

所措置が採られて同法に規定する障害児入所施設（以下「障害児入所施設」という。）に入所し、

若しくは同法の規定により同法に規定する指定発達支援医療機関（以下「指定発達支援医療機関」

という。）に入院し、又は同法の規定により入所措置が採られて同法に規定する乳児院、児童養

護施設、情緒障害児短期治療施設若しくは児童自立支援施設（以下「乳児院等」という。）に入

所している児童等（当該情緒障害児短期治療施設又は児童自立支援施設に通う者及び２月以内の

期間を定めて行われる障害児入所施設への入所若しくは指定発達支援医療機関への入院又は保

護者の疾病、疲労その他の身体上若しくは、精神上若しくは環境上の理由により家庭において児

童を養育することが一時的に困難となったことに伴い、２月以内の期間を定めて行われる乳児院

等への入所をしている者を除き、児童以外の基準日において満２０歳に満たない者にあっては、

同法の規定により、基準日以前から引き続き入所し、又は入院している者に限る。） 

（３） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号。以下「障害者総合支援法」という。）の規定により障害者総合支援法に規定する介護給付費

等の支給を受けて、又は身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）若しくは知的障害者福

祉法（昭和３５年法律第３７号）の規定により入所措置が採られて、障害者支援施設（障害者総

合支援法に規定する障害者支援施設をいう。）又はのぞみの園（独立行政法人国立重度知的障害

者総合施設のぞみの園法（平成１４年法律第１６７号）の規定により独立行政法人国立重度知的

障害者総合施設のぞみの園が設置する施設をいう。）に入所している児童（２月以内の期間を定

めて行われる入所をしている者を除き、児童のみで構成する世帯に属している者に限る。） 

（４） 売春防止法（昭和３１年法律第１１８号）に規定する婦人保護施設に入所している児童等

（２月以内の期間を定めて行われる入所をしている者及び一時保護委託がされている者を除き、

児童等のみで構成する世帯に属している者に限る。） 

（５） 児童福祉法の規定により同法に規定する児童自立生活援助事業における住居に入居してい

る児童等（２月以内の期間を定めて行われる入所をしている者を除く。） 

（６） 児童福祉法の規定により同法に規定する母子生活支援施設に入所している児童等（２月以

内の期間を定めて行われる入所をしている者を除き、児童等のみで構成する世帯に属している者

に限る。） 

３ 基準日において、いずれかの市町村の住民基本台帳に記録されている者のうち、配偶者からの暴

力を理由に本市に避難し、配偶者と生計を別にしているもの（以下「配偶者からの暴力を理由に避

難している者」という。）及びその同伴者であって、次に掲げる第１号の要件を満たし、かつ、第

２号から第４号までに掲げる要件のいずれかを満たしており、その旨を本市に申し出たものについ

ては、当該者分の臨時福祉給付金につき、基準日時点の住民票において当該者と同一世帯である者

から代理申請があった場合でも、不支給決定とする（申出が、当該者の基準日時点の住民票が所在

する市町村に到達した時点で、当該者に係る臨時福祉給付金の代理申請について、支給決定通知が

既に行われている場合を除く。）。 

（１） 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）上、配偶者と別の世帯に属し、国民健康保

険に加入していること又は健康保険法（大正１１年法律第７０号）、船員保険法（昭和１４年法

律第７３号）、国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号。他の法律において準用する

場合を含む。）若しくは地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）の規定による配

偶者の被扶養者となっていないこと。 

（２） その配偶者に対し、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３
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年法律第３１号）第１０条の規定による保護命令（配偶者からの暴力を理由に避難している者に

あっては、同条第１項第１号の規定による接近禁止命令又は同項第２号の規定による退去命令。

その同伴者にあっては、同条第３項又は第４項の規定による接近禁止命令をいう。）が出されて

いること。 

（３） 婦人相談所による「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書」（地方公共団体の

判断により、婦人相談所以外の配偶者暴力相談支援センターが発行した証明書を含む。）が発行

されていること。 

（４） 基準日の翌日以後に住民票が本市へ移され、住民基本台帳事務処理要領（昭和４２年１０

月４日付け自治振第１５０号自治省行政局長等通知）による支援措置の対象となっていること。 

４ 基準日において、次の第１号又は第２号のいずれかに該当する者については、当該者分の臨時福

祉給付金につき、当該者の養護者から代理申請があった場合でも、不支給決定とする（本市におい

て、当該者の入所等の事実を把握した時点で、当該者に係る臨時福祉給付金の代理申請について、

支給決定通知が既に行われている場合を除く。）。 

（１） 障害者（障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第２条第１号に規定する障害者をいう。）

のうち、養護者（障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成２３年

法律第７９号）第２条第３項に規定する養護者をいう。）から虐待を受けたことにより、同法第

９条第２項の規定による入所又は入居（以下「入所等」という。）の措置が採られている者（２

月以内の期間を定めて行われる入所等をしている者を除く。） 

（２） 高齢者（高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成１７年法

律第１２４号）第２条第１項に規定する高齢者のうち、養護者（同条第２項に規定する養護者を

いう。）から虐待を受けたことにより、同法第９条第２項の規定による入所等の措置が採られて

いる者（２月以内の期間を定めて行われる入所等をしている者を除く。） 

（臨時福祉給付金の支給等に関する周知） 

第９条 市長は、臨時福祉給付金の支給事業の実施に当たり、支給対象者の要件、申請の方法、申請

受付開始日等の事業の概要について、広報その他の方法により市民に周知を行うものとする。 

（申請が行われなかった場合等の取扱い） 

第１０条 市長は、前条の規定による周知を行ったにもかかわらず、支給対象者から第５条第２項に

規定する申請期限までに第６条の規定による申請（代理申請を含む。）が行われなかった場合は、

当該支給対象者が臨時福祉給付金の支給を受けることを辞退したものとみなす。 

２ 市長が第８条の規定による支給決定を行った後、申請書の不備による振込不能等があり、確認等

に努めたにもかかわらず、申請書の補正が行われないことその他支給対象者（その代理人を含む。）

の責めに帰すべき事由により支給ができなかったときは、当該申請が取り下げられたものとみなす。 

（不当利得の返還） 

第１１条 市長は、臨時福祉給付金の支給を受けた後に支給対象者の要件に該当しなくなった者又は

偽りその他不正の手段により臨時福祉給付金の支給を受けた者があるときは、その者に支給した臨

時福祉給付金の返還を求めるものとする。 

（受給権の譲渡又は担保の禁止） 

第１２条 臨時福祉給付金の支給を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供してはならない。 

（補則） 

第１３条 この告示に定めるもののほか、臨時福祉給付金の支給に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

この告示は、告示の日から施行する。 
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　４．表面「２．支給対象者」が大和高田市外の方に扶養されていた場合（※該当の方のみ記入してください。）

※扶養者の非課税証明書を貼付してください。

　電話番号　　     　　（　　　　 　　）

※記名押印に代えて署名することができます。

　５．代理申請・受給を行う場合（※代理人の本人確認書類の写しを貼付してください。）

　　

　電話番号　　     　　（　　　　 　　）

○申請者（請求者）との関係（代理申請・受給が可能な方一覧） ※記名押印に代えて署名することができます。

１．同一世帯：支給対象者の属する世帯の世帯構成者

２．法定代理人：親権者、未成年後見人、成年後見人、代理権付与の審判がなされた保佐人及び代理権付与の審判がなされた補助人

３．その他：親族その他の平素から支給対象者本人の身の回りの世話をしている方等で市長が適当と認める方

　【誓約・同意事項】
(1)

(2)

(3) 公簿等で確認できない場合は、関係書類の提出を行います。

(4) この申請書は、大和高田市において支給決定をした後、臨時福祉給付金（経済対策分）の請求書として取り扱います。

(5)

(6)

【必要な添付書類】

○　本人確認書類（住民基本台帳カード、運転免許証、旅券、健康保険証等の写し）

　 ※ 世帯で申し込まれる方は、必ず支給対象者全員分の本人確認書類を添付してください。

※

　 ※ 外国人の方の本人確認書類は、在留カード、特別永住者証明書等となります。　　

(注）

表面の「３．受取方法」で「Ｂ」を選択された方のみ必ず添付が必要

○ 受取口座の金融機関名、支店名、支店番号、口座番号、口座名義人（カナ）が分かる「預金通帳」か「キャッシュカード」の写し

○ ほとんどの方は添付の必要がありませんが、次の方のみ書類の添付が必要

　

□

□ 口座確認書類

□ 法定代理人確認書類

□ 扶養者の非課税証明書

□ その他
不支給

本人確認書類（申請者・支給対象者） 日付・サイン 支給の可否 支給予定日 日付・サイン

支  給

代理申請・受給を希望される場合は、表面「1．申請者（請求者）」に加え、代理人の本人確認書類（必要に応じて代理関係を確認できる書
類）も添付してください。

平成28年度臨時福祉給付金と同じ受取口座への振込を希望される場合（口座情報が印字されて
いる場合に限る。）、上記の添付書類は不要で「申請書のみ」の提出となります。

振込先金融機関口座確認書類（　写し　貼付け　）

扶養者が大和高田市外の場合の当該扶養者の非課税証明書（　写し　貼付け　）

[４．表面「２．支給対象者」が大和高田市外の方に扶養されていた場合]に記載の方

市使用欄

不　足・不　備 １次審査 ２次審査 備　考

平成28年度の臨時福祉給付金（3,000円）を受給（受給していない場合は平成28年度の臨時福祉給付金の支給要件に該当）しており、臨時福祉給付金（経済

対策分）の支給要件に該当します。

臨時福祉給付金（経済対策分）の支給要件の該当性等（「２．支給対象者」に係る支給要件の該当性等を含みます。）を審査するため、大和高田市が必要な

税や手当等の公簿等の確認を行うことや必要な資料を他の行政機関等に求めることに同意します。

大和高田市が支給決定した後、申請書の不備による振込不能等の事由により支払が完了せず、かつ、申請期限までに、大和高田市が申請者（請求者）（代

理人を含みます。）に連絡・確認できない場合には、大和高田市は当該申請が取り下げられたものとみなします。

臨時福祉給付金（経済対策分）の支給後、平成28年度の市町村民税（均等割）が課税されていることや、課税者の扶養親族等であること等により臨時福祉給

付金（経済対策分）の支給要件に該当しないことが判明した場合には、臨時福祉給付金（経済対策分）を返還します。

本人確認書類（　写し　貼付け　）

1．同一世帯

2．法定代理人

3．その他印 年　　　月　　　日

　私は、上記の者を代理人と認め、臨時福祉給付金（経済対策分）の
　〈申請・請求・受給〉　を委任します。

「１．申請者（請求者）」の氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　印

代
理
人

フ　リ　ガ　ナ
性別 生　年　月　日

申請者との
住　　　　　　所

氏　　　　　名  関係

男・女

住　　　　　　所
（平成28年1月1日時点の住民票記載の住所）氏　　　　　名

男・女
印

 

年　　　　月　　　　日

平成28年1月1日時点で、表面「2．支給対象者」を扶養していた方（扶養者）がおり、その方の住所が大和高田市外の場合、扶養者の氏名等を記入
してください。

支給対象者の

番号（表面2） 扶
養
者

フ　リ　ガ　ナ
性別 生　年　月　日
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様式第２号（第６条関係）

大和高田市長　　殿

電話番号　　　　　　　（　　　　　　　）

申請方法（申請方法（下記のＡ又はＢ）のチェック欄（□）に『✓』を入れて、必要事項を記入してください。）

□ Ａ

※

□ Ｂ 下記の３．４．５．（B又はC）を記入してください。

代理申請を行う者

年 月 日

*記名押印に代えて署名することできます。

年 月 日

支給額（請求額）　　

受取方法（希望する受取方法（下記のＡ、Ｂ又はＣ）のチェック欄（□）に『✓』を入れて、必要事項を記入してください。）

□ Ａ　支給対象者ごとに別紙様式１記載の指定の金融機関口座への振込（施設職員等による代理申請の場合）

□ Ｂ

【受取口座記入欄】

※ゆうちょ銀行を記入された場合は、通帳見開き下部の記載内容をご確認の上、支店名、分類及び口座番号（７桁）をご記入ください。

※長期間入出金のない口座を指定していただくことができませんのでご注意ください。

２．

〔施設入所等児童等用〕

　臨時福祉給付金（経済対策分）　申請書（請求書）（案）

記入日 　　　年　　　月　　　日

施設等の名称 施設等の種類
設置者等の氏名

（法人名等）
施設等が所在する住所又は里親住所地

１．

 施設職員等による代理申請　 → 下記の２．４．５．（Ａ）を記入してください。受取口座は、支給対象者本人名義の口座に限ります。

下記「２．代理申請を行う者」が、その所属する施設等に入所等している支給対象者を代理して申請する場
合には、支給対象者の氏名等及び口座を別紙様式１にご記入ください。この場合は、支給対象者は、それ
ぞれ裏面の(1)～(6)に誓約・同意し、代理人に申請・請求を委任するものとします。

 本人による申請　→

代
理
人

フ　リ　ガ　ナ
性　別 生年月日 施設等における役職

氏　　　名

男・女
印

４．

※裏面の[誓約・同意事項]（１）～（６）に誓約・同意の上、臨時福祉給付金（経済対策分）（対象者１人につき15,000円）を申請します。

３． 申請者（請求者）
フ　リ　ガ　ナ

性別 生年月日 住　所　（平成28年１月１日時点の住民票記載の住所）
※「施設等が所在する住所又は里親住所地」と同じ場合は記載不要氏　　　名

男・女
印

*記名押印に代えて署名することできます。

※裏面の[誓約・同意事項]（１）～（６）に誓約・同意の上、臨時福祉給付金（経済対策分）（対象者１人につき15,000円）を申請します。

※３の申請者（請求者）又は別紙様式１の

 　支給対象者の合計

５．

指定の金融機関口座（３．の申請者（請求者）の口座に限ります。）への振込

支給対象者 人
×1万5千円 ＝ 支給額

 （請求額）
の合計

フ 　 リ 　 ガ 　 ナ

口　座　名　義

円

金　融　機　関　名 支 店 名 分類
口 座 番 号

（右詰めでお書き くだ さい。）

店番号

銀行

農協

金庫

信組

本店　　 本所

支店　出張所
1普通

2当座

□ Ｃ　現金による支給
（１．でBを選択しており、金融機関の口座がない方、金融機関から著しく離れた場所に住んでいる方のみとなります。）

（裏面もご確認ください）

大和高田市

受付印
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（申請書裏面）

【誓約・同意事項】

(1)

(2)

(3)
(4)
(5)

(6)

[施設職員等による代理申請の場合]

平成28年度の臨時福祉給付金（3,000円）を受給（受給していない場合は、平成28年度の臨時福祉給付金の支給要件に該当）しており、
臨時福祉給付金（経済対策分）の支給要件に該当します。

臨時福祉給付金（経済対策分）の支給要件の該当性等（別紙様式１記載の支給対象者に係る支給要件の該当性等を含みます。）を審査するため、大和
高田市が必要な税や手当等の公簿等の確認を行うことや必要な資料を他の行政機関等に求めることに同意します。

公簿等で確認できない場合は、関係書類の提出を行います。

この申請書は、大和高田市において支給決定をした後、臨時福祉給付金（経済対策分）の請求書として取り扱います。

大和高田市が支給決定をした後、申請書の不備による振込不能等の事由により支払が完了せず、かつ、申請期限までに、大和高田市
が申請者・請求者（代理人を含みます。）に連絡・確認できない場合には、大和高田市は当該申請が取り下げられたものとみなします。

臨時福祉給付金（経済対策分）の支給後、平成28年度の市町村民税（均等割）が課税されていることや、課税者の扶養親族等であること等臨時福祉給
付金（経済対策分）の支給要件に該当しないことが判明した場合には、臨時福祉給付金（経済対策分）を返還します。

本人確認書類（写し　貼付け）

○　受取口座の金融機関名、口座番号、口座名義人（カナ）が分かる通帳かキャッシュカードの写し

　※　「１．申請方法　Ａ　施設職員等による代理申請」に基づき別紙様式１を記載する場合は、各支給対象者の
　　　受取口座の金融機関名、口座番号、口座名義人（カナ）が分かる通帳かキャッシュカードの写しを別紙様式２
　　　に添付してください。

○　代理申請を行う者の本人確認書類及び施設名、施設設置者が確認できる書類の写し

    例）措置決定通知書、代理申請者と施設との関係を証する書類、援助の実施を証明する書類　等

[本人による申請の場合]

○　本人確認書類  （住民基本台帳カード、運転免許証、旅券、健康保険証等の写し）

振込先金融機関口座確認書類（写し　貼付け）※

必ず添付が必要

必ず添付が必要

 

 



平成２９年６月１０日（土） 大 和 高 田 市 公 報 第３４１号 

 

 

 

 

59 

告示第３７号 

大和高田市健康増進介護予防事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２９年３月２８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市健康増進介護予防事業実施要綱の一部を改正する告示 

大和高田市健康増進介護予防事業実施要綱（平成１８年告示第２５号）の一部を次のように改正す

る。 

第１条中「要綱」を「告示」に改める。 

第２条中「要綱」を「告示」に改め、「健康増進介護予防事業」の次に「の名称」を加え、「とい

う事業名で実施する」を「とする」に改める。 

第４条第１号中「６０歳以上」を「５５歳以上」に改め、同条第２号中「が体力の衰えを感じてい

る」を削り、同条第３号中「第７条第１項に規定する市長が指定する基本健診（以下「健診」という。）」

を「教室の受講申込み後に市が行う看護師による事前問診（以下「問診」という。）」に改める。 

第５条第１項中「、医師の指示に基づき」を削り、「、運動指導員（以下「訓練担当者」という。）」

を「又は運動指導員」に改める。 

第６条中「全９回」を「全１２回」に改める。 

第７条第１項中「基づき、」の次に「大和高田市元気いっぱい教室受講申込書（様式第１号）によ

り」を加え、「健診を受診し」を「問診を受け」に改め、同条第２項中「健診」を「問診」に改め、

「医師から」を削り、「承認」を「承諾」に、「旨の通知をし、運動開始前質問票（別記様式）を送

付」を「旨を大和高田市元気いっぱい教室受講承諾通知書（様式第２号）により通知」に改め、同条

第３項を削り、同条第４項中「健診」を「問診」に改め、「医師から」を削り、「申請者」を「申込

者」に改め、「理由を」の次に「大和高田市元気いっぱい教室受講不承諾通知書（様式第３号）によ

り」を加え、同項を同条第３項とする。 

第８条の見出し中「承認」を「承諾」に改め、同条第１号中「大和高田市から転出したとき及び」

を削り、同条中第５号を第６号とし、同条第４号中「承認」を「承諾」に改め、同号の次に次の１号

を加える。 

（５） 心身状況から受講が不適当と市長が判断したとき。 

第８条中第３号を削り、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

（２） 大和高田市から転出したとき。 

第８条に次の１項を加える。 

２ 市長は、前項の規定による取消しの決定をしたときは、大和高田市元気いっぱい教室受講取消通

知書（様式第４号）により受講者に通知するものとする。 

第１０条中「要綱」を「告示」に改める。 

別記様式を削り、附則の次に次の４様式を加える。
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様式第１号（第７条関係） 

大和高田市元気いっぱい教室受講申込書 

年   月   日 

大和高田市長  殿 

 

このたび、大和高田市元気いっぱい教室を受講するに当たり、下記の事項について同意した上で、

受講を申し込みます。 

記 

 １．本人の自己責任において健康管理を行い、良好な健康状態で受講します。 

 ２．受講中のケガについては、事業実施主体に対し、一切責任を求めないことを誓約します。 

 ３．測定等によって得られた個人情報以外のデータを今後の介護予防等の調査研究に使用すること

に同意します。 

 

申 

込 

者 

住  所  

氏  名 印 性別 男 ・ 女 

生年月日 年     月     日 年齢 歳 

電話番号  

緊
急
連
絡
先 

住  所  

氏  名  申込者との続柄  

電話番号  

 

 

 

様式第２号（第７条関係） 

大和高田市元気いっぱい教室受講承諾通知書 

年   月   日 

           様 

大和高田市長           印 

 

年  月  日付けで申込みのありました大和高田市元気いっぱい教室の受講の申込みに

ついて、下記のとおり承諾しましたので通知します。 

 

記 

 

氏   名  
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住   所  

受講開始日 年     月     日から 

 

 

 

様式第３号（第７条関係） 

大和高田市元気いっぱい教室受講不承諾通知書 

年   月   日 

             様 

大和高田市長           印 

 

年  月  日付けで申込みのありました大和高田市元気いっぱい教室の受講の申込みに

ついて、下記の理由により不承諾としますので通知します。 

記 

申 込 者 

住 所  

氏 名  

不承諾理由  

備   考  

 

 

 

様式第４号（第８条関係） 

大和高田市元気いっぱい教室受講承諾取消通知書 

年   月   日 

 

          様 

大和高田市長           印 

 

年   月   日付けで受講の申込みを承諾した大和高田市元気いっぱい教室について、

下記の理由により受講の承諾を取り消したので通知します。 

 

記 

 

氏 名  

取 消 年 月 日         年      月      日 
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取消しの理由  

 

附 則 

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

告示第４６号 

 大和高田市開発指導要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長  吉 田 誠 克   

   大和高田市開発指導要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市開発指導要綱（平成１４年告示第２０号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第３項中「都市計画法」を「法」に改める。 

 第２１条第３項中「開発行為」を「第３条第１項第１号又は第２号に掲げる行為（以下「開発行為

等」という。）」に改め、「工事完了」の次に「等の」を加え、同条第５項中「開発行為」を「開発

行為等」に改め、「工事完了」の次に「等の」を加える。 

 様式第３号を次のように改める。 

 

様式第３号（第２１条関係） 

開発事業に伴う公共公益施設の帰属及び管理に関する協定書 

大和高田市（以下「甲」という。）と             （以下「乙」という。）とは、乙

が開発事業を施行するに当たり大和高田市開発指導要綱（以下「要綱」という。）の規定による協議に

基づき設置される公共公益施設（用地も含む。）の帰属及び管理について、要綱第２１条第２項の規定

により次のとおり協定を締結する。 

（開発事業の内容） 

第１条 乙が施行する開発事業の内容は、次のとおりとする。 

（１）開発場所   大和高田市                     

（２）開発面積              ㎡ 

（３）建築物の用途              

（公共公益施設の帰属・管理の内容） 

第２条 当該開発事業により設置される公共公益施設の帰属・管理の内容については、次の表のとお

りとする。 
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（公共公益施設の用に供する土地の帰属手続） 

第３条 当該開発事業により設置される公共公益施設の用に供する土地の帰属手続の時期については、

開発工事完了検査後で各項目が完了した後とする。 

２ 乙は、前条の帰属する土地について、大和高田市公有財産規則第２条により所有権以外の権利を

抹消の上所有権移転のための登記手続に必要な大和高田市道路用地寄附採納事務取扱要綱第６条

に規定する各書類を速やかに甲に提出しなければならない。 

３ 甲は、前項の書類の審査後、奈良県に対し帰属手続に必要な書類の提出があった旨を伝え、検査

済証又は位置指定通知の発行を行うよう連絡する。 

４ 第２項に要する書類、分筆及び公衆用道路等への地目変更に要する費用は、乙の負担とする。 

（公共公益施設の管理） 

第４条 第２条により甲が管理することとなる公共公益施設の管理引継ぎの時期については、別紙１

のとおりとする。 

２ 乙は、当該施設の整備工事等完了後に「公共公益施設の管理引継書」の提出を行い引継ぎ検査を

受け、維持管理の移管を行うものとする。ただし、検査により手直し等の指摘事項があった場合は、

指摘事項完遂後検査の合格したときに維持管理を甲に移管するものとする。 

（開発事業の譲渡及び権利義務の履行） 

第５条 乙は、移管手続の完了前に開発事業に関する権利の全部又は一部を第三者に譲渡しようとす

るときは、甲と協議の上、乙においてその者にこの協定を履行させるものとする。 

（疑義の決定等） 

第６条 この協定に定められた事項に関して疑義が生じたとき、又はこの協定に定めのない事項につ

いては、甲乙協議の上決定し、処理するものとする。この協定の証として本書２通を作成し、甲乙

記名押印の上各１通を保有するものとする。 

 

  年  月  日 

 

公共公益施設の種類  

所在地 大和高田市 

面積（㎡） ㎡ 

概要  

公共公益施設の種類  

所在地 大和高田市 

面積（㎡） ㎡ 

概要  

公共公益施設の種類  

所在地 大和高田市 

面積（㎡） ㎡ 

概要  

公共公益施設の種類  

所在地 大和高田市 

面積（㎡） ㎡ 

概要  

公 告 

教育委員会 
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甲 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市 

大和高田市長               印 

 

 

乙 

                     印 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示による改正後の大和高田市開発指導要綱の規定は、施行の日（以下「施行日」という。）

以後になされた事前協議から適用し、施行日前になされた事前協議については、なお従前の例によ

る。 

 

告示第４７号 

 大和高田市特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する要綱を次のように定める。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）及び特

定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利用地

域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等（平成２７年内閣府告示第４９号。

以下「内閣府告示」という。）の規定に基づく特定教育・保育に要する費用（以下「公定価格」と

いう。）の算定に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この告示における用語の意義は、法及び内閣府告示において使用する用語の例による。 

 （対象施設） 

第３条 この告示に定める公定価格は、法第２７条第１項の特定教育・保育施設（市が設置する施設

に限る。）に適用する。 

 （公定価格） 

第４条 内閣府告示第１６条の規定により市長が定める額は、内閣府告示別表２に定める額とする。 

 （補則） 

第５条 この告示に定めるもののほか、特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関し必要な事

項は、市長が定める。 

   附 則 

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

告示第４９号 

行政組織の変更に伴う関係告示の整理に関する告示を次のように定める。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   行政組織の変更に伴う関係告示の整理に関する告示 
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 （大和高田市紹介ＤＶＤ貸出し要綱の一部改正） 

第１条 大和高田市紹介ＤＶＤ貸出し要綱（平成２８年告示第１０号）の一部を次のように改正する。 

  第６条第１項中「広報情報課」を「企画広報課」に改める。 

 （大和高田市公の施設の指定管理者選定等委員会設置要綱の一部改正） 

第２条 大和高田市公の施設の指定管理者選定等委員会設置要綱（平成１７年告示第３３号）の一部

を次のように改正する。 

  第７条中「企画法制課」を「企画広報課」に改める。 

 （大和高田市広告掲載要綱の一部改正） 

第３条 大和高田市広告掲載要綱（平成２２年告示第１５１号）の一部を次のように改正する。 

  第１９条第４項第１号中「企画法制課長」を「法務情報課長」に改める。 

  第２０条第３項中「広報情報課長」を「企画広報課長」に改める。 

  第２２条中「広報情報課」を「企画広報課」に改める。 

 （大和高田市住民基本台帳ネットワークシステム運用管理規程の一部改正） 

第４条 大和高田市住民基本台帳ネットワークシステム運用管理規程（平成１４年告示第８４号）の

一部を次のように改正する。 

  第５条第２項中「広報情報課長」を「法務情報課長」に改める。 

  第７条第２項第５号を削る。 

 （大和高田市人権啓発推進本部設置規程の一部改正） 

第５条 大和高田市人権啓発推進本部設置規程（平成１４年告示第４６号）の一部を次のように改正

する。 

  第５条第１項中「広報情報課長」を「企画広報課長」に改める。 

 （大和高田市支援調整会議設置要綱の一部改正） 

第６条 大和高田市支援調整会議設置要綱（平成２７年告示第５３号）の一部を次のように改正する。 

  別表中「企画法制課長」を「企画広報課長」に、「広報情報課長」を「法務情報課長」に改める。 

 （大和高田市虐待防止ネットワーク設置要綱の一部改正） 

第７条 大和高田市虐待防止ネットワーク設置要綱（平成１７年告示第４２号）の一部を次のように

改正する。 

  第３条第１０号ア中「広報情報課」を「企画広報課」に改める。 

   附 則 

 この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

告示第５０号 

 大和高田市自立支援教育訓練給付金事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市自立支援教育訓練給付金事業実施要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市自立支援教育訓練給付金事業実施要綱（平成１６年告示第３６号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号を第３号とする。 

 第３条中第２号を削り、第３号と第２号とする。 

 第４条中「支給対象者が対象講座の受講のために支払った費用（以下「教育訓練経費」という。）

の６０パーセントに相当する額とする。ただし、当該額が２０万円を超える場合の支給額は２０万円

とし、１万２千円を超えない場合は訓練給付金の支給は行わないもの」を「次の各号に掲げる支給対

象者の区分に応じ、当該各号に定める額」に改め、同条に次の２号を加える。 



平成２９年６月１０日（土） 大 和 高 田 市 公 報 第３４１号 

 

 

 

 

66 

 （１） 対象講座の受講開始日の時点において、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）及び雇

用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）の規定による一般教育訓練に係る教育訓練給付

金（以下「一般教育訓練給付金」という。）の支給を受けることができない支給対象者 当該支

給対象者が対象講座の受講のために支払った費用（入学料及び授業料に限る。）の額に１００分

の６０を乗じて得た額（その額が２００，０００円を超えるときは２００，０００円とし、１２，

０００円を超えない場合は支給しないものとする。） 

 （２） 前項以外の支給対象者 前号に定める額から同法第６０条の２第４項の規定により当該支

給対象者が支給を受けた一般教育訓練給付金の額を差し引いた額 

 第７条第１項第５号中「受講者」を「申請者」に改め、同項第６号中「受講者」を「申請者」に、

「支払った教育訓練経費」を「対象講座の受講のために支払った費用」に改め、同条に次の１号を加

える。 

 （７） 雇用保険法による一般教育訓練給付金が支給されている場合は、その額を証明する書類 

 様式第１号中 

「 

公共職業安定所の教育訓練 

給付受給資格等の有無 
受講開始日現在において雇用保険制度の育訓練給付の受給資格が  ある・ない 

                                            」 

を 

「 

公 共 職 業 安 定 所 の 

一般教育訓練給付金 

受 給 資 格 等 の 有 無 

受講開始日現在において 

雇用保険制度の一般教育訓練給付金の受給資格が         ある・ない 

                                            」 

に、 

「２ 支給の対象となるのは、入学料及び受講料の合計額の６割相当額（限度２０万円）です。 

                                        」 

を 

「２ 支給の対象となるのは、入学料及び受講料の合計額の６割相当額（限度２０万円）です。 

   雇用保険法による一般教育訓練給付金の受給資格のある者については、上記の額 

から雇用保険法による一般教育訓練給付金の支給額を差し引いた額が支給されます。    」 

に改める。 

 様式第３号の備考２中 

「２ 支給の対象となるのは、入学料及び受講料の合計額の６割相当額（限度２０万円）です。 

                                        」 

を 

「２ 支給の対象となるのは、入学料及び受講料の合計額の６割相当額（限度２０万円）です。 

   雇用保険法による一般教育訓練給付金の受給資格のある者については、上記の額 

から雇用保険法による一般教育訓練給付金の支給額を差し引いた額が支給されます。    」 

に改める。 

 様式第４号及び様式第５号中 

「 

所 要 費 用 入学料    円、受講料    円、合計額    円 
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                                            」 

を 

「 

所 要 費 用 入学料    円、受講料    円、合計額    円 

雇用保険法による一般 

教 育 訓 練 給 付 金 の 

受 給 額 

       円 

                                            」 

に改める。 

   附 則 

 この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

告示第５１号 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条第１項の規定により、大和高田市一般廃棄物処理基

本計画を定めるので、大和高田市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理に関する条例第１４条の

規定により告示します。 

平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．計 画 名：大和高田市一般廃棄物処理基本計画 

２．計画概要：平成１８年１０月に策定された一般廃棄物処理基本計画（前計画）が平成２８年

度を目標年度としたものであるため、一般廃棄物処理基本計画策定指針（環境

省：平成２８年９月)に基づいた一般廃棄物処理基本計画を新たに定める。 

３．計画年度：（初 年 度）平成２９年度 

       （中間目標）平成３５年度 

       （目標年度）平成４３年度 

 

告示第５２号 

 大和高田市市民交流センター市民協働推進会議設置要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２９年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市市民交流センター市民協働推進会議設置要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市市民交流センター市民協働推進会議設置要綱（平成２８年告示第７０号の２）の一部を

次のように改正する。 

 第５条に次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、同項の任期の途中に新たに委嘱又は任命された委員の任期は、他

の委員の任期満了の日までとする。 

   附 則 

 この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

告示第６４号の３ 

 大和高田市臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２９年５月１日 
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大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市臨時職員の任用等に関する要綱（平成１６年告示第３０号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表第１中 

「 

クリーンセンター技能員 ― ７，２００円 ９２０円 

                                     」を 

「 

クリーンセンター技能

員 

収集作業員 ― ８，５００円 １，０９０円 

工場作業員 ― ７，２００円 ９２０円 

                                     」に改める。 

   附 則 

この告示は、告示の日から施行する。 

 

告示第６６号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、平成２９年５月１５日付

けで専決処分した予算の要領は次のとおりです。 

  平成２９年５月１５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 平成２９年度大和高田市一般会計補正予算（第１号） 

 

 

平成２９年度大和高田市一般会計補正予算（第１号） 

平成２９年度大和高田市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７，８３０千円を追加し、歳入歳出 

予算の総額を歳入歳出それぞれ２３，５０７，８３０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

18.繰越金  
100,000 7,830 107,830 

1.繰越金 
100,000 7,830 107,830 

補正されなかった科目に係る額 23,400,000 0 23,400,000 

歳  入  合  計 23,500,000 7,830 23,507,830 
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（歳出）                                 （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

10.教育費  
2,443,577 7,830 2,451,407 

6.社会教育

費 420,803 7,830 428,633 

補正されなかった科目に係る額 21,056,423 0 21,056,423 

歳  出  合  計 23,500,000 7,830 23,507,830 

 

 

告示第６７号 

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、大和高田市自転車等

の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。 

平成２９年５月１５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．処分の根拠 

移動日から６０日を経過したにもかかわらず、引取りがないため 

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例第１０条第３項及び同条例施行規則第５条 

２．処分対象自転車等の保管場所 

大和高田市曽大根 

大和高田市高架下自転車保管所 

３．処分年月日 

平成２９年９月１日 

４．処分対象自転車等の移動年月日 

  平成２９年２月１日から平成２９年２月２８日までの間 

 

告示第６８号 

 大和高田市ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金交付要綱を次のように定める。  

  平成２９年５月１５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、安心安全で住みよい明るいまちづくりを目指し、自治会等が行うＬＥＤ防犯灯

の設置に要する経費の全部又は一部に充てるため予算の範囲内で大和高田市ＬＥＤ防犯灯設置事

業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

 （１） 自治会等 一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された住民自治組織又は認

可地縁団体（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第７項の認可地縁団体をい
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う。）をいう。 

 （２） 防犯灯 主として夜間における犯罪の防止を図るために自治会等が設置及び維持管理する

市道その他の道路等に設置する照明灯をいう。 

 （３） ＬＥＤ防犯灯 防犯灯のうち、光源に消費電力の少ない発光ダイオードを使用したもの又

は同等以上の性能を有すると認められる照明灯をいう。 

 （４） 灯具設置用照明柱 ＬＥＤ防犯灯を設置するための鋼管柱、コンクリート柱、木柱等の独

立柱をいう。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の対象となる事業は、自治会等が行う次に掲げる事業とする。ただし、国、県又はこ

の告示によらない他の補助制度の適用を受けている場合にあっては、補助金の対象としない。 

 （１） 防犯灯が設置されていない場所に新たにＬＥＤ防犯灯を設置する事業（次号に掲げる事業

のうち撤去する防犯灯が設置されている壁面から半径５メートルを超える場所に新たにＬＥＤ防

犯灯を設置する事業を含む。） 

 （２） 補助金の交付を受けずに設置した防犯灯を撤去し、新たにＬＥＤ防犯灯を設置する事業（前

号に掲げる事業に含まれるものを除く。） 

 （３） 第１号に規定する事業に附帯して灯具設置用照明柱を新設する事業 

 （補助対象経費） 

第４条 補助金の対象となる経費は、次に掲げるとおりとする。 

 （１） ＬＥＤ防犯灯機器本体及び附属部材に係る経費 

 （２） 灯具設置用照明柱本体及び附属部材に係る経費 

 （３） 設置工事に係る費用（既設の防犯灯を撤去するための経費を含む。） 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。ただし、補助の

対象となる経費の総額が当該各号に定める額に満たないときは、当該補助の対象となる経費の総額

を補助金の額とする。 

 （１） 第３条第１号に掲げる事業 ＬＥＤ防犯灯１基につき２０，０００円 

 （２） 第３条第２号に掲げる事業 ＬＥＤ防犯灯１基につき１５，０００円 

 （３） 第３条第３号に掲げる事業に要する経費 照明柱１本につき３０，０００円 

２ 前項ただし書の規定により補助金の額を決定する場合において、１，０００円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てる。 

 （事前協議） 

第６条 補助金の交付を受けようとする自治会等の代表者（以下「申請者」という。）は、ＬＥＤ防犯

灯設置事業補助金事前協議書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に届け出なければな

らない。 

 （１） ＬＥＤ照明灯を設置する位置を明示した地図 

 （２） 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（交付申請） 

第７条 申請者は、ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金申請書（様式第２号）に次に掲げる書類を添えて、

事業を着手するまでに市長に提出しなければならない。 

 （１） 大和高田市ＬＥＤ防犯灯設置事業事前協議書の写し 

 （２） 見積書の写し 

 （３） ＬＥＤ照明灯を設置する位置を明示した地図 

 （４） 灯具詳細表（様式第３号） 

 （５） 設置するＬＥＤ防犯灯に係るカタログの写しその他形状等が分かる書類 



平成２９年６月１０日（土） 大 和 高 田 市 公 報 第３４１号 

 

 

 

 

71 

 （６） 土地管理者の承諾書の写し（灯具設置用照明柱を設置する場合に限る。） 

 （７） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類の審査又は必要に応じ

て行う現地調査等により、速やかに補助金を交付するかどうかを決定するものとする。この場合に

おいて、補助金を交付する決定をしたときはＬＥＤ防犯灯設置事業補助金交付決定通知書（様式第

４号）により、補助金を交付しない決定をしたときはＬＥＤ防犯灯設置事業補助金不交付決定通知

書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、補助金の交付の決定に際し、補助事業の適正な執行のため必要があると認めるときは、

条件を付すことができる。 

（変更等の承認） 

第９条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた申請者（以下「事業者」という。）は、当該交

付の決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）を変更しようとするとき、又は補助事業を中

止し、若しくは廃止しようとするときは、直ちにＬＥＤ防犯灯設置事業補助金変更承認申請書（様

式第６号。以下「変更承認申請書」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による変更承認申請書の提出があったときは、その内容を審査し、当該変更

等の可否を決定したときは、ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金変更承認（不承認）決定通知書（様式第

７号）により事業者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１０条 事業者は、補助事業が完了したとき（前条第２項の規定により補助事業の中止又は廃止の

承認を受けたときを含む。）又は当該補助事業に係る交付の決定があった日の属する会計年度が終

了したときは、速やかに補助事業完了報告書（様式第８号。以下「報告書」という。）に次に掲げ

る書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 （１） 領収書、振込明細書その他支払の事実が分かるものの写し 

 （２） 補助事業着手前及び完了後の状況写真 

 （３） 電気事業者への電気契約手続に係る書類の写し又は電気事業者が発行する電気受給内容証

明書 

 （４） 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条に規定する報告書及び添付書類の提出を受けたときは、当該報告書等の審査

及び必要に応じて行う現地調査等により、補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付

した条件に適合するか否かを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、

ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金確定通知書（様式第９号）により事業者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１２条 前条の規定による補助金の額の確定の通知を受けた事業者が補助金の交付を受けようとす

るときは、ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金交付請求書（様式第１０号）を市長に提出しなければなら

ない。 

（交付決定の取消し） 

第１３条 市長は、事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定の全部又は

一部を取り消すことができる。 

 （１） 補助金を交付目的以外に使用したとき。 

 （２） 詐欺その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

 （３） 補助事業を中止し、又は廃止したとき。 

 （４） 前３号に掲げるもののほか、この告示又はこの告示に基づく市長の指示に違反したとき。 
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（補助金の返還） 

第１４条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消しに

係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、当該事業者に対して期限を定めてその返還

を命ずるものとする。 

（補則） 

第１５条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この告示は、告示の日から施行する。 

 

様式第１号（第６条関係） 

  年  月  日 

ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金事前協議書 

大和高田市長 様 

届出者   団 体 名                 

        代表者住所 〒           

大和高田市 

       代表者氏名             印   

        電 話 番 号                 

 

ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金の交付を受けたいので、大和高田市ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金交付

要綱の規定により、下記のとおり協議します。 

 

１．概要 

設置区分 要 望 協議結果（市役所記入欄） 

ＬＥＤ防犯灯設置       基 
      基

（                ） 

照明柱の設置       本 
      本

（                ） 

   

 

２．添付書類 

□ ＬＥＤ照明灯を設置する位置を明示した地図 

□ その他市長が必要と認める書類 

受 付 欄 
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様式第２号（第７条関係） 

  年  月  日 

ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金申請書 

大和高田市長 様 

申請者   団 体 名                 

      代表者住所 〒           

大和高田市 

  代表者氏名             印   

  電 話 番 号                 

 

ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金の交付を受けたいので、大和高田市ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金交付

要綱の規定により、下記のとおり申請します。 

記 

１．設置件数 

設置区分 設置件数 

ＬＥＤ防犯灯設置              基 

照明柱の設置              本 

２．事前協議書受付番号  

番 

 

３．添付書類 

  □ ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金事前協議書の写し 
□ 見積書の写し 
□ ＬＥＤ照明灯を設置する位置を明示した地図 
□ 灯具詳細表 
□ 設置するＬＥＤ防犯灯に係るカタログの写しその他形状等が分かる書類 
□ 土地管理者の承諾書の写し（灯具設置用照明柱を設置する場合に限る。） 

  □ その他市長が必要と認める書類 



平成２９年６月１０日（土） 大 和 高 田 市 公 報 第３４１号 

 

 

 

 

74 

様式第３号（第７条関係） 

灯具詳細表 

№ 設置場所 設置ＬＥＤ灯具 設置箇所 

１ 

大和高田市 

 

番地 先 

メーカー： 

 

品番： 

 

電力柱（番号     ） 

電話柱（番号     ） 

その他（       ） 

照明柱設置 有・無 

２ 

大和高田市 

 

番地 先 

メーカー： 

 

品番： 

 

電力柱（番号     ） 

電話柱（番号     ） 

その他（       ） 

照明柱設置 有・無 

３ 

大和高田市 

 

番地 先 

メーカー： 

 

品番： 

 

電力柱（番号     ） 

電話柱（番号     ） 

その他（       ） 

照明柱設置 有・無 

４ 

大和高田市 

 

番地 先 

メーカー： 

 

品番： 

 

電力柱（番号     ） 

電話柱（番号     ） 

その他（       ） 

照明柱設置 有・無 

５ 

大和高田市 

 

番地 先 

メーカー： 

 

品番： 

 

電力柱（番号     ） 

電話柱（番号     ） 

その他（       ） 

照明柱設置 有・無 

６ 

大和高田市 

 

番地 先 

メーカー： 

 

品番： 

 

電力柱（番号     ） 

電話柱（番号     ） 

その他（       ） 

照明柱設置 有・無 

７ 

大和高田市 

 

番地 先 

メーカー： 

 

品番： 

 

電力柱（番号     ） 

電話柱（番号     ） 

その他（       ） 

照明柱設置 有・無 

８ 

大和高田市 

 

番地 先 

メーカー： 

 

品番： 

 

電力柱（番号     ） 

電話柱（番号     ） 

その他（       ） 

照明柱設置 有・無 

９ 

大和高田市 

 

番地 先 

メーカー： 

 

品番： 

 

電力柱（番号     ） 

電話柱（番号     ） 

その他（       ） 

照明柱設置 有・無 

10 

大和高田市 

 

番地 先 

メーカー： 

 

品番： 

 

電力柱（番号     ） 

電話柱（番号     ） 

その他（       ） 

照明柱設置 有・無  
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様式第４号（第８条関係） 

第     号 

年  月  日 

           様 

                            大和高田市長        印   

 

ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金交付決定通知書 

 

      年  月  日付けで申請のあった、ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金について下記のとお

り決定しましたので通知します。 

 

記 

 

１．交付決定額 

 金           円  

 

２．交付の条件 

 

 

３．その他 

・大和高田市ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金交付要綱を遵守すること。 

・申請内容に変更が生じる場合は、速やかにＬＥＤ防犯灯設置事業補助金変更承認申請書を

提出し、市長の承認を受けること。 

・事業完了後は、速やかにＬＥＤ防犯灯設置事業完了報告書により実績報告を行うこと。 

 

 

 

様式第５号（第８条関係） 

第     号 

年  月  日 

           様 

 

大和高田市長        印   

 

ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金不交付決定通知書 

 

      年  月  日付けで申請のあった、ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金について下記の理由

により不交付と決定しましたので通知します。 

 

記 

 

不交付決定理由  



平成２９年６月１０日（土） 大 和 高 田 市 公 報 第３４１号 

 

 

 

 

76 

様式第６号（第９条関係） 

年  月  日 

ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金変更承認申請書 

大和高田市長 様 

事業者   団 体 名                 

    代表者住所 〒           

大和高田市 

  代表者氏名             印   

  電 話 番 号                 

 

      年  月  日付け第   号で交付の決定を受けたＬＥＤ補助事業を下記のとおり

変更したいので、大和高田市ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金交付要綱の規定により申請します。 

 

記 

 

変更等の内容 

 

 

様式第７号（第９条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

           様 

 

大和高田市長        印   

 

ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金変更承認（不承認）決定通知書 

 

      年  月  日付けで申請のあった、ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金変更承認について下

記のとおり決定しましたので通知します。 

 

記 

 

１．変更等の承認 

 

        承認    ・    不承認  

 

 

２．不承認の場合の理由 
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様式第８号（第１０条関係） 

年  月  日 

 

補助事業完了報告書 

大和高田市長 様 

事業者   団 体 名                 

代表者住所 〒               

大和高田市          

代表者氏名             印   

   電 話 番 号                 

 

      年  月  日付け第   号で交付決定のあった補助事業が完了しましたので、大和

高田市ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金交付要綱の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．補助金交付決定額 

              金          円  

 

２．事業完了日 

                 年   月   日 

 

３．添付書類 

  □ 領収書、振込明細書その他支払いの事実が分かるものの写し 

  □ 補助事業着手前及び完了後の状況写真 

□ 電気事業者への電気契約手続に係る書類の写し又は電気事業者が発行する電気受

給内容証明書 

  □ その他市長が必要と認める書類 
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様式第９号（第１１条関係） 

第     号 

年  月  日 

 様 

大和高田市長        印   

 

ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金確定通知書 

 

      年  月  日付けで完了の報告のあった補助事業について、補助金額を下記のとおり

確定しましたので通知します。 

 

記 

補助金確定額 

             金           円  

 

 

様式第１０号（第１２条関係） 

年  月  日 

ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金交付請求書 

大和高田市長 様 

事業者   団 体 名                 

代表者住所 〒               

大和高田市          

代表者氏名             印   

   電 話 番 号                 

 

大和高田市ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金交付要綱の規定により、下記のとおり補助金を請求します。 

 

記 

 

１．補助金交付請求額 

             金           円  

 

２．補助金振込口座 

金融機関 

金融機関名  支店等  

金融機関コード     支店コード    

フリガナ  
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口座名義  

預金種別 
普 通 

当 座 
口座番号        

 

 

告示第６９号 

 大和高田市後援等に係る事務取扱要綱を次のように定める。 

  平成２９年５月１９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市後援等に係る事務取扱要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市以外の団体が行う事業又は行事（以下「事業等」という。）に対して、市が後

援、協賛又は共催（以下「後援等」という。）をする場合の基準、手続等について必要な事項を定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 後援 市が事業等の趣旨に賛同し、補助金、負担金その他の金銭の交付、物品の提供及び

人的支援を行わず、奨励の意を表して名義の使用を承諾することによって支援することをいう。 

（２） 協賛 市が事業等の企画又は実施に参画しないが、補助金その他の金銭の交付、物品の提

供及び人的支援を行うことをいう。 

（３） 共催 市が事業等の企画又は実施に参画し、当該事業等に職員等を配置し、又は参加させ、

又は負担金その他の金銭の交付を行い、かつ、責任の一部を負うことをいう。 

（承諾の基準） 

第３条 後援等は、次の各号のいずれにも該当する事業等に限り承諾するものとする。 

（１） 事業等の目的及び開催日程が明確であること。 

（２） 広く一般市民を対象とした事業等であって、原則として市内が開催地であること。ただし、

市民の幅広い参加が期待できる事業等又は市を広く知らしめることが期待できる事業等である

場合は、この限りでない。 

（３） 堅実な活動実績を有し、かつ、事業等の遂行能力があると判断されるものであること。 

（４） 公衆衛生、安全管理、災害防止等に係る措置がなされていること。 

（５） 参加者から入場料その他費用を徴収する事業等にあっては、当該費用の金額が類似する他

の事業等において徴収する費用の額に比して不相当に高額でないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項の事業等が次の各号のいずれかに該当するときは、後援等を承諾

しないものとする。 

（１） 法令若しくは公序良俗に反するもの又はそのおそれのあるもの 

（２） 営利又は商業宣伝を目的とするもの 

（３） 特定の宗教若しくは政治団体を宣伝し、支持し、又は反対する意図があると認められるも

の 

（４） その他後援等を承諾することが不適当と認められるもの 

（申込手続） 

第４条 市の後援等の承諾を受けようとする者は、原則として後援等の事業等を実施する日の１月前

までに、後援等承諾申込書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければな
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らない。 

（１） 主催者の概要、活動目的及び活動実績を明らかにする書類 

（２） 役員その他事業等関係者の住所、役職名等を明らかにする書類 

（３） 事業等の目的及び計画を明らかにする書類（予算書を含む。） 

（４） 入場料その他費用を徴収する場合にあっては、事業等に係る収支予算書等 

（５） その他市長が必要と認める書類 

（承諾の決定等） 

第５条 市長は、前条に規定する申込み（以下「申込み」という。）があったときは、その内容を審査

し、後援等を承諾するときは後援等承諾通知書（様式第２号）により、承諾することが適当でない

と認めるときは後援等不承諾通知書（様式第３号）により、当該申込みをした者に通知するものと

する。 

２ 市長は、前項の規定による承諾に際して、必要があると認めるときは、次に掲げる条件を付すこ

とができる。 

（１） 後援等に使用する名義を大和高田市とすること。 

（２） 事業等を実施する際に生じた事故、災害等については、前項の規定により承諾を受けた団

体の責任において処理を行うこと。 

（事業等内容の変更） 

第６条 前条第１項の規定により承諾を受けた団体は、当該事業等を中止し、又はその内容を変更し

ようとするときは、後援等承諾変更届出書（様式第４号）により、速やかにその旨を市長に届け出

なければならない。 

（実施事業等の報告） 

第７条 市長は、必要があると認めるときは、後援等を承諾した事業等の実施状況その他必要な事項

について、後援等実施事業等報告書（様式第５号）により、団体に報告を求めることができる。 

（承諾の取消し） 

第８条 市長は、承諾した事業等又は団体が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、そ

の承諾を取り消すことができる。 

（１） 申込みの内容又は添付書類に虚偽があると認められるとき。 

（２） 第３条第２項各号のいずれかに該当することが明らかになったとき。 

（３） その他市長が承諾を取り消すことが適当と認めたとき。 

（事務主管課等） 

第９条 後援等に関する承諾の事務は、当該後援等に係る事業等の内容と関係する事務を所掌する課

等が行うものとする。 

（補則） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この告示は、告示の日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 

後援等承諾申込書 

平成  年  月  日 

大和高田市長  様 

団体名 

代表者            印 

担当者 

住 所 

連絡先 

 

次の事業等について、大和高田市の [ 後援・協賛・共催 ] に係る承諾を受けたいので、関係書類

を添えて申し込みます。 

事業等の名称  

主催者 
 

実施日又は 

実施期間 

 

実施場所 

 

入場料等 
（ 入 場 料 ）    ・無料  ・有料（      円） 

（その他の費用） 

実施目的 

 

 

 

事業等内容 

 

 

 

 

 

 

様式第２号（第５条関係） 

後援等承諾通知書 

第     号 

  年  月  日 

様 

大和高田市長       印 

 

年   月   日付けで申請のありました次の事業等について、 [ 後援・協賛・共催 ] の承

諾を決定しましたので、通知します。 

事業等の名称  

実施日又は実施期間 
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実施場所 
 

使用を承諾する名義  

承諾の条件 

 

 

 

 

 

様式第３号（第５条関係） 

後援等不承諾通知書 

第     号 

  年  月  日 

   様 

大和高田市長      印 

 

 

年   月   日付けで申請のありました次の事業等について、 [ 後援・協賛・共催 ] を承

諾しないことに決定しましたので、通知します。 

事業等の名称  

不承諾の理由  
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様式第４号（第６条関係） 

後援等承諾変更届出書 

  年  月  日 

大和高田市長  様 

団体名 

代表者            印 

担当者 

住 所 

連絡先 

 

大和高田市の [ 後援・協賛・共催 ] の承諾を受けた次の事業等について、その内容に変更が生じ

ましたので届け出ます。 

事業等の名称 
 

変更事項 

変更前 

変更後 

変更理由 

 

 

 

 

様式第５号（第７条関係） 

後援等実施事業等報告書 

  年  月  日 

大和高田市長  様 

団体名            

代表者          印 

 

大和高田市の [ 後援・協賛・共催 ] の承諾を受けた事業等について、次のとおり報告します。 

事業等の名称  

実施日又は 

実施期間 

 

実施場所 

 

入場料等 
（ 入 場 料 ）    ・無料  ・有料（      円） 

（その他の費用） 

参加者数       
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特記事項 

 

 

 

告示第７０号 

 大和高田市子どものための教育・保育の利用に関する様式を定める要綱の一部を改正する告示を次

のように定める。 

  平成２９年５月１９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市子どものための教育・保育の利用に関する様式を定める要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市子どものための教育・保育の利用に関する様式を定める要綱（平成２７年告示第４７号）

の一部を次のように改正する。 

 第２条に次の２項を加える。 

８ 府令第７条第２項の規定による通知は、支給認定通知書（様式第７号の２）とする。 

９ 府令第４条の２第１項の規定による申請は、支給認定交付申請書（様式第７号の３）とする。 

 様式第１号中 

「・「有」を○で囲んだ場合は①～④に、「無」を○で囲んだ場合は①、②及び④に 

必要事項を記入してください。                      」を 

「・「有」を○で囲んだ場合は①～④に、「無」を○で囲んだ場合は①、②及び④に 

必要事項を記入してください。                       

・支給認定を受けた場合に、支給認定に係る通知に代えて「支給認定証」の交付を 

受けたい場合は、別途申請が必要です。                  」に改める。 

 様式第２号中 

「 

子

ど

も 

フリガナ 

氏  名 

 

生年月日  性 別  

                                         」を 

「 

児 

 

童 

フリガナ 

氏  名 

 

生年月日  性 別  

                                         」に改め

る。 

 様式第４号中 

「支給認定証を添付してください。紛失・汚損した場合は、再交付申請をしてください。」を 

「支給認定証の交付を受けている場合、支給認定証を添付してください。支給認定証 

を紛失・汚損した場合は、再交付申請をしてください。                」に、 

「 

変更内容 必要な添付書類 
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①住所 

支給認定証 ②教育・保育を利用する子

ども 

③保護者 ・支給認定証 

・保護者が婚姻した場合、婚姻相手の保育理由証明書 ④世帯の状況 

⑤認定区分 

・支給認定証 

・１号認定から２号認定への変更の場合、保育理由証明書 

・保育短時間認定から保育標準時間認定への変更の場合、

保育理由証明書（既に提出済みの場合は、コピーでも可。

ただし、変更は保育必要量が保育標準時間に相当すると

認められる場合に限ります。） 

⑥有効期間 
・支給認定証 

・保育理由証明書 

⑦利用者負担 

・支給認定証 

・公簿等により市町村民税課税状況が確認できない場合、

課税証明書 

・保育料軽減の対象となる場合、保育料軽減理由の確認書

類（児童扶養手当証書等） 

⑧保育を必要とする理由 
・支給認定証 

・保育理由証明書 

                                         」を 

「 

変更内容 必要な添付書類 

①保護者 
・保護者が婚姻した場合、婚姻相手の保育理由証明書 

②世帯の状況 

③認定区分 ・１号認定から２号認定への変更の場合、保育理由証明書 

・保育短時間認定から保育標準時間認定への変更の場合、

保育理由証明書（既に提出済みの場合は、コピーでも可。

ただし、変更は保育必要量が保育標準時間に相当すると

認められる場合に限ります。） 

・保育理由証明書 

④有効期間 

⑤利用者負担 

・公簿等により市町村民税課税状況が確認できない場合、

課税証明書 

・保育料軽減の対象となる場合、保育料軽減理由の確認書

類（児童扶養手当証書等） 

⑥保育を必要とする理由 ・保育理由証明書 

                                         」に改め

る。 

 様式第７号の次に次の２様式を加える。 

様式第７号の２（第２条関係） 

 

             様 

 

 この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以

内に審査請求をすることができます。 

 また、この決定の取消しを求める訴えをする場合は、この決定があったことを知った日から６月以

内に、大和高田市を被告として（訴訟において市を代表する者は大和高田市長となります。）当該訴え

を提起することができます。ただし、正当な理由がない限り、この決定の日から１年を経過したとき

は、提起することができません。 
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支  給  認  定  通  知  書 

認 定 区 分  

保 育 の 事 由 

及 び 必 要 量 

 

支 給 認 定 証 番 号  

有 効 期 間  

児

童 

フ リ ガ ナ 

氏 名 

 

生 年 月 日  性 別  

保

護

者 

氏 名  

居 住 地  

生 年 月 日  

変 更 事 項  

支給認定証を希望する方は別途申請書を提出してください。 

     年  月  日 

大和高田市長      印  

 

 

 

様式第７号の３（第２条関係） 

支給認定証交付申請書 

  年  月  日 

大和高田市長  殿 

 

次のとおり、支給認定証の交付を申請します。 

住所 
〒 

大和高田市 

申請者 

（保護者） 

氏名 生年月日 連絡先 
子どもとの続

柄 

ふりがな 

   年  月  日 
自宅    －    － 
携帯     －    － 

 

 

教育・保育を利

用する子ども 

氏名 生年月日 性別 利用施設・事業 備考 

ふりがな

    年  月  日 男 ・ 女   

ふりがな

    年  月  日 男 ・ 女   

ふりがな

    年  月  日 男 ・ 女   

支給認定内容が変更となった場合、支給認定通知書の交付となります。支給認定内容が変更となっ

た場合でも支給認定証を希望する方は再度支給認定証交付申請書を提出する必要があります。 
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   附 則 

 この告示は、告示の日から施行する。 

 

告示第７1 号 

 市内において、広告物を表示し、又は広告物を掲出する物件を設置してはならない地域、場所及び

物件に掲出されていた広告物を次のとおり屋外広告物法第７条第４項及び同法第８条第１項の規定に

より除却し、保管したので告示します。 

 なお、引き取りのない場合は、屋外広告物法第８条第４項の規定により、当該広告物を廃棄します。 

平成２９年５月１９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克 

１．引取期間  公示の日から二週間（屋外広告物法第８条第３項第１号に規定する広告物について

は二日間） 

２．引取方法  引き取り人がその広告物又は掲出物件の返還を受けるべき所有者等であることが確

認できるものを提示し、受領書及び誓約書と引き換えに返還する。 

３．引取時間  午前９時から午後５時（土日祝日を除く） 

４．連 絡 先  大和高田市役所 環境建設部 都市計画課 

   ＴＥＬ ０７４５－２２－１１０１  

 

整理

番号 
名   称 種 類 数量 

設置 

場所 
除却日 保管開始日 保管場所 

１ 不動産 はり札 ２ 市内 H29.5.16 H29.5.16 
市役所西駐

車場 

 

告示第７４号 

 平成２８年度国民健康保険税第６期、第７期及び第８期の督促状を郵送により送達しましたが、そ

の送達を受けるべき者の住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部・収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出が

あればいつでも交付します。 

平成２９年５月２４日 

                   大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ この通知の発送年月日 

平成２８年度国民健康保険税第６期 平成２９年１月２６日 

平成２８年度国民健康保険税第７期 平成２９年２月２３日 

平成２８年度国民健康保険税第８期 平成２９年３月２８日 

２ 送達を受けるべき者 

  省略(市役所前掲示板に掲示済み) 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第７５号 

 平成２９年度固定資産税・都市計画税納税通知書をを郵便により送達しましたが、その送達を受け

るべき者の住所等が不明であるため送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２

０条の２の規定により、次のとおり公示送達します。 
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 なお、公示送達に係る書類は税務課固定資産税係で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出が

あればいつでも交付します。 

平成２９年５月２５日 

                   大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ この納税通知書の発送年月日 

平成２９年４月１０日 

２ この公示送達により変更する納期限 

    変更前 平成２９年５月１日 

    変更後 平成２９年７月３１日 

２ 送達を受けるべき者 

  省略(市役所前掲示板に掲示済み) 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第７６号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、平成２９年５月３１日付

けで専決処分した予算の要領は次のとおりです。 

  平成２９年５月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 平成２９年度大和高田市住宅新築資金等貸付金特別会計補正予算(第１号) 

２ 平成２９年度大和高田市駐車場事業特別会計補正予算(第１号) 

 

平成２９年度大和高田市住宅新築資金等貸付金特別会計補正予算（第１号） 

平成２９年度大和高田市の住宅新築資金等貸付金特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２５５，７８４千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ２７３，８８４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

1.諸収入  
18,100 255,784 273,884 

2.雑入 
18,099 255,784 273,883 

補正されなかった科目に係る額 0 0 0 

歳  入  合  計 18,100 255,784 273,884 

（歳出）                                  （単位：千円） 
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款 項 補正前の額 補 正 額 計 

3.繰上充用金  
0 255,784 255,784 

1.繰上充用金 
0 255,784 255,784 

補正されなかった科目に係る額 18,100 0 18,100 

歳  出  合  計 18,100 255,784 273,884 

「第３款 繰上充用金」を新設する。 

平成２９年度大和高田市駐車場事業特別会計補正予算（第１号） 

平成２９年度大和高田市の駐車場事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３４６，００５千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ３６６，００５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

1.使用料及び手

数料 

 
19,998 346,005 366,003 

1.使用料 
19,998 346,005 366,003 

補正されなかった科目に係る額 
2 0 2 

歳  入  合  計 
20,000 346,005 366,005 

 

（歳出）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

3.繰上充用金  
0 346,005 346,005 

1.繰上充用金 
0 346,005 346,005 

補正されなかった科目に係る額 
20,000 0 20,000 

歳  入  合  計 
20,000 346,005 366,005 

 

 

告示第７７号 
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 大和高田市既存木造住宅耐震診断事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２９年５月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市既存木造住宅耐震診断事業実施要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市既存木造住宅耐震診断事業実施要綱（平成１８年告示第５４号）の一部を次のように改

正する。 

 第１条中「要綱」を「告示」に、「木造住宅の耐震診断を実施」を「予算の範囲内において、既存

木造住宅の耐震診断に要する費用の全額を市が負担」に改める。 

 第２条中「要綱」を「告示」に改め、同条第１号を次のように改める。 

 （１） 既存木造住宅 木造のものであって、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第

１号に規定する建築物のうち一戸建ての住宅、長屋住宅及び共同住宅に該当するもの（当該既存

木造住宅が店舗その他これに類するものの用途を兼ねる場合にあっては、当該用途に供する部分

の床面積が延べ床面積の２分の１未満であるものに限る。）をいう。 

 第３条を次のように改める。 

第３条 削除 

 第４条中「事業対象区域内に存する住宅のうち、昭和５６年５月３１日以前に着工された在来軸組

工法の木造住宅であって、延べ床面積が２５０平方メートル以下で、かつ、地階を除く階数が２以下

の」を「大和高田市の区域内に存する既存木造住宅であって、次の各号のいずれにも該当する」に改

め、同条に次の各号を加える。 

 （１） 昭和５６年５月３１日以前に建築工事が着工されていること。ただし、昭和５６年６月１

日以後に増改築されている場合であって、耐震診断をする必要がないと市長が認める場合は、こ

の限りでない。 

 （２） 在来軸組工法で建築されたものであること。 

 （３） 延べ床面積（増築面積を含む。）が２５０平方メートル以下であること。 

 （４） 地階を除く階数が２以下であること。 

 第５条中「とする。ただし、共用の住宅にあっては、共有者の全員により合意された代表者」を「（共

用の住宅にあっては、耐震診断を実施することに対する共有者全員の合意により選ばれた代表者）又

は所有者の同意を得た者」に改める。 

 第７条中「前条による」を「前条の」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による申込みは、１年度につき、１回限りとする。 

３ 申込者が複数の事業対象建築物を所有している場合にあっては、１回の申込みにつき、１棟限り

とする。 

 第１０条中「取下げ」を「取下」に改める。 

 第１１条第１項中「決定取消し」を「事業実施決定取消」に改め、同条第１号中「要綱」を「告示」

に改める。 

 第１２条中「要綱」を「告示」に改める。 

 様式第６号中「取下げ届出書」を「取下届出書」に改める。 

 様式第７号中「決定取消し」を「事業実施決定取消」に改める。 

   附 則 

 この告示は、平成２９年６月１日から施行する。 
 

告示第７８号 

 大和高田市既存木造住宅耐震改修工事補助金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２９年５月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克    
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   大和高田市既存木造住宅耐震改修工事補助金交付要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市既存木造住宅耐震改修工事補助金交付要綱（平成２１年告示第７４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第２条第１号中「建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する建築物のうち

木造のもので、かつ、」を「木造のものであって、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条

第１号に規定する建築物のうち」に、「該当する部分」を「供する部分」に改め、「限る。）」の次

に「であって、現に居住（仕事、病気その他特別の事情により相当の期間不在となっている場合を含

む。）しているもの」を加える。 

 第３条中「既存木造住宅（以下「補助対象住宅」という。）は」を「住宅（以下「補助対象住宅」

という。）は、大和高田市の区域内に存する既存木造住宅であって」に改め、同条第１号中「着工さ

れた市内に存する既存木造住宅であって、地上階数２階以下のもの」を「建築工事が着工されている

もの。ただし、昭和５６年６月１日以後に増改築されている場合であって、耐震改修工事をする必要

がないと市長が認める場合は、この限りでない。」に改め、同条に次の３号を加える。 

 （３） 地上階数２階以下のもの 

 （４） 第６条の規定による申請の日の属する年度の２月末までに耐震改修工事が完了するもの 

 （５） 法人以外の者が所有するもの 

 第４条中「次の各号のいずれにも該当するもの」を「次に掲げる者」に改め、同条に次の２号を加

える。 

 （１） 補助対象住宅の所有者（共有の場合にあっては、耐震改修工事を実施することに対する共

有者全員の合意により選ばれた代表者を含む。以下同じ。）であって、大和高田市税に滞納がな

いもの 

 （２） 補助対象住宅の所有者の同意を得た者であって、当該所有者及び同意を得た者のいずれも

が大和高田市税に滞納がないもの 

 第９条に次に１項を加える。 

３ 第１項の規定による報告書は、耐震改修工事が完了した日の翌日から起算して２０日を経過した

日までに、市長に提出しなければならない。 

   附 則 

 この告示は、平成２９年６月１日から施行する。 

 

告示第７９号 

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第９条及び第９条の２第２

項の規定により放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第１項

の規定により告示します。 

平成２９年６月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．移動理由 

自転車等放置禁止区域内及び放置禁止区域外の公共の場所に放置されていたため 

２．移動年月日、移動対象区域、移動自転車等の数量等 

（１）放置禁止区域 

移動年月日 

近鉄大和 

高田駅・ＪＲ 

高田駅周辺 

近鉄高田市 

駅周辺 

近鉄松塚駅 

周辺 

近鉄浮孔駅 

周辺 

近鉄築山駅 

周辺 

自転

車 

原動

機付

自転

自転

車 

原動

機付

自転

自転

車 

原動

機付

自転

自転

車 

原動

機付

自転

自転

車 

原動

機付

自転
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車 車 車 車 車 

平成２９年５月２日 ４          

平成２９年５月８日     １      

平成２９年５月９日 １          

平成２９年５月１１日   ２        

平成２９年５月１２日   １        

平成２９年５月１５日 １          

平成２９年５月１８日 ２  １        

平成２９年５月２２日     １      

平成２９年５月２３日 ４          

平成２９年５月２４日 ２          

平成２９年５月３０日 ２  ２        

（２）放置禁止区域外の公共の場所 

移動年月日 場所の区分 地区 自転車 
原動機付

自転車 

平成２９年５月８日 道路 大和高田市春日町１丁目地内 １  

平成２９年５月１２日 道路 大和高田市礒野北町地内 １  

平成２９年５月２２日 道路 大和高田市東三倉堂町地内 １  

平成２９年５月２６日 道路 大和高田市大字野口地内 ２  

平成２９年５月２９日 道路 大和高田市大字池尻地内 １  

３．保管場所 

大和高田市曽大根 

大和高田市高架下臨時自転車保管所 

４．引取期間 

告示日から６０日間。ただし祝日を除く。 

５．引取時間 

午前９時～正午・午後１時～午後５時 

ただし、土曜日・日曜日は午前９時～正午 

６．引取りのための必要事項 

（１）印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証・保険証等）

をお持ちください。 

（２）次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収します。 

ア．移動費 ２，０００円 

イ．保管費 １，０００円。ただし、移動日から１４日以内は無料 

７．連絡先 

大和高田市役所生活安全課 電話０７４５－２２－１１０１代表 

 

 

 

公告第１７号 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。 

 なお、その関係書類を本市市民部産業振興課に備え置いて縦覧に供します。 

  平成２９年５月１５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

 

公 告 
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公告第１８号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年５月２５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  片塩中学校普通教室間仕切り改修工事 

２ 工事場所 大和高田市 中三倉堂２丁目 地内（片塩中学校） 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年８月３１日（木）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の建築一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＡ、Ｂ又はＣ級の者であ

ること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査に合格するまで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 
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平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年６月２日（金） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年６月８日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年６月９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１２日（月）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に
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係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月１３日（火）午前９時２０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥１２，４８０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

公告第１９号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年５月２５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  高田商業高等学校格技場吊り天井改修工事 

２ 工事場所 大和高田市立高田商業高等学校 体育館２階格技場（大和高田市材木町

８番３号） 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年８月３１日（木）まで 

（現場立入可能期間に制限有り。詳細は、入札説明書（仕様書）を参

照ください。） 
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４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の建築一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＡ、Ｂ又はＣ級の者であ

ること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査に合格するまで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 
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平成２９年６月２日（金） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年６月８日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年６月９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１２日（月）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月１３日（火）午前９時３０分 

（２）場所 
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大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥１１，０２０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

公告第２０号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年５月２５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  高田小学校便所改修工事 

２ 工事場所 大和高田市 大中東町 地内（高田小学校） 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年８月３１日（木）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の建築一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＣ又はＤ級の者であるこ

と。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法
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の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年６月２日（金） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本
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市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年６月８日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年６月９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１２日（月）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月１３日（火）午前９時４０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥４，３３０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 
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２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

公告第２１号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年５月２５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  高田商業高等学校便所改修工事 

２ 工事場所 大和高田市 材木町 地内（高田商業高等学校） 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年８月３１日（木）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の建築一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＣ又はＤ級の者であるこ

と。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる
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ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年６月２日（金） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年６月８日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年６月９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１２日（月）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 
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不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月１３日（火）午前９時５０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥３，７２０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

公告第２２号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年５月２５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  浮孔西小学校便所改修工事 

２ 工事場所 大和高田市 曽大根１丁目 地内（浮孔西小学校） 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年８月３１日（木）まで 



平成２９年６月１０日（土） 大 和 高 田 市 公 報 第３４１号 

 

 

 

 

104 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の建築一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＣ又はＤ級の者であるこ

と。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年６月２日（金） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 
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参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年６月８日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年６月９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１２日（月）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月１３日（火）午前１０時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 
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（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥３，３２０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

公告第２３号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年５月２５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  菅原小学校便所改修工事 

２ 工事場所 大和高田市 大字根成柿 地内（菅原小学校） 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年８月３１日（木）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の建築一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＣ又はＤ級の者であるこ

と。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す
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る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年６月２日（金） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年６月８日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 
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ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年６月９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１２日（月）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月１３日（火）午前１０時１０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥２，７００，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 
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公告第２４号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年５月２５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  陵西小学校便所改修工事 

２ 工事場所 大和高田市 大字池田 地内（陵西小学校） 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年８月３１日（木）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の建築一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＤ又はＥ級の者であるこ

と。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査に合格するまで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる
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ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年６月２日（金） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年６月８日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年６月９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１２日（月）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 
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不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月１３日（火）午前１０時２０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥２，５００，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

公告第２５号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年５月２５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  片塩中学校便所改修工事 

２ 工事場所 大和高田市 中三倉堂２丁目 地内（片塩中学校） 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年８月３１日（木）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ
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て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の建築一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＤ又はＥ級の者であるこ

と。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査に合格するまで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年６月２日（金） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 
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参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年６月８日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年６月９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１２日（月）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月１３日（火）午前１０時３０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 
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開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥２，３７０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

公告第２６号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年５月２５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名 片塩・磐園・菅原・浮孔西幼稚園便所改修工事 

２ 工事場所 大和高田市 旭北町 外 地内（片塩幼稚園 外） 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年８月３１日（木）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の建築一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＤ又はＥ級の者であるこ

と。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 
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（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査に合格するまで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年６月２日（金） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 
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大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年６月８日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年６月９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１２日（月）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月１３日（火）午前１０時４０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 
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１７ 最低制限基準比較価

格 
￥２，３２０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

公告第２７号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年５月３０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 件  名 「①大和高田市第７期介護保険事業計画の策定及び高齢者保健福祉計

画の見直し業務委託」及び「②大和高田市介護予防・日常生活圏域ニ

ーズ調査集計分析業務委託」 

２ 業務期間 契約締結日から平成３０年３月３１日まで 

３ 業務場所 大和高田市全域 

４ 業務内容 仕様書のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定によ

る更生手続開始の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の

例によることとされる更生事件（以下「旧更生事件」といいます。）

に係る同法による改正前の会社更生法（昭和２７年法律第１７２号。

以下「旧法」といいます。第３０条の規定による更生手続開始の申

立てを含みます。））をしていない者又は申立てをされていない者で

あること。ただし、同法に基づく更生手続開始の決定（旧更生事件

に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含みます。）を受けた者に

ついては、更生手続開始の申立てをしなかったもの又は申立てをさ

れなかったものとみなす。 

（３）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（４）（１）に該当する者のほか、大和高田市が締結する契約からの暴

力団関係業者の排除措置要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第

４号又は第５号に該当する者でないこと。 

（５）人口５万人以上の自治体において、第６期介護保険事業計画策

定業務の受託実績を有する者であること。 

（６）以下のいずれかの資格を認証取得している者であること。 

  ・プライバシーマーク【ＪＩＳＱ１５００１】 

  ・情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）【ＪＩＳＱ

２７００１】 
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６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

③ プライバシーマーク【ＪＩＳＱ１５００１】又は情報セキュ

リティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）【ＪＩＳＱ２７００

１】の認定取得を証する書類の写し 

④ 人口５万人以上の自治体の第６期介護保険事業計画策定業務

の契約書の写し 

⑤ 履歴事項全部証明書（発行後３ヶ月以内のもの） 

⑥ 印鑑証明書（発行後３ヶ月以内のもの） 

上記⑤、⑥は、平成２９年度大和高田市物品購入等競争入札参

加資格者登録名簿又は大和高田市建設工事等競争入札参加資格者

登録名簿に登録している者については、提出の必要はありません。 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

平成２９年５月３０日（火）から平成２９年６月１２日（月）ま

で。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

郵送の場合、平成２９年６月９日（金）必着のものまで受付可と

します。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）提出場所 

  〒６３５－８５１１ 

大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所 別棟１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の受領後速やかに行うものと

し、その結果は、随時、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

随時。原則、申請書の受付日から２日以内（平成２９年６月１３

日（火）まで）に発送します。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年６月１５日（木）午後５時１５分まで 

（２）送信先 
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大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年６月１６日（金）午後５時１５分まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１９日（月）まで。入札執行日の前日であるため、

この日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、「①大和高田市第７期介護保険事業計画の策定及び高齢

者保健福祉計画の見直し業務委託」及び「②大和高田市介護予防・日

常生活圏域ニーズ調査集計分析業務委託」の金額並びに合計金額を消

費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、消費税及び地方消費税を除く金額で記載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月２０日（火）午前１０時 

（２）場所 

大和高田市役所 別棟２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページ

で公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定等 落札者は、各業務の予定価格の制限の範囲内（①大和高田市第７期

介護保険事業計画の策定及び高齢者保健福祉計画の見直し業務委託の

予定価格の額以下、かつ②大和高田市介護予防・日常生活圏域ニーズ

調査集計分析業務委託の予定価格の額以下）で、合計金額の最低価格

をもって入札を行った者とします。 

１５ 予定価格 ①大和高田市第７期介護保険事業計画の策定及び高齢者保健福祉計

画の見直し業務委託  

￥２，７７７，７７８－（消費税等抜き） 
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②大和高田市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査集計分析業務委託 

 ￥１，３８８，８８９－（消費税等抜き） 

１６ 契約保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契

約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額

の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、大

和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止

の措置を講じることとなります。 

１７ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第２８号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年５月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業務名 中今里町地内測量業務委託 

２ 履行場所 大和高田市 中今里町 地内 

３ 履行期間 契約締結日から平成２９年７月３１日（月）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の測量業務に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）（３）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓
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約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年６月１日（木）から平成２９年６月７日（水）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年６月８日（木） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の期間 

平成２９年６月１日（木）から平成２９年６月７日（水）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年６月１２日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年６月１３日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１４日（水）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局
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留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月１５日（木）午前１０時２０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥６４０，０００－（消費税等抜き） 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

 

教育委員会告示第７－２号 

 大和高田市教育委員会臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２９年４月１日 

大和高田市教育委員会教育長 早川 博   

   大和高田市教育委員会臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市教育委員会臨時職員の任用等に関する要綱（平成１６年教育委員会告示第５号）の一部

を次のように改正する。 

 第３条中第１８号を第２１号とし、第１３号から第１７号までを３号ずつ繰り下げ、第１２号の次

教育委員会 
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に次の１号を加える。 

 （１５） 小中学校及び幼稚園の看護師 

 第３条中第１２号を第１４号とし、第６号から第１１号までを２号ずつ繰り下げ、第５号の次に次

の２号を加える。 

 （６） 適応指導教室専任教員 

 （７） 適応指導教室指導員及び教育アドバイザー 

 第６条を次のように改める。 

第６条 削除 

 第７条第２項中「１．００」を「１．０５」に、「１．１５」を「１．２」に、「第３条第８号」

を「第３条第１０号」に改め、同条第３項中「第７号、第１０号及び第１１号」を「第８号、第９号、

第１２号及び第１３号」に改め、同条第４項中「第３条第７号、第１０号及び第１２号」を「第３条

第９号、第１２号及び第１４号」に改める。 

 別表中 

「 

スクールアドバイザー １６６，１９２円 ― ― 

小学校講師 １９１，４６４円 ― ― 

中学校講師 ― ― ２，５００円 

幼稚園講師 １８０，０００円 ９，０００円 ― 

小中学校及び幼稚園の補助員 ― ７，０００円 ９００円 

高等学校講師 ２０１，９６８円 ― ２，５００円 

高等学校クラブ活動指導員 ― ― ２，０００円 

高等学校実習助手 １７３，７８４円 ― ２，０００円 

特別支援学級支援講師 ― ― １，２５０円 

                                          」を 

「 

スクールアドバイザー １６７，８５６円 ― ― 

適応指導教室専任教員 ２３３，３７６円 ― ― 

適応指導教室指導員及び教育アドバ

イザー 

― ― １，２５０円 

小学校講師 １９３，１２８円 ― ― 

中学校講師 ― ― ２，５００円 

幼稚園講師 １８０，０００円 ９，０００円 ― 

小中学校及び幼稚園の補助員 ― ７，０００円 ９００円 

高等学校講師 ２０３，６３２円 ― ２，５００円 

高等学校クラブ活動指導員 ― ― ２，０００円 

高等学校実習助手 １７５，４４８円 ― ２，０００円 

特別支援学級支援講師 ― ― １，２５０円 

小中学校及び幼稚園の看護師 ― ― １，３９０円 

                                          」に改

める。 

   附 則 

 この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

教育委員会告示第９号 

 大和高田市教育委員会５月定例委員会を次のとおり招集する。 

  平成２９年５月８日 
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                 大和高田市教育委員会教育長 早川 博   

日 時  平成２９年５月１６日（火）午前１０時００分～ 

 場 所  さざんかホール ４階 会議室 

 議 案  第１号 平成２９年度大和高田市青少年補導会 感謝状授与について 

      第２号 後援願について 

      第３号 その他 

 

教育委員会告示第１０号 

 大和高田市教育委員会６月定例委員会を次のとおり招集する。 

  平成２９年６月２日 

                 大和高田市教育委員会教育長 早川 博   

 日 時  平成２９年６月８日（木）午後２時００分～ 

 場 所  さざんかホール ４階 会議室 

 議 案  第１号 第３４回大和高田市スポーツ少年大会開催要項(案)について 

      第２号 後援願について 

      第３号 その他 

 

 

 

選挙管理委員会告示第７号 

大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

平成２９年５月２日  

大和高田市選挙管理委員会 

                               委員長  松 村 惠 由 

１． 日  時     平成２９年５月１１日（木） 午前９時００分 

２． 場  所     大和高田市大字大中１００番地１ 

            大和高田市役所 ３階 東会議室 

３． 議  案  第１号 公職選挙法第２８条第１号、第２号及び第３号の規定による抹消につい

て 

         第２号 その他 

 

選挙管理委員会告示第８号 

大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

平成２９年５月２５日  

大和高田市選挙管理委員会 

                               委員長  松 村 惠 由 

１． 日  時     平成２９年６月１日（木） 午前９時００分 

２． 場  所     大和高田市大字大中１００番地１ 

            大和高田市役所 ３階 東会議室 

３． 議  案  第１号 公職選挙法第２８条第１号、第２号及び第３号の規定による抹消につい

て 

         第２号 選挙人名簿の定時登録について 

         第３号 その他 

 

選挙管理委員会 
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選挙管理委員会告示第９号 

 平成２９年６月１日現在の大和高田市の議会の議員及び長の選挙権を有する者の総数の３分の１、

６分の１及び５０分の１の数は、次のとおりである。 

平成２９年６月１日  

大和高田市選挙管理委員会 

                               委員長  松 村 惠 由 

      ３分の１の数  １９，１９４人 

      ６分の１の数   ９，５９７人 

     ５０分の１の数   １，１５２人 

 

 

 

農業委員会告示第５号 

 大和高田市農業委員会６月定例委員会を次のとおり招集する。 

平成２９年５月２６日 

    大和高田市農業委員会    

会長 松 田 榮 義   

日 時  平成２９年６月９日（金）午後３時 

場 所  市役所３階 東会議室 

議 案  第１号 農地法第３条第１項について申請の件 

第２号 農地法第５条規定による申請の件 

第３号 農業経営基盤強化促進法第１８条第１項規定による農用地利用集積計画に

ついて 

第４号 その他 

 

 

 

公平委員会規則第１号 

 大和高田市公平委員会処務規則及び大和高田市管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する

規則を次のように定める。 

  平成２９年３月３１日 

 大和高田市公平委員会   

委員長 宮内 嵩    

   大和高田市公平委員会処務規則及び大和高田市管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正す

る規則 

 （大和高田市公平委員会処務規則の一部改正） 

第１条 大和高田市公平委員会処務規則（昭和４６年公平委員会規則第３号）の一部を次のように改

正する。 

  第２条中「企画法制課」を「法務情報課」に改める。 

  第３条の２第１項中「企画法制課長」を「法務情報課長」に改め、同条第２項中「企画法制課」

を「法務情報課」に改め、「課長補佐及び」を削り、同条第３項中「企画法制課」を「法務情報課」

に改める。 

 （大和高田市管理職員等の範囲を定める規則の一部改正） 

第２条 大和高田市管理職員等の範囲を定める規則（昭和４１年公平委員会規則第１号）の一部を次

のように改正する。 

  別表中「企画法制課企画法制グループ係長」を「法務情報課法務係長」に、「企画法制課の」を

「法務情報課の」に改める。 

農業委員会 

公平委員会 
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   附 則 

 この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

 

水道事業告示第１１号 

大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成１０年企業管理規程第２号）第５条の規定

により、次の者を大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者に指定したので、同規程第１０条第１

号の規定により告示する。 

平成２９年６月１日 

大和高田市上下水道事業管理者 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

業者名         代表者名     所在地 

香川設備工業所     香川 美德     奈良県奈良市神殿町１９６－３７ 

 

水道事業公告第４号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年５月２５日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  配水管布設替工事及び消火栓新設工事（市場 第１工区） 

２ 工事場所 大和高田市 市場 地内 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年９月２９日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の管工事（水道）に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）耐震継手配管技能者を配置することができる者であること。 

（４）石綿作業主任者を配置することができる者であること。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（９）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査に合格するまで）の者

公営企業 
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でないこと。 

（１０）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における

他の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式（管工事（水道）用）によるものとしま

す。様式については、大和高田市ホームページの「入札・契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類として、５（８）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年６月２日（金） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月６日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 小会議室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 
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（１）受付期限 

平成２９年６月８日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部水道総務課 

ＦＡＸ ０７４５－２３－３８５０ 

（３）回答期限 

平成２９年６月９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１２日（月）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月１３日（火）午前９時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥９，３１０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 
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（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

水道事業公告第５号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年５月３１日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業務名 測量業務委託（今里町外） 

２ 履行場所 大和高田市 今里町 外 地内 

３ 履行期間 契約締結日から平成２９年９月２９日（金）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の測量業務に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）（３）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 
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平成２９年６月１日（木）から平成２９年６月７日（水）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室

  

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年６月８日（木） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の期間 

平成２９年６月１日（木）から平成２９年６月７日（水）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 小会議室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年６月１２日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部水道総務課 

ＦＡＸ ０７４５－２３－３８５０ 

（３）回答期限 

平成２９年６月１３日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１４日（水）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 
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１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月１５日（木）午前１０時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥１，３８０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

水道事業公告第６号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年５月３１日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業務名 測量業務委託（池田･市場外） 

２ 履行場所 大和高田市 池田･市場 外 地内 

３ 履行期間 契約締結日から平成２９年９月２９日（金）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 
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（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の測量業務に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）（３）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年６月１日（木）から平成２９年６月７日（水）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年６月８日（木） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の期間 

平成２９年６月１日（木）から平成２９年６月７日（水）まで。



平成２９年６月１０日（土） 大 和 高 田 市 公 報 第３４１号 

 

 

 

 

133 

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 小会議室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年６月１２日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部水道総務課 

ＦＡＸ ０７４５－２３－３８５０ 

（３）回答期限 

平成２９年６月１３日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１４日（水）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月１５日（木）午前１０時１０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落
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札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥１，２９０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

下水道事業公告第１号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年４月４日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  敷枝築山地内管渠工事（１０）・給配水管移設工事（Ｇ１０） 

２ 工事場所 大和高田市 築山 地内 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年９月２９日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の土木一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＣ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確 この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争
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認の申請 入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年４月５日（水）から平成２９年４月１１日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年４月１２日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

平成２９年４月５日（水）から平成２９年４月１４日（金）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年４月１７日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 
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（３）回答期限 

平成２９年４月１８日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年４月２０日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年４月２１日（金）午前９時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、大和高田市ホームページで公表しま

す。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥２０，１８０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 



平成２９年６月１０日（土） 大 和 高 田 市 公 報 第３４１号 

 

 

 

 

137 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

下水道事業公告第２号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年４月４日 

（上下水道事業管理者） 

 大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  敷枝築山地内管渠工事（５１）・給配水管移設工事（Ｇ５１） 

２ 工事場所 大和高田市 築山 地内 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年９月２９日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の土木一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＣ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる
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ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年４月５日（水）から平成２９年４月１１日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年４月１２日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

平成２９年４月５日（水）から平成２９年４月１４日（金）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年４月１７日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

平成２９年４月１８日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年４月２０日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 
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（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年４月２１日（金）午前９時１０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、大和高田市ホームページで公表しま

す。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥１９，６１０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

下水道事業公告第３号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年４月４日 

（上下水道事業管理者）  

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  高６枝南陽町地内管渠工事（１１）・給配水管移設工事（Ｇ１１） 

２ 工事場所 大和高田市 南陽町 地内 
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３ 工事期間 契約締結日から平成２９年９月２９日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の土木一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＣ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年４月５日（水）から平成２９年４月１１日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 
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平成２９年４月１２日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

平成２９年４月５日（水）から平成２９年４月１４日（金）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年４月１７日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

平成２９年４月１８日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年４月２０日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年４月２１日（金）午前９時２０分 
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（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、大和高田市ホームページで公表しま

す。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥１７，７３０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

下水道事業公告第４号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年４月４日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 吉 田 誠 克     

１ 工 事 名  高５枝東中１丁目地内管渠工事（５３）・給配水管移設工事（Ｇ５３） 

２ 工事場所 大和高田市 東中１丁目 地内 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年９月２９日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の土木一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＣ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ
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と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年４月５日（水）から平成２９年４月１１日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年４月１２日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

平成２９年４月５日（水）から平成２９年４月１４日（金）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 
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午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年４月１７日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

平成２９年４月１８日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年４月２０日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年４月２１日（金）午前９時３０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、大和高田市ホームページで公表しま

す。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの
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した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥１６，９３０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

下水道事業公告第５号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年４月４日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  曽７枝根成柿地内管渠工事（５２）・給配水管移設工事（Ｇ５２） 

２ 工事場所 大和高田市 根成柿 地内 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年９月２９日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の土木一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＣ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確 この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争
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認の申請 入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年４月５日（水）から平成２９年４月１１日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年４月１２日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

平成２９年４月５日（水）から平成２９年４月１４日（金）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年４月１７日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 



平成２９年６月１０日（土） 大 和 高 田 市 公 報 第３４１号 

 

 

 

 

147 

（３）回答期限 

平成２９年４月１８日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年４月２０日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年４月２１日（金）午前９時４０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、大和高田市ホームページで公表しま

す。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥１４，６７０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 
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下水道事業公告第６号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年４月４日 

（上下水道事業管理者）   

 大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  高６枝大東町地内管渠工事（５５）・給配水管移設工事（Ｇ５５） 

２ 工事場所 大和高田市 大東町 地内 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年９月２９日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の土木一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＣ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡



平成２９年６月１０日（土） 大 和 高 田 市 公 報 第３４１号 

 

 

 

 

149 

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年４月５日（水）から平成２９年４月１１日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年４月１２日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

平成２９年４月５日（水）から平成２９年４月１４日（金）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年４月１７日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

平成２９年４月１８日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年４月２０日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 
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不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年４月２１日（金）午前９時５０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、大和高田市ホームページで公表しま

す。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥１０，３４０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

下水道事業公告第７号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年４月４日 

（上下水道事業管理者）       

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  敷枝築山地内管渠工事（５４）・給配水管移設工事（Ｇ５４） 

２ 工事場所 大和高田市 築山・大谷・池田 地内 
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３ 工事期間 契約締結日から平成２９年９月２９日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の土木一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＣ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年４月５日（水）から平成２９年４月１１日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 
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平成２９年４月１２日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

平成２９年４月５日（水）から平成２９年４月１４日（金）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年４月１７日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

平成２９年４月１８日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年４月２０日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年４月２１日（金）午前１０時 
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（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、大和高田市ホームページで公表しま

す。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥９，７３０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

下水道事業公告第８号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年４月２５日 

（上下水道事業管理者）    

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業務名 大和高田市流域関連公共下水道事業ストックマネジメント基本計画策

定業務委託 

２ 履行場所 公共下水道供用開始区域 

３ 履行期間 契約締結日から平成３０年２月２８日（水）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の土木関係建設コンサルタント業務（下水道部門）に登録してい

る者であること。 

（２）平成２４年４月１日以降において、官公庁発注の同種業務を元

請けで１，０００万円以上の履行実績を有する者であること。 

（３）ＩＳＯ２７００１情報セキュリティマネジメントシステム（Ｉ

ＳＭＳ）の認証を取得している者であること。 
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（４）奈良県内に本店又は支店等を有する者であること。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 平成２４年４月１日以降における同種業務の契約書の写し及

び登録内容確認書（テクリス）等（業務の同等確認できるもの）

の写し 

③ ＩＳＯ２７００１情報セキュリティマネジメントシステム

（ＩＳＭＳ）の認定取得を証する書類の写し 

④ 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。 

（４）受付期間 

平成２９年４月２６日（水）から平成２９年５月１０日（水）ま

で。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室

  

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年５月１１日（木） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 
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の配布 （１）配布の期間 

平成２９年４月２６日（水）から平成２９年５月１０日（水）ま

で。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年５月２２日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

平成２９年５月２３日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年５月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年５月２６日（金）午前１０時３０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、大和高田市ホームページで公表しま

す。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び
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虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥１４，２８０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

下水道事業公告第９号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年４月２５日 

（上下水道事業管理者）        

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業務名 大和高田市流域関連公共下水道事業業務継続計画（下水道ＢＣＰ）策

定業務委託 

２ 履行場所 公共下水道供用開始区域 

３ 履行期間 契約締結日から平成３０年２月２８日（水）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の土木関係建設コンサルタント業務（下水道部門）に登録してい

る者であること。 

（２）平成２４年４月１日以降において、官公庁発注の同種業務を元

請けで５００万円以上の履行実績を有する者であること。 

（３）ＩＳＯ２７００１情報セキュリティマネジメントシステム（Ｉ

ＳＭＳ）の認証を取得している者であること。 

（４）奈良県内に本店又は支店等を有する者であること。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置
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要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 平成２４年４月１日以降における同種業務の契約書の写し及

び登録内容確認書（テクリス）等（業務の同等確認できるもの）

の写し 

③ ＩＳＯ２７００１情報セキュリティマネジメントシステム

（ＩＳＭＳ）の認定取得を証する書類の写し 

④ 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。 

（４）受付期間 

平成２９年４月２６日（水）から平成２９年５月１０日（水）ま

で。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室

  

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年５月１１日（木） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

平成２９年４月２６日（水）から平成２９年５月１０日（水）ま

で。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本
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市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年５月２２日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

平成２９年５月２３日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年５月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年５月２６日（金）午前１０時５０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、大和高田市ホームページで公表しま

す。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥５，６６０，０００－（消費税等抜き） 
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１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

下水道事業公告第１０号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２９年４月２５日 

（上下水道事業管理者）       

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業務名 大和高田市流域関連公共下水道事業に伴う事業計画変更等業務委託 

２ 履行場所 公共下水道認可区域  

３ 履行期間 契約締結日から平成３０年２月２８日（水）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の土木関係建設コンサルタント業務（下水道部門）に登録してい

る者であること。 

（２）平成２４年４月１日以降において、官公庁発注の同種業務を元

請けで５００万円以上の履行実績を有する者であること。 

（３）ＩＳＯ２７００１情報セキュリティマネジメントシステム（Ｉ

ＳＭＳ）の認証を取得している者であること。 

（４）奈良県内に本店又は支店等を有する者であること。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 
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② 平成２４年４月１日以降における同種業務の契約書の写し及

び登録内容確認書（テクリス）等（業務の同等確認できるもの）

の写し 

③ ＩＳＯ２７００１情報セキュリティマネジメントシステム

（ＩＳＭＳ）の認定取得を証する書類の写し 

④ 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。 

（４）受付期間 

平成２９年４月２６日（水）から平成２９年５月１０日（水）ま

で。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年５月１１日（木） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

平成２９年４月２６日（水）から平成２９年５月１０日（水）ま

で。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年５月２２日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

平成２９年５月２３日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年５月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 
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（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年５月２６日（金）午前１１時１０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、大和高田市ホームページで公表しま

す。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限基準比較価

格 
￥５，１３０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

下水道事業公告第１１号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

平成２９年５月２５日 
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（上下水道事業管理者）   

      大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  高５枝曽大根･曽大根１丁目地内管渠工事（２） 

２ 工事場所 大和高田市 曽大根･曽大根１丁目 地内 

３ 工事期間 契約締結日から平成３０年２月２８日（水）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の土木一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＡ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）土木工事に関する１級の資格を有する監理技術者（契約締結時

点において継続して３ヶ月以上の雇用関係にあり、監理技術者講習

を５年以内に受講した者）を当該工事に専任で配置できる者である

こと。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 
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７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年６月２日（金） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月８日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年６月１４日（水）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

平成２９年６月１５日（木）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１９日（月）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 
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１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月２０日（火）午前９時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札候補者の決定 落札候補者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入

札を行った者とし、低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審査 落札候補者の優先順位により５（４）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 

契約監理室から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

１７ 落札者の決定 事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保証金 大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１９ 最低制限基準比較価

格 
￥７７，１５０，０００－（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

下水道事業公告第１２号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

平成２９年５月２５日 

（上下水道事業管理者）    

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  高５枝東三倉堂町･中今里町･南今里町地内管渠工事（４－１）・給配水

管移設工事（Ｇ０４－１） 

２ 工事場所 大和高田市 東三倉堂町･中今里町･南今里町 地内 

３ 工事期間 契約締結日から平成３０年２月２８日（水）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 
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（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の土木一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＡ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）土木工事に関する１級の資格を有する監理技術者（契約締結時

点において継続して３ヶ月以上の雇用関係にあり、監理技術者講習

を５年以内に受講した者）を当該工事に専任で配置できる者である

こと。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室

  

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年６月２日（金） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 
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（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月８日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年６月１４日（水）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

平成２９年６月１５日（木）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１９日（月）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月２０日（火）午前９時１０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し
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ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札候補者の決定 落札候補者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入

札を行った者とし、低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審査 落札候補者の優先順位により５（４）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 

契約監理室から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

１７ 落札者の決定 事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保証金 大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１９ 最低制限基準比較価

格 
￥６９，９９０，０００－（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

下水道事業公告第１３号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

平成２９年５月２５日 

（上下水道事業管理者）       

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名  築幹大谷地内管渠工事（１）・給配水管移設工事（Ｇ０１） 

２ 工事場所 大和高田市 大谷 地内 

３ 工事期間 契約締結日から平成３０年２月２８日（水）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）平成２９年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の土木一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＡ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）土木工事に関する１級の資格を有する監理技術者（契約締結時

点において継続して３ヶ月以上の雇用関係にあり、監理技術者講習

を５年以内に受講した者）を当該工事に専任で配置できる者である
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こと。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生

法の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措

置要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当

する者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確認

の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格

がないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお

渡しします。） 

（４）受付期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月１日（木）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室

  

７ 競争入札参加資格の確

認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年６月２日（金） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

平成２９年５月２６日（金）から平成２９年６月８日（木）まで。
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ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎３階 上下水道部下水道課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は

本市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成２９年６月１４日（水）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部下水道課 

ＦＡＸ ０７４５－５２－１２９５ 

（３）回答期限 

平成２９年６月１５日（木）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年６月１９日（月）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便

局留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当

する金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格

停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じること

となります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年６月２０日（火）午前９時２０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した

入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落
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札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもの

のした入札 

１５ 落札候補者の決定 落札候補者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入

札を行った者とし、低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審査 落札候補者の優先順位により５（４）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 

契約監理室から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

１７ 落札者の決定 事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保証金 大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１９ 最低制限基準比較価格 ￥６８，０１０，０００－（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 


